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ABSTRACT 
 
 The purpose of this study is to discuss the factors which facilitate or interfere with 
transformation of privately owned forests into public green spaces, as viewed from the local 
government bodies, citizens’ organizations, landowners, and event participants. 
 First, the present status of the disclosure policy of privately owned forests, current managerial 
status, and issues arising after opening to the public were determined through surveys and 
interviews targeting municipalities in suburban consolidation zone of the Tokyo metropolitan 
area. Secondly, intentions of management in cooperation with citizens’ organizations, the 
disclosure policy, and achievements among other issues were determined using surveys that 
targeted owners of privately owned forests designated as conserved forest areas. Thirdly, with 
references to public events run across a network of citizens’ organizations as a case study, the 
awareness of operational achievements was examined through surveys and interviews targeting 
the administration, local residents, commissions, and citizens’ organizations. 
 In conclusion, opening privately owned forests to the public; benefit visitors as natural 
walking places, improve the regional environment and surrounding forests, as well as increase 
the demand for citizens’ conservation activities among others. 
It is shown that privately owned forests whose preservation has been secured by regional 
laws; are more likely to be converted into public green spaces, have conservation activities by 
citizens’ organizations, and establish an operation regime for opening the privately owned 
forests to the public.  
On the issue of management of privately owned forests that are open to the public, there is 
lack of adequate citizens’ organizations, and that the public green spaces have insufficient use of 
rules and management responsibilities. 
 However, several issues were realized upon conducting events, which includes funding 
challenges, and the need to consider reduction of workload at the event preparation stage in the 
future. 
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第１章．序論 
1.1 研究の背景 
 従来から、首都圏の都心部では、産業と経済効率が優先され、人口が集中し、その周辺
の近郊都市では、都市への流入した人口を収容するための住宅地開発事業や縁辺部の無計
画な乱開発が急激に進められ、緑地が大きく減少してきた。 
 このような状況で、国は首都圏整備法の政策区域制度により、東京から 20～60㎞圏内に
位置する地方自治体を「近郊整備地帯」として指定し、計画的な市街地の整備や緑地の保
全を図ってきた。 
その一方で、地域住民の生活の質の向上、レクリエーションに対するニーズの多様化等
に伴い、生活環境の保全やレクリエーションの場の提供等の機能を持つ公園緑地等の確保
への要求が高まっている。 
 このような社会的要請に対して、「都市公園等整備五個年計画」により公園緑地の整備・
造成が計画的かつ積極的に推進された。しかし、未だ海外先進国と比べて公園緑地の面積
が少ないのが実状であり 1)、用地確保のための財源不足により新たな公園緑地の用地が収用
できず事業が進まない例が多くみられる 2)。 
 そこで、私有地における緑地保全と公開が必要不可欠になってきた。現在では、都市公
園のみならず、私有地の緑地にもレクリエーションや自然とのふれあいの場の提供、地域
住民同志の交流促進によるコミュニティ形成等の効果が期待され、公開型緑地として移行
する例も多くみられる。例えば、個人の庭を地域住民に公開するオープンガーデン、私有
林を公開する市民の森や市民緑地、企業の敷地の一部を公開する公開空地や地域開放され
た工場緑地等、私有地の公開の形態は多種多様である。 
 私有林が公開された場合、当該私有林を自然や人とのふれあいの場として活用できる 3)。
また、市民の森や市民緑地のように法制度に位置づけられた場合、土地所有者は維持管理
費の奨励金支援、固定資産税や相続税の減免等優遇措置を享受できるという利点がある。
さらに、行政においても、公開により私有林減少に歯止めをかけることができ、市民団体
が私有林の管理運営に携わることで、地域住民の合意形成を得やすい等の様々な効果があ
る 4)。このように、私有林の公開には、行政、土地所有者、市民団体、地域住民・来訪者の
4者の係わり（メリット）があることが大きな特徴である。 
 しかし、私有林の公開に係わる施策は思うように進んでいないのが実状である。それを
進めて行くためには、公開を促進する要因や阻害する要因を明らかにする必要性があると
考えられる。 
 既往研究では、私有林の保全に関する研究、市民の森や市民緑地等の公開に関する研究
のそれぞれが実施され、成果も出ている。 
しかしながら、私有林の保全から公開への移行段階を取り上げた研究はほとんどなく、
公開を促進する要因や阻害する要因などの検討もされていない。 
 そこで、本研究では、首都圏近郊の都市の私有林を対象に、その保全から公開への移行
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段階を、行政、土地所有者、市民団体、地域住民・来訪者の観点から捉え、公開を阻害す
る要因、公開を促進する要因等を分析することによって、私有林の公開を促進するための
今後の方策を考察することを目的とする。 
 以上の記述内容の詳細は、次節以降に示す。 
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1.2 研究に係わる諸概念の整理 
1.2.1 研究対象としての首都圏近郊整備地帯 
 近郊都市（Urban fringe）は、中心都市に隣接した地域で、郊外地域の拡大が進行され
る地域として説明できるが、都市郊外部 5)、都市近郊地域 6)、大都市近郊 7)、都市縁辺部 8) 9)
等の概念で混用されている。 
近郊都市に定義について、Wehreinは都市的土地利用が整備されている地域と農村的土地
利用の漸移地帯(area of transition)と定義した 10)。Thomasは、農村的活動と文化様式が
急激に減少し、商業、教育、屋外活動、公共サービス、その他空間的消費活動が持続的に
増加する特徴を持つ混在された土地利用を持つ地域と定義している 11)。BryantC.R（図 1－1）
は、大都市計画を通じて、密集した都市の核から離れるにつれて、中心都市（Concentrated 
city or Core built-up area）、近郊都市（Rural-urban fringe or urban fringe）、都市
周辺農村（Urban shadow）、後背農村（Rural hinterland）等に地域を区分した 10)。近郊都
市を具体的に区分すると、中心都市に隣接している地域を近郊都市で定義しており、近郊
都市は都市近郊地域内縁（Inner fringe）と都市近郊地域外縁（Outer fringe）に配列さ
れる 12)。そのうち、都市近郊地域内縁は核心市街地から約 13㎞の範囲で、市街地周辺の近
郊農村地域であり、都市化が急速に進展している地域で、農業的土地利用が住宅地の拡大
や工場用地の開発により都市的土地利用に変化し、土地売買の投機的な活動が集中してい
ることが特徴である 12)。都市近郊地域外縁（Outer fringe）は、農村的土地利用が多く占
めている中で、分散的住宅地開発による農業的土地利用と都市的土地利用の競合がみられ、
兼業農家や在宅通勤者が増加している 12)。一方、人口センサスにより近郊都市の概念が定
義されている。アメリカでは、人口 5 万人以上の都市が中心都市として取り扱われ、中心
Concentrated 
city or Core 
built-up
area
Urban 
shadow
Rural 
hinterland
Maximum commuting zone
Weekend 
and seasonal 
life space
Dispersed  subsystem, urban field or 
City`s countryside
Rural-urban 
fringe or 
urban fringe
Inner
fringe
Outer
fringe
 
図 1－1 The rural-urban fringe scheme(BryantC.R10)を基に再作成) 
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都市を含む、一つ以上の連接した複数の都市地域（County）を標準大都市統計地域 
(Standard Metropolitan Statistical Area)として指定した後、中心都市を除く都市地域
（County）を近郊都市として定義している 13)。 
 一方、日本では、東京都、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、神奈川、山梨の各県を合わ
せたエリアが首都圏として定義されている 14)。 
 首都圏は、首都圏整備法に基づき、既成市街地、近郊整備地帯及び都市開発区域等政策
区分されている 14)。 
 既成市街地は、東京中心部から約 20 ㎞圏内（一部神奈川県に約 40 ㎞圏内）に位置し、
産業及び人口の過度の集中を防止しながら、都市機能の維持増進を図る地域で、東京都特
別区、三鷹市、横浜市、川崎市等が指定されている 15)。 
 近郊整備地帯は、東京中心部から約 20～60 ㎞圏内に位置する。既成市街地の近郊で、
無秩序な市街地化を防止するため、計画的に市街地を整備し、あわせて緑地の保全をする
必要がある区域で、八王子市、千葉市、横須賀市等が指定されている 15)。 
 都市開発区域は、東京から中心部 60㎞圏外に位置する。既成市街地への産業・人口の集
中傾向を緩和し、首都圏内の産業・人口の適正な配置を目的に工業都市、住居都市等とし
て発展させる区域で、地域の中心的な役割を担う都市として育成を進めることにより地域
の整備を推進している。熊谷市、土浦市、甲府市、太田市等の市町村が指定されている 15)。 
埼玉県
東京都
神奈川県
千葉県
茨城県
首都圏近郊整備地帯
 
図 1－2 研究対象地 
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 首都圏では、緑地空間の保全・創出や都市近郊型農業の振興を図るとともに、「首都圏の
都市環境インフラのグランドデザイン」を踏まえ、自然環境の保全・再生・創出を総合的
に考慮した水と緑のネットワークの形成が推進されている 16)。都市及びその周辺における
自然環境を有する緑地等の保全を図るため、近郊緑地保全区域、特別緑地保全地区、風致
地区等の指定による保全が推進されている 17)。特に、私有林は「ふれあい資源」として重
要視され、既存の自然環境の保全とともに、人と自然とのふれあいの場提供機能が期待さ
れている 16)。 
 また、「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン」では、地域別行動方針が定めら
れている。近郊整備地帯とそのエリアが重複する地域での行動方針でも、私有林の維持管
理促進、市街地内の緑の保全、再生、創出、自然環境の適正利用と関係者の連携促進等の
項目が挙げられている。 
 このような状況を踏まえて、本研究では、首都圏整備法で位置づけられた「近郊整備地
帯」を対象に研究を進める（図 1－2）。 
 
1.2.2 私有地の公開 
 私有地の公開と土地利用との関係を図 1－3に示す。 
 住居系市街地における私有地の公開には、個人の庭を地域住民に公開するオープンガー
デンがある。また、業務商業系市街地では、業務商業ビル等の建築空間と一体になった公
開空地があり、屋上庭園が来訪者に公開される場合も多くみられるようになった。工業系
市街地では、企業の CSR 活動の一環で、工場敷地の中に存在する緑地の一部が公開される
ケースがみられるようになっている。本研究の対象となる私有林は、市街化調整区域を含
む市街地縁辺部に立地し、そこが地域住民に公開される場合がある。 
 私有地の公開の概要を表 1－1に示す。 
住居系市街地
工業系市街地
市街地縁辺部
事務商業系市街地
オープンガーデン（住居系市内） 公開空地（事務商業系市内）
市民の森（市街地縁辺部内）工場緑地（工業系市内）
市街化区域
 
図 1－3 私有地の公開と土地利用との関係 
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 オープンガーデンは、英国で 1927 年から続くナショナル・ガーデン・スキームを基に、
個人庭園を一般の人に公開する活動として各地の愛好家の中で、日本では 1990年代後半か
ら盛んに行われていた 18)。主に自治体独自の事業により、個人の庭がオープンガーデンと
して誰もが来訪できる空間として公開されている。緑地管理・公開活動の主体は、土地所
有者である。公開による成果として、土地所有者が、来訪者と知り合いになったことや来
訪者と交流したこと 19)、また、来訪者と通行者とのコミュニティ意識の形成が一定程度向
上していること 20)、不特定の来訪者の鑑賞に伴い、土地所有者はそれを励みとして従前よ
りも前向きに庭づくりに取り組むようになったこと、同様に家族のガーデニングに対する
理解が深まり、庭づくりを手伝うようになったこと 21)が挙げられている。また、地域の景
観の向上、自然環境保全の推進効果、地域住民同志の交流促進によるコミュニティ形成効
果等の諸効果のみならず、地域経済の活性化にも大きな効果をもたらす可能性があること
が挙げられている 22)。 
 公開空地は、1969 年の建築基準法の改正に伴い、良好な市街地環境づくりに寄与する建
築物の創造と、市街地環境の整備改善を目的として、1971 年に制度化された総合設計制度
等に基づくものである。すなわち、開発行為が行われる対象敷地に設けられた空地のうち、
外部に開放・公開され、自由に通行や利用ができる区域が公開空地であり、場合に応じて
容積率の割増や高さ制限の緩和が受けられるものである 23)。緑地管理・公開活動の主な主
体は土地所有者である企業等である公開空地の存在によって、地域住民に憩いの場の提供、
表 1－1 私有地の公開の概要 
区分 関連制度・施策 主な位置 主な所有
緑地管理・公
開活動の主な
主体
公開による主な成果　注）
庭 自治体や市民団体
等による独自の事
業
住居系市街
地
個人 土地所有者 ・
・
・
・
土地所有者が，来訪者と知り合いになったことや来訪者と交流
したこと。
来訪者と通行者とのコミュニティ意識の形成が一定程度向上し
ていること。
不特定の来訪者の鑑賞に伴い，土地所有者はそれを励みとして
従前よりも前向きに庭づくりに取り組むようになったこと。
地域の景観の向上，自然環境保全の推進効果，地域住民同志の
交流促進によるコミュニティー形成効果等の諸効果のみなら
ず，地域経済の活性化にも大きな効果をもたらす可能性がある
こと。
公開
空地
建築基準法（総合
設計制度）・都市
計画法（特定街
区）
業務商業系
市街地
企業 土地所有者 ・
・
憩いの場の提供，イベント，まちづくり連携に寄与できるこ
と。
道に加えて緑地あるいは公園として認識していること。
工場
緑地
工場立地法（緑化
率等の規定のみ）
工業系市街
地
企業 土地所有者 ・
・
・
企業の価値の向上，快適で健康な環境づくりという企業側のメ
リットがあること。
地域に対してはコミュニティづくりをする空間としての役割を
果たしていること。
地域住民に，緊急時の避難場所，レクリエーション，自然との
ふれあいや環境学習などの場や機会を提供すること。
私有林 自治体独自の条例
等（市民の森）・
都市緑地法（市民
緑地）
市街地縁辺
部
個人 行政・
土地所有者・
市民団体
・
・
・
・
・
地域住民においては，当該樹林地をレクリエーションや自然と
のふれあいの場として利用できること。
地域の緑を守り，育てることで，地域に対する愛着が深まり，
地域コミュニティが醸成されること。
土地所有者においては，税の優遇措置が受けられることや税負
担の軽減できること。
行政は，樹林地減少に歯止めをかけることができ，地域住民に
よる保全活動団体（市民団体）が自立することで，地域住民の
合意形成を得やすいこと。
行政は市民の森により財政的負担が低減すること。  
注）公開による成果は，既往研究 3)～31) に基づいて整理した。 
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イベント、まちづくり連携に寄与できること 24)、また、道に加えて緑地あるいは公園とし
て認識していること等の効果が挙げられている 25)。 
 工場緑地の場合、その一部を公開するケースがある。1992 年当時の通商産業省（現在の
経済産業省）からニューファクトリーの考え方が提唱され、地域との連携や地域環境への
貢献、自然環境の保全・創出や多様な生態系の形成、地域交流が可能な緑地整備等が行わ
れる工場が現れた 26)。緑地管理・公開活動の主体は、土地所有者である企業である。工場
緑地が地域住民に公開された場合、企業の価値の向上、快適で健康な環境づくりという企
業側のメリットがある。また、地域に対してはコミュニティづくりをする空間としての役
割を果たしていること 27)、地域住民の利用を供することによって、緊急時の避難場所、レ
クリエーション、自然とのふれあいや環境学習などの場や機会を地域住民等に提供すると
いう側面があること 28)が挙げられている。 
 私有林の公開は自治体独自の条例・要綱等による市民の森などが、緑地の保全・活用を
図る有効な手法として評価され、1995 年には、都市緑地法による市民緑地制度が創設され
た。緑地管理・公開活動の主体は、行政、土地所有者、市民団体等の多岐にわたることが
大きな特徴である。私有林が公開された場合、地域住民においては、当該私有林をレクリ
エーションや自然とのふれあいの場として利用できること 3)、地域の緑を守り、育てること
で、地域に対する愛着が深まり、地域コミュニティが醸成されること等が挙げられている
29)。また、土地所有者においては、税の優遇措置が受けられること 4)、税負担の軽減できる
こと 30)、行政は、私有林減少に歯止めをかけることができ、地域住民による保全活動団体
（市民団体）が自立することで、地域住民の合意形成を得やすいこと 4)、市民の森により財
政的負担が低減すること 31)、等様々な効果が期待される。 
 以上より、他と比較した場合の私有林の公開型緑地としての特徴は、次のように整理され
る。 
①主として市街地縁辺部に立地していること、②「土地所有者」のみならず、「行政」、「市
民団体」、「地域住民・来訪者」の各々の主体が緑地やその公開との係わり方を持っているこ
と、③多主体が公開に関連することから、公開による効果が多面的になる一方、公開への移
行における利害調整や合意形成が求められること。 
これらの特徴を踏まえて、オープンガーデン、公開空地、工場緑地の公開とは異なる、私
有林の公開のあり方を探る必要がある。 
 
1.2.3 私有林の公開の段階性 
 私有林の公開は、期間や時間を定めた限定公開から常時公開までの「期間の段階性」、市
民団体のみ、市民団体や市民団体かつ交流団体のみ、幅広く地域住民を含んだ場合までの
「来訪者の段階性」がある。なお、一つの私有林の公開から、地域的広がりの中に存在す
る複数の私有林を公開するまでの「地域的な段階性」も考えられる。 
 私有林の保全から公開までの段階性を表 1－2に示す。 
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 私有林の公開は 4段階に区分できる。 
 まず、「第 1段階（非公開段階）」は、従来から放置されてきた私有林である。 
 また、「第 2 段階（非公開・保全段階）」は、従来から放置されてきた私有林を、新たに
保全に関する条例・要綱による保全樹林地区等や、都市緑地法による特別緑地保全地区、
首都圏近郊緑地保全法による近郊緑地特別保全地区等に指定し、その保全を推進する段階
である。この段階では土地所有者から許可を得て、私有林の保全活動を行う市民団体等の
特定の者のみが当該私有林に立入る段階である。 
次に、「第 3 段階（移行段階）」は、保全樹林地区等としてその保全が担保されている私
有林で、市民団体が中心になって、行政や他の市民団体等との連携により、不特定多数の
者を対象に、イベント等を通じて期間限定の公開を実施する段階である。一つの私有林が
公開される場合と、地域のなかで複数の私有林が公開される場合もある。後者の代表的な
事例として「オープンフォレスト in松戸」等がある。 
 さらに、「第 4 段階（常時公開段階）」は、行政が自治体独自の条例・要綱等で土地所有
者と長期間契約を結び、市民団体のみではなく、幅広く地域住民が利用できる段階である。
代表的な事例として「市民の森」や「市民緑地制度」がある。 
以上のように、私有林の保全から常時公開に至るまで段階性を整理することができるが、
「第 3段階（移行段階）」は、不特定多数の者に対して私有林が常時公開される「第 4段階
（常時公開段階）」への移行の前段階であり、私有林の常時公開に当たってどのような成果
や問題が発生するか、公開のための私有林の管理手法にはどのような変化があるかなど、
有効な知見が得られると考えられる。そこで、本研究では、期間限定で不特定多数の利用
者が来訪できる「第 3段階（移行段階）」に着目し、研究を進めることにする。 
表 1－2 私有林の公開の段階性 
区分
第1段階
(非公開段階)
第2段階
 （非公開・保全段階）
第4段階
（常時公開段階）
公開/非公開 非公開 非公開 常時公開
来訪者
土地所有者
のみ
特定の者
（市民団体の関係者）
市民団体関係者・
地域住民等
一般市民を含む
不特定多数の者
一般市民を含む
不特定多数の者
公開する
樹林地
なし 個々の樹林地 個々の樹林地
地域の中の複数の樹林
地
個々の樹林地・
地域の中の複数の
樹林地
管理者 土地所有者
土地所有者・行政・
市民団体
土地所有者・行政・
市民団体
施策と
取り組み
なし
条例等による保全
樹林地区・
都市緑地法による特別
緑地保全地区
個々の樹林地における
イベント等
オープンフォレストin
松戸 （松戸市），
カシニワ・フェスタ
（柏市）等
条例等による市民の森，
都市緑地法による
市民緑地
第3段階
（移行段階）
限定公開
土地所有者・行政・市民団体
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1.3 私有林の保全・公開施策とその動向 
1.3.1 私有林の保全に係わる施策 
（1）都市計画法による風致地区（1919年創設） 
 制定当時は都市を対象として私有林の保全が可能な制度が他になく、私有林を直接的に
保全する仕組みがなく、戦後の高度成長に従う開発圧力の高まりにより私有林の減失には
対応できないケースが発生し、これに対応するため以下の各制度が派生してきた 32)。 
 近郊整備地帯の風致地区指定状況を表 1－3に示す。 
 風致地区の指定は、2013 年 3 月時点、計 23 自治体、10,017.8ha が指定されている。都
県別の指定面積をみると、神奈川県が 7,560.6ha（10 自治体、30 地区）で最も多く、千葉
県が 1,277.3ha（2 自治体、11 地区）、東京都が 895.9ha（10 自治体、11 地区）、埼玉県が
284.0ha（1自治体、1地区）、茨城県が 0.0haとなっている 33)。 
 
 
 
（2）樹木保存法による保存樹林（1962年創設） 
 開発圧力が高い地域では、風致地区のような特定の地域だけでは私有林が守られないこ
とから、私有林を直接的に指定して土地所有者に保存義務を果たす制度として設けられた
32)。 
 近郊整備地帯の保存樹林の指定状況を表 1－4に示す。 
 保存樹林は、2013年 3月現在、千葉県のみで 2自治体、2.6ha、5地区が指定されている
34)。
表 1－3 風致地区の指定状況（2013年 3月現在） 
区分 面積（ha） 地区数 自治体数
茨城県 0.0 0 0
埼玉県 284.0 1 1
千葉県 1,277.3 9 2
東京都 895.9 11 10
神奈川県 7,560.6 30 10
合計 10,017.8 51 23  
表 1－4 保存樹林の指定状況（2013年 3月現在） 
区分 面積（ha） 地区数 自治体数
茨城県 0.0 0 0
埼玉県 0.0 0 0
千葉県 2.6 5 2
東京都 0.0 0 0
神奈川県 0.0 0 0
合計 2.6 5 2  
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（3）首都圏近郊緑地保全法による近郊緑地保全区域・近郊緑地特別保全地区（1966年創設） 
 高度成長に伴い都市化が著しい首都圏と近畿圏に限定して実施される大都市圏政策の一
環として創設された。その手法は歴史的風土特別保存地区に類似し、風致地区制度の限界
を補っている 32)。 
 近郊整備地帯において近郊緑地保全区域の指定の現況を表 1－5、近郊緑地特別保全地区
を表 1－6に示す。 
 近郊緑地保全区域の場合、2013 年 3 月現在、計 39 自治体、15,861.0ha で指定が実施さ
れている。都県別にみると、埼玉県が 5,232.0ha（14 自治体）で最も多く、神奈川県が
4,800.0ha（7 自治体）、千葉県が 2,314.0ha（4 自治体）、茨城県が 2,038.0ha（7 自治体）、
東京都が 1,477ha（7自治体）の順となっている。また、近郊緑地特別保全地区の場合、神
奈川県が 815.0ha（5自治体）で最も多く、千葉県が 144.3ha（2自治体）、埼玉県が 60.4ha
（1自治体）となっている 35)。 
 
（4）都市緑地法による特別緑地保全地区（1973年創設） 
 都市計画中央審議会は 1972年に、風致地区制度について「土地の都市的利用を拒否する
ものではない」、近郊緑地特別保全地区制度及び歴史的風土特別保存地区制度については、
「地域的及び内容的限界を有している」、保存樹・保存樹林制度については、「地域的風致
の保全に欠けており、（中略）制度が不十分である」と指摘した。その上で「全国的な自然
環境の破壊を防止するため」、「古都のみならず、一盤都市についても郷土史的、文化的、
個性的な価値を有する自然的環境又は優れた私有林の保存を図るため」、「人口集中の著し
い都市について、その無秩序な拡大を防止し、周辺緑地の保全を図るため」に、新たな制
表 1－5 近郊緑地保全区域の指定状況（2013年 3月現在） 
区分 面積(ha) 自治体数
茨城県 2,038.0 7
埼玉県 5,232.0 14
千葉県 2,314.0 4
東京都 1,477.0 7
神奈川県 4,800.0 7
合計 15,861.0 39  
表 1－6 近郊緑地特別保全地区の指定状況（2013年 3月現在） 
区分 面積(ha) 自治体数
茨城県 0.0 0
埼玉県 60.4 1
千葉県 144.3 2
東京都 0.0 0
神奈川県 815.4 5
合計 1,020.1 8  
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度の確立が必要であると答申し、これを受けて創設された 32)。 
 都市緑地法に基づく特別緑地保全地区の指定現況を表 1－7に示す。 
 特別緑地保全地区は、2013 年 3 月現在、計 33 自治体（406.1ha）で指定されている。都
県別にみると、東京都が 182.9ha（9自治体、36地区）、次いで、神奈川県が 126.9ha（7自
治体、19 地区）、千葉県が 73.4ha（7 自治体、25 地区）、埼玉県が 22.9ha（10 自治体、13
地区）となっている 36)。 
 
（5）自治体の独自の条例等に基づく保全樹林地区指定 
 自治体の独自の条例等に基づく保全樹林地区指定の現況を表 1－8に示す。 
 保全樹林地区は、2013 年 3 月現在、計 88 自治体（1,782.1ha）で指定されている。都県
別にみると、千葉県が 575.3ha（14自治体、1,644地区）、神奈川県が 523.5ha（15自治体、
1,287地区）、東京都が 277.3ha（24自治体、514地区）、埼玉県が 268.4ha（31自治体、820
地区）、茨城県が 137.6ha（4自治体、611地区）となっている 37)。 
 
1.3.2 私有林の公開に係わる施策 
 ここでは、公開に係わる取り組みのうち、「不特定多数の者への期間限定公開」（第 3 段
階（移行段階））、「不特定多数の者への常時公開」（第 4段階（常時公開段階））に関する施
策について述べる。 
 
(1)不特定多数の者への期間限定公開 
①「オープンフォレスト in松戸」（千葉県松戸市） 
表 1－7 特別緑地保全地区の指定状況（2013年 3月現在） 
区分 面積(ha) 地区数 自治体数
茨城県 0 0 0
埼玉県 22.9 13 10
千葉県 73.4 25 7
東京都 182.9 36 9
神奈川県 126.9 19 7
合計 406.1 93 33  
表 1－8 保全樹林地区指定の状況（2013年 3月現在） 
区分 面積（ha） 地区数 自治体数
茨城県 137.6 611 4
埼玉県 268.4 820 31
千葉県 575.3 1,644 14
東京都 277.3 514 24
神奈川県 523.5 1,287 15
合計 1,782.1 4,876 88  
12 
 
 「オープンフォレスト in 松戸」は、2012 年、「樹林地や保全活動への市民の理解の向上
を主たる」目的として実施され、市民団体が管理する市内のすべての私有林が一定期間内
に市民に一斉公開された。 
 2012 年度から毎年続けて開催されており、2014 年には、市民団体 13 団体、13 ヶ所の私
有林（都市公園 2ヶ所を含め、計 15ヶ所）を一斉公開する「第 3回オープンフォレスト in
松戸」が開催された。 
 開催期間中に、「オープニング式典」、「森の文化祭」、「森巡りツアー」、「森の公開」の 4
種類のイベントが行われた。 
 「森巡りツアー」は複数の私有林をガイド付きの形式で、私有林の場所を知らない多く
の市民がアクセスしやすい駅で集合し、参加者を市民団体のメンバーが私有林へ引率して
いき、個々の私有林では、私有林の自然や市民団体の保全活動を解説する形式で行われた。
また、「森の公開」は公開日に個々の私有林を訪れ、「樹林地保全活動の楽しみを伝え、気
軽に活動に参加できるようなきっかけづくり」ことを目的として企画された。個々の市民
団体により、私有林保全活動の紹介、自然観察、丸太切り等のプログラムが実施された。 
 なお、詳細については、直接の研究対象とした第 4章において、記述している。 
 
②「カシニワ・フェスタ」（千葉県柏市） 
 柏市「カシニワ制度」の概要を表 1－9に示す。 
 「カシニワ制度」は、2010 年、私有林管理、ガーデニング、広場づくりやその利用等を
通し、緑地の保全・創出、都市景観の創出、生物多様性の保全、地域コミュニティの醸成
に寄与することを目的として創設された 38)。指定基準は、市内にある土地でその大半が舗
装されていないもの、当該土地の面積に対する当該建築物の建築面積の割合が概ね 20％以
内であるものとする。2014年現在、13ヶ所の私有林が地域住民等に公開されている。契約
期間は、特に決まりはないが、1年毎に更新を行っており、土地所有者に、資格取得等助成、
基盤整備費等助成、固定資産税等相当額助成を支援している 39)。 
 市は、地域住民等に私有林の公開を提供したい土地所有者と土地を利用したい市民団体
等との要望を集約し、両者の仲介を行うことによりマッチングを図る「カシニワ情報バン
  
写真 1－1 松戸市「オープンフォレスト in松戸」 
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ク」という仕組みを運用している。維持管理については、NPO法人、町会、市民団体等が各々
の私有林で行っており、助成金限度額 100万円の活動費助成を支援している 40)。 
 2006 年から市が里山ボランティア入門講座を運営しており、講座の終了生が市民団体を
設立し、8団体が「カシニワ情報バンク」に登録し、私有林の保全活動を実施していること
が特徴である。 
 「カシニワ・フェスタ」は、2013年に開始された。「カシニワ制度」の登録地であるガー
デニング、コミュニティーガーデン、私有林が一定期間内に一斉公開されるイベントであ
る。イベント期間内にガーデンの案内、フリーマーケット、竹細工づくり、自然観察会、
森のコンサート、木の伐採体験などが実施されている。 
表 1－9 千葉県柏市「カシニワ制度」の概要 
内容
取り組み主体 千葉県柏市
根拠制度 カシニワ情報バンク利用・運用規約
施行年度 2010年
目的
樹林地管理、ガーデニング，広場づくりやその利用等を通し，緑地の保
全・創出，都市景観の演出，生物多様性の保全，地域コミュニティの醸
成に寄与
指定基準
市内にある土地で，その大半が舗装されていないもの，建築物がある土
地にあっては，当該建築物の建築面積の当該土地の面積に対する割合が
概ね20％以内であるもの
指定の締結 土地所有者の申込
契約期間 特に決まりはない，1年間更新を行う
優遇措置
資格取得等助成，基盤整備費等助成，活動費助成，固定資産税等相当額
助成
管理主体 土地所有者，市民団体，行政
指定の現況
オープンガーデン38ヶ所，コミュニティガーデン13ヶ所，私有林13ヶ所
（2014年4月時点）  
  
写真 1－2 千葉県柏市「呼塚の森」 
14 
 
（2）「市民の森」等の自治体独自の条例・要綱に基づく施策 
 横浜市市民の森の概要を表 1－10に示す。 
 1971年、横浜市は、緑政局の誕生と同時に「市民の森」を全国に先がけて制度化した。 
 横浜市市民の森設置事業実施要綱に基づき、土地所有者との一時契約により、私有林を
保存し、地域住民の憩いの場を提供することを目的とする制度である 41)。 
市民の森の対象となる土地の区域は、主として樹木によって良好な自然的環境が形成さ
れている 2ha以上の私有林で、契約期間は 10年以上になっている。契約の締結は、土地所
有者からの申出に基づく、適地選定、私有林の整備、一般市民への公開が行われている。
市民の森の指定数は（2014年 4月時点）、33ヶ所、460.7ha指定されている 42)。 
土地所有者への優遇措置として、国定資産税及び都市計画税が非課税となり、緑地育成
助成金として 1㎡当たり 30円/年が支給される 43)。 
 横浜市の「市民の森」の類似制度は各自治体に広まっていった。 
首都圏整備地帯の自治体の条例・要綱等で定められている「市民の森」等の私有林の公
開施策の運営内容（2014年 4月時点）を表 1－11に示す。 
 根拠制度として「条例」が 9自治体、「要綱」が 11自治体、「規則」が 1自治体、「要領」
が 2 自治体となった。契約期間は、「5 年以上」が 9 自治体、「10 年以上」が 6 自治体であ
表 1－10 神奈川県横浜市市民の森の概要 
内容
取り組み主体 神奈川県横浜市
根拠制度 横浜市市民の森設置事業実施要綱
施行年度 1971年
目的 私有林を保存し，地域住民に憩いの場を提供
指定基準 2ha以上
指定までの手続き 土地所有者の申込，敵地選定，契約締結，土地の整備，開放
契約期間 10年以上
優遇措置 固定資産税・都市計画税の減免，緑地育成助成金1㎡当たり30円/年
管理 市民団体等と委託契約を締結し，その管理を委託
造成現況 33ヶ所，460.7ha（2014年4月時点）  
  
写真 1－2 神奈川県横浜市「新治市民の森」 
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った。また、指定面積は、「300㎡以上」が 7自治体、「2,500㎡以上」が 4自治体、「10,000
㎡以上」が 3自治体となった。土地所有者へのメリットは、「助成金の支援」が 10自治体、
「税制減免の支援」が 4自治体、「助成金や税制減免」が 3自治体であった。なお、公開さ
れた私有林の維持管理の主体は、「自治体」が 17自治体、「市民団体」が 9自治体となった。 
 行政や自治体が私有林の維持管理を行っている中で、土地所有者には助成金や税制減免
のメリットがあることが分かる。 
 なお、公開された私有林で定められた行為の禁止内容を表 1－12に示す。 
 「動植物の採取」が 12自治体で最も多く、「施設の損傷・汚損」が 8自治体、「土地の形
質の変更」が 7自治体、「商品の販売」が 6自治体、「火気の使用」が 3自治体、「秩序又は
風紀を乱す行為」が 2自治体となった。 
損害賠償は、4自治体で用意されていた。成田市、白井市、印西市では「利用に際し、施
設、設備等を損傷した場合、これによって生じる損害を賠償すること」が明記されていた。
さらに、袖ヶ浦市では、「罰則として行為をした人に対して、50,000円以下の過料を科する」
と規定されていた。 
以上より、行政は動植物の採取、土地の形質の変更、火気の使用禁止といった自然環境
や私有林の保全対策を重視していると言える。 
 
（3）都市緑地法による市民緑地制度（1995年創設） 
 市民緑地制度は、1995年都市緑地法(第 55条)により創設された。土地所有者からの申し 
表 1－11 条例・要綱等による市民の森などの運営内容（2014年 4月現在） 
5年
以上
10年
以上
300㎡
以上
2,500㎡
以上
10,000㎡
以上
助成金
支援
税制減免
助成金や
税制減免
自治体
土地
所有者
市民
団体
自治会
上尾市 1973年 ■ ■ ■ ■ ■
千葉市 1976年 ■ ■ ■
所沢市 1982年 ■ ■ ■ ■
野田市 1984年 ■ ■ ■ ■ ■
四街道市 1985年 ■
調布市 1985年 ■ ■ ■
川越市 1985年 ■ ■ ■
市原市 1988年 ■ ■ ■ ■ ■
相模原市 1989年 ■ ■ ■ ■
我孫子市 1990年 ■ ■ ■ ■ ■ ■
新座市 1991年 ■ ■ ■ ■
成田市 1991年 ■
白井市 1991年 ■ ■ ■
狭山市 1992年 ■ ■ ■ ■ ■
小金井市 1992年 ■ ■ ■
流山市 1994年 ■ ■ ■ ■
鎌ヶ谷市 1994年 ■ ■ ■
入間市 1994年 ■ ■ ■ ■
袖ヶ浦市 1994年 ■
町田市 1995年 ■ ■ ■ ■ ■
印西市 1998年
府中市 2002年
逗子市 2002年 ■ ■ ■ ■ ■
9 6 7 4 3 10 4 3 17 4 9 1
管理主体
自治体数
都市名
施行
年度
契約期間 指定面積 助成金等
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①動植物の採取 ②施設の損傷・汚損 ③土地の形質の変更 
④商品の販売・募金 ⑤広告物の掲示 ⑥自転車・自動車等の乗入 
⑦火気の使用 ⑧工作物の建造 ⑨秩序又は風紀を乱す行為 
⑩動植物を移入 ⑪立入禁止区域に立入る ⑫所有権の移転 
⑬業として写真・映画の撮影 ⑭興行行為 ⑮競技会・展示会の開催 
 
出に基づき、地方公共団体等が当該土地等の土地所有者と契約を締結することで、都市に
残された私有地の緑地を保全するとともに、住民に憩いの場を提供することを目的とする
制度である（表 1－13）。 
 市民緑地の対象となる土地の区域は、都市計画区域内の 300m2以上の土地で、契約期間は
5年以上となっている。契約の締結は、土地所有者からの申し出に基づくことを基本とする。
また、保全配慮地区及び緑地保全地域又は特別緑地保全地区の指定を受けた土地において、
「市民緑地」としてその指定が必要であると判断した場合、土地所有者からの申出がない
場合であっても、地方公共団体から土地所有者に申し出ることができる 44)。  
 土地所有者への優遇措置として、まず、地方公共団体等が緑地の管理をすることにより、
土地所有者へ管理負担が軽減される。また、地域の緑の愛護団体等に私有林の管理の一部
を委託する等、住民による自主的な取組みを活用することができる。次に、税制上の軽減
措置がある。私有林を無償貸し付けした場合、国定資産税及び都市計画税が非課税となり、
表 1－12 禁止内容 
都市名 施行年度 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮
上尾市 1973年
千葉市 1976年 ■ ■ ■
所沢市 1982年 ■ ■ ■
野田市 1984年 ■ ■ ■
四街道市 1985年 ■ ■ ■
調布市 1985年
川越市 1985年 ■ ■ ■
市原市 1988年 ■
相模原市 1989年
我孫子市 1990年 ■ ■ ■
新座市 1991年
成田市 1991年 ■ ■ ■
白井市 1991年 ■ ■ ■ ■ ■ ■
狭山市 1992年 ■ ■
小金井市 1992年 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
流山市 1994年
鎌ヶ谷市 1994年
入間市 1994年
袖ヶ浦市 1994年 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
町田市 1995年
印西市 1998年 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
府中市 2002年
逗子市 2002年
12 8 7 6 4 4 3 3 2 2 2 2 1 1 1自治体数  
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契約期間 20年以上とした場合、相続税が 2割減免される。 
 市民緑地の指定数を表 1－14に示す。 
 2013年 3月現在で、計 21自治体、66.8haである。千葉県が 25.9ha（4自治体、22ヶ所）、
埼玉県が 22.4ha（10 自治体、35 ヶ所）、神奈川県が 17.5ha（4 自治体、15 ヶ所）、茨城県
が 0.6ha（1自治体、1ヶ所）、東京都が 0.2ha（2自治体、2ヶ所）であった 45)。 
 
1.3.3 施策の動向のまとめ 
 首都圏近郊整備地帯では、法に基づく近郊緑地保全地区や特別緑地保全地区の指定を中
心に、私有林等が緑地として保全、担保されている。しかしながら、両地区の合計面積
（1,426.2ha）を上回る面積の私有林（1,782.1ha）が条例等に基づく、保全樹林地区指定
を受けており、これらの担保性を高めることが必要になっている。 
 一方、私有林の公開については、横浜市の市民の森制度が 1971年創設された後、近郊整
備地帯の各自治体においても、独自の条例、要綱、規則等に基づき、私有林の公開制度が
運営されていた。 
表 1－13 市民緑地制度の概要 
内容
取り組み主体 国
根拠制度 都市緑地法（第55条）
施行年度 1995年
目的 都市に残されたみどりを保全するとともに，住民に憩いの場の提供
指定基準 都市計画区域内の300m2以上の土地
指定の締結
①土地所有者からの申出
②緑地保全地区又は特別緑地保全地区における緑地の保全の必要性
が高いことから，自治体が土地所有者に申し出ることができる。
契約期間 5年以上
優遇措置 固定資産税・都市計画税の減免。20年以上の場合，相続税の減免
管理主体 地方公共団体等
指定の現況 177ヶ所，101.7ha（2013年4月時点）  
  
写真 1－3 千葉県千葉市「さくらぎの森」 
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 しかし、都市緑地法による市民緑地制度が創設された 1995年からは、条例等による市民
の森制度はあまり進んでいないのが実状であり、この一方で、市民緑地の指定が進んでい
るものと考えられる。 
 なお、千葉市、相模原市、所沢市等は市民の森と市民緑地の両方に取り組んでいる。 
 また、近年、「オープンフォレスト in 松戸」、「カシニワ・フェスタ」のように、市民団
体が管理している私有林が、期間限定で、地域住民に公開されている事例がみられる。 
 公開された私有林の維持管理の主な管理主体は自治体や市民団体になっている。 
  
 
表 1－14 市民緑地の運営内容（2013年 3月現在） 
自治体 土地所有者 市民団体 宗教法人
茨城県 取手市 1 6,202 ■
さいたま市 2 2,263 ■
所沢市 1 9,871 ■
狭山市 1 6,300 ■ ■
戸田市 2 5,381 ■
和光市 6 10,213 ■ ■
桶川市 9 19,969 ■ ■
北本市 3 10,749 ■ ■
富士見市 2 5,871 ■
蓮田市 2 11,551 ■
鶴ヶ島市 7 141,956 ■ ■ ■
千葉市 17 200,660 ■
佐倉市 2 13,161 ■
柏市 2 29,065 ■
流山市 1 17,072 ■
福生市 1 1,764 ■
東久留米市 1 968 ■
相模原市 9 26,709 ■
鎌倉市 3 22,918 ■
大和市 2 8,221 ■
伊勢原市 1 117,689 ■
合計 21 75 668,554 20 0 6 1
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
管理主体
都道府県 都市名
指定数
（地区）
面積（㎡）
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1.4 既往文献および研究のレビュー 
 ここでは、研究の意義を明確するため、私有林の公開施策に関連する既往研究についてレ
ビューし、本研究の位置づけを与える。 
 
（1）市民の森や市民緑地等の公開制度・施策に関する研究 
 1971年に横浜市独自の要綱による市民の森が創設された後、1980年から 1990年代初頭に
は、市民の森に関する研究が主に行われていた。例えば、市民の森の成立経緯、仕組み、課
題等を明らかにした研究 46)、緑地保全施策のあらたな動向を市民の森を中心に分析した研
究 47)、横浜市市民の森を取り上げ、税制面での効果等を明らかにした研究がある 18)。また、
1995年に都市緑地法による市民緑地制度が創設された後、1990年代後半から現在まで市民
緑地制度に関する研究が主に行われていた。例えば、市民緑地の運用の仕組みに注目し、市
民緑地制度の有効性について検討した研究 48)、市民緑地の管理・運営実態等について検討
を行った研究がある 49)。また、特別緑地保全地区と市民緑地を対象として、両制度につい
て行政視点から管理運営の課題を明らかにした研究もみられる 50)。さらに、期間限定で地
域住民に私有緑地等を公開しているカシニワ制度に着目し、制度の特徴や運営実態を明らか
にした研究がみられる 51)。 
 このように、従来から市民の森、市民緑地といった私有林の常時公開に関する制度・施策
等の研究は多くなされていたが、常時公開への移行段階にある取組みに着目した研究はあま
りみられない。 
 
（2）公開された私有林の市民参加による管理運営に関する研究 
 従来から私有林の公開を促進していくためには、地域住民等を取り込んだ維持管理を行う
必要があること 48)52)、創意・工夫を生かした私有林の保全・創出のためには地域住民など
と協同して展開していく必要があること 53)、自治体主導の制度にとどまらずに、地区指定、
維持管理などに地域住民が積極的に参加する必要があること 46)等が指摘されている。また、
土地所有者は、相続税の減免幅と契約期間の長さに不満を持っていること、私有林の買入れ
申込みは相続等緊急の際に起こること 54) 、所有者への契約金、税の減免措置の拡充が望ま
れることが指摘されている 2)。さらに、公開後の土地の担保性が非常に弱いため、契約満了
時に土地所有者から私有林を収用することが必要であること等が指摘されている 30)。 
 公開された私有林の管理運営では、地元住民への管理の拡充が有効な手法であること 55)、
市民団体と連携し、私有林を管理運営している自治体では、市民団体の活動がその保全に有
効に働くことが認識されていることが明らかにされた 56)。 
 しかし、地域住民による私有林の維持管理や運営を促進する行政の施策が確立されていな
いこと 57)、地域住民により組織された保全団体と行政との間で利用管理，管理責任の所在
などに関するルールが明確になっていないこと 58)、市民緑地を既存の公園・緑地等におけ
る維持・管理システムの中に容易に取り組むことで、安定した管理運営が行われているが、
20 
 
管理運営に地域住民が積極的に参加する体制が整っていないことや地域住民が参加できる
制度が整えているが、運営資金となる財源が乏しいこと 49)、等が課題として指摘されてい
る。 
 このように、公開された私有林の管理において、市民団体等との連携の重要性、利用管
理の所在等のルールが不足していることが指摘されているが、多様な運営ルールの中で、
どういった項目を優先的に企画し、方針を定めて行くべきか、市民団体は運営するに当た
りどのような問題を持っているか、その問題を解決するために必要なルールについては、
検討されていない。 
 
（3）私有林の公開施策の認識に関する研究 
 私有林の公開において、保全樹林地区指定された土地所有者から税負担の軽減を求めて
公開施策の受け入れを望む声 59）があることが明らかにされている。また、保全地区指定を
受けた私有林の周辺住民からは、敷地内にベンチや散策路等の施設整備の要望があること
が明らかにされた 60）。また、公開された私有林の周辺住民は、樹林地の保全に対する意識
が高く、樹林地保全の推進には、土地所有者との話し合いが必要であること 61)、特別緑地
保全地区等の保全地区と公開施策の併用によって，私有林の公開が実現しているケースも
多くみられる 47)50)。 
 一方、公開施策の課題として、土地所有者における公開施策への意向や施策の周知が低
いこと 62)、公開後行政と土地所有者との間に接点がないこと 52)、私有林の公開施策の周知
を図るとともに、土地所有者に対して、積極的に勧誘に努めることが必要であることが指
摘されている 53)。 
 公開された私有林の管理については、その維持管理を土地所有者が行うと土地所有者の
負担が大きくなること 52)、利用者のマナーが年々悪くなっており、それに伴い、土地所有
者の維持管理への負担が増大していること、及びその対策として市民団体との連携が必要
であることを指摘した 63)。 
 市民団体との連携の必要性に関しては、市民参加により、土地所有者は樹林管理の手間、
管理コストが省力化できこと等が挙げられた 4)29）。また、私有林の公開施策を行うためには、
土地所有者の理解が必要であり、利用者のマナーの悪さや維持管理の負担増大、相続が契
機となった契約解除 64)、土地所有者の意向により、私有林を保全・公開する担い手である
市民団体の保全活動が制限されること等 58)、公開の継続性や公開された私有林の管理運営
に影響が及ぶ事例が多く見られる。 
 このように、私有林の公開施策の契約を締結した後、土地所有者における公開施策の成
果と課題、市民団体との連携の必要性、既往の保全地区と公開施策の併用による活用等に
ついて論じられていた。しかし、保全から公開までの手順やそのプロセスによる行政、土
地所有者への影響については検討されていない。 
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（4）私有林の地域住民への公開及び樹林地保全活動の担い手確保に関する研究 
 公開施策に関して地域住民の周知度が低いこと等が明らかにされ、今後、理解を深める
ための施策が必要になることが指摘された 46)。具体的には、公開された私有林の存在とそ
の価値を各種刊行物やイベント等により住民の理解を深めること 54)、公開された私有林に
関わる市民の裾野を拡げるため、私有林の中の音楽会や美術展等を開催することを検討す
る必要があることが指摘された 65)。 
 また、課題として、私有林の管理運営主体としての市民団体の育成や個々の団体や活動
のネットワーク化 66)、私有林の維持管理を行う市民団体の会員の高齢化、人員の確保や資
金面での不足が指摘された 67)。加えて、長期的な活動の継続を考えた場合には、、緑に対す
る関心が高い層や、実際の活動参加者への働きかけだけではなく、一般市民の緑への関心
や活動への理解を高め、緑の担い手の裾野を広げていく手法を検討することも重要な課題
であることが指摘されている 68)。 
 このように、公開施策に関する地域住民の理解度の向上、私有林の管理運営活動に地域
住民の参加を促進するための内容やイベントを含める必要があることが指摘されている。
また、市民団体の担い手の確保やネットワーク化が必要であるが、私有林の公開が市民団
体の担い手確保に繋がるかどうか、さらに、他主体とのネットワークによる公開が多様な
担い方の確保に繫がるかなどについては、まだ検討されていない。 
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1.5 本研究の位置づけと課題設定 
 ここでは、これまで述べてきた内容をもとに、本研究の位置づけと課題設定について整
理する。 
 第一に、本研究では、首都圏近郊の都市（具体的には首都圏近郊整備地帯に含まれる諸
都市）を地理的な前提条件として検討を進めるものとする。 
第二に、様々な段階性を有する私有林の公開のうち、「不特定多数の者に対して期間限定
で私有林が公開される段階」を対象としている。これは、「私有林における保全活動を基盤
とした特定の者に対する立ち入り許可」（第 2段階（非公開・保全段階））から、「不特定多
数の者に対する常時公開」（第 4 段階（常時公開団体））への移行段階にあたり、私有林の
常時公開の段階が移行するに当たってどのような成果や問題が発生するか、公開のための
私有林の管理運営手法にはどのような変化があるかなどの有用な知見が得られるからであ
る。 
第三に、「保全から常時公開への移行」あるいは「公開の段階性の向上」を促進する要因
と阻害する要因とを、「行政」、「土地所有者」、「市民団体」、「地域住民・来訪者」のそれぞ
れの観点から捉える。これは、私有林の公開には多主体が関連し、公開による効果が多面的
になる一方、公開への移行における利害調整や合意形成が求められるからである。 
第四に、上記の諸点を踏まえ、保全のみならず公開のために要求される私有林の管理運
営のあり方について検討する。どのような管理運営の内容やルールの設定が必要かなど、
具体的かつ有用な知見を得ることが必要であると考えている。 
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1.6 研究の枠組みと方法 
1.6.1 研究の枠組みと方法 
 本研究では、研究の枠組みを次のように設定した。すなわち、①行政の視点からの私有
林の公開に関する施策の現状と課題の把握、②土地所有者の視点からの私有林の保全・公
開施策の運用現状と認識の把握、③市民団体の視点からの公開活動の現状と公開活動に対
する認識の把握、④来訪者の視点からの公開活動への参加状況とその認識の把握である。
このように、私有林の公開に係わる主な主体である行政、土地所有者、市民団体、来訪者
の 4 つの分析視点から結果を導出し、私有林の公開運営手法のあり方や今後の方向性の提
言を行う。 
 研究のフローは、図 1－4に示した。 
 序論に当たる第 1 章では、私有林の公開に関する既往研究のレビューを通して本研究で
の着眼点と意義をまとめ、研究の位置づけ及び私有林の公開に関する概念、定義を整理し、
本研究での定義を行った。 
そして、本論にあたる 2章、3章、4章では本研究の目的を達成するための検証を行った。
各章での対象地や具体的調査方法、分析方法は、1章以後の各章において記述した。 
 第 2 章では、首都圏近郊整備地帯の自治体を対象として、私有林の公開に関する施策の
現状を把握するとともに、公開施策を導入していない自治体に、その導入上の課題に対す
る認識を、公開施策を導入している自治体には、公開後の管理運営上の成果と課題等を問
い、おのおのについて検討した。 
 第 3 章では、特定の都市をケーススタディの対象地として選定し、保全樹林地区指定が
なされている私有林の土地所有者を対象として、私有林の公開に対する認識を把握し、市
民団体との協働管理による成果と課題、公開型緑地への参加意向やその成果と課題等を考
察した。 
 第 4章では、3章と同様の都市を対象地とし、私有林の保全活動や公開イベントを運営し
ている市民団体を対象として、インタビューを行い、運営者の認識から、公開イベントの
運営上の成果や課題等について考察を行った。また、地域住民、事務担当者、行政への公
開イベントの成果と課題に対する認識を把握し、要望、今後の課題等を明らかにした。 
 第 5章では、本研究の結論に相当する部分であり、第 2章、3章、4章での結果を、私有
林を公開する意義、私有林の公開を促進あるいは阻害する要因、公開の内容やルール等の
設定、各主体の役割分担と協働のそれぞれの視点で整理し、総合考察を行った。 
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1.6.2 用語の定義 
 本研究における主要な用語については、以下のように定義しておく。 
 
①「私有林」 
 「私有林」とは、当該土地の大部分について樹木が生育している一団の土地で、「公園緑
地」や学校・病院等の公共公益施設用地の樹林を除く、個人・団体等が所有する林地と定
義した。なお、本文中の文献等の引用部分、アンケートやインタビューの回答に関する記
述では、民有樹林地、樹林地、里山のような語を用いる場合がある。これらは「私有林」
とほぼ同義であるが原文や回答、発言の主旨を損なわないようにするため「民有樹林地」、
「樹林地」、「里山」のように引用符を付して表記した。 
 
②「公開」 
 「公開」とは、特定の者や団体のみならず、広く一般の人々の利用に供することを言い、
常時公開する場合の他に、イベントなど期間を定めて公開する場合も含めた。 
 イベントなど期間を定めて公開する場合においても、行政など管理者が関与し、明確な
目的を持って事前に計画して実行する私有林の公開イベントが現に存在し、保全から常時
公開への移行段階として捉えることができるため本研究で扱った。 
 
③「公開型緑地」 
 「公開型緑地」とは、一般の人々にレクリエーションの場を提供するため、行政又は市
民団体などが、私有林の土地所有者に公開についての許可を得て、その公開が実現される
私有林と定義した。 
課題設定 私有林の公開の
今日的意義
公開を促進ある
いは阻害する
要因
公開の内容や
ルール等の設定
各主体の役割
分担と協働
総合考察 私有林の公開の
今日的意義
公開を促進ある
いは阻害する
要因
公開の内容や
ルール等の設定
各主体の役割
分担と協働
移行段階における限定公開活動の現状とそれに対する認識
私有林の公開に関する施策の現状と課題
私有林の保全・公開施策に対する認識
行政
土地所有者
市民団体
来訪者 移行段階における限定公開活動への参加状況とそれに対する認識
第1章
第2章
第3章
第4章
第5章
 
図 1－4 研究の枠組み 
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④「市民団体」 
 「市民団体」とは、私有林の保全活動に取り組むため地域住民を中心に組織された非営
利団体と定義した。 
 
⑤「地域住民」と「周辺住民」 
「地域住民」と「周辺住民」の用語を用いており、前者は当該市町村内という地域的範
囲に居住している人々を、後者は地域住民のうち私有林周辺に居住する住民と定義した。 
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第 2章．自治体における私有林の公開に関する施策の現状と課題 
2.1．本章の目的及び方法 
2.1.1 本章の目的 
 従来から、公開された私有林の管理運営においては、公開型緑地としての担保性の強化
1)、地域住民と連携した維持管理の実施 2)などが重要な課題となっている。 
従って、私有林の減少が進んでいる首都圏近郊の諸都市では、どのような条件を持つ私
有林が公開型緑地への移行の対象となっているか、どのような制度的根拠を持って運営さ
れているか、市民団体との連携による運営はどの範囲まで行われているか等を含め、自治
体の取組みの動向を検討する必要がある。 
また、公開型緑地の導入の促進や導入後の維持管理を行うためには、公開型緑地を運営
する立場である自治体の取組みや果たすべき役割についての方向性を見いだす必要がある。 
さらに、これらのことに基づいて、公開型緑地の運営のための方策を導き出すことが期
待される。すなわち、今後の私有林の公開や適切な管理・運営にあたり、行政が持つ課題
に対応した施策を整えることが重要であり、その課題に対応できる具体的な管理運営方策
の提示が求められている。 
 そこで、本章では、首都圏近郊整備地帯の自治体を対象として、私有林の公開に関する
施策の現状や公開後の管理・運営上の成果と課題を、既往の私有林保全施策から公開への
展開、土地所有者への対応、市民団体との協働の体制の構築と担い手の確保、公開により
発生する課題と周辺住民への対応、の 4つの側面から分析した。 
 
2.1.2 調査の方法 
（1）対象地の概要 
 本研究では、近郊整備地帯は、東京から約 20〜40㎞圏内に位置し、無秩序な市街化を防
止するため、計画的に市街地を整備し、あわせて緑地を保全する必要がある区域とされて
いる 3)近郊整備地帯の基礎自治体（以下、「自治体」とする）を調査対象地として選定した。 
 
（2）調査の方法 
 調査の概要を表 2－１に示した。まず、大都市圏要覧（1）を参考に、近郊整備地帯の指定
状況を把握し、近郊整備地帯 134 自治体(2013 年 4 月)を抽出した。また、134 自治体の各
自治体のホームページから私有林の保全、緑化の推進に関する施策を行っている担当課（2）
を選定し、アンケートを実施した。配布回収は調査票を郵送し、E-mail もしくは郵送によ
り回収する方法をとった。その期間は 2013 年 5 月から 8 月である。表 2－2 にアンケート
の設問項目を示す。アンケートの内容は、私有林の保全・公開に関する施策やその運用実
態に関する事項、私有林の公開の効果と問題点に関する事項、今後の方向性に関する自治
体の意向等である。 
アンケートを実施した結果、96 自治体から回収でき、回収率は 72％となった。図 2－1
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には研究対象地を示す。アンケートの集計・分析にあたっては、設問毎に不明および無回
答を除いて集計した。分析にあたっては、私有林の保全のみを実施している自治体と私有
林の保全かつ公開を実施している自治体の認識差を把握するため、クロス分析を行い、カ
イ 2 乗検定並びに Fisher の正確検定により有意差があるかどうかを有意水準 5％で両側検
定した。解析には統計解析ソフト SPSSver.17.0を用いた。 
 アンケート調査により得られた私有林の公開に至るまでの課題と公開後の課題に対して
行政が進めてきた対応方策、成果と課題等を探るため 2013年 8 月から 9月初旬にかけて 3
自治体を対象にインタビューを行った。その内容は、各々の課題へ対応するための方策、
その成果や課題等に対する認識である。 
表 2－1 調査の方法 
調査方法 調査対象 調査期間
文献資料
調査
既成市街地・近郊整備地帯
・
・
・
既成市街地，近郊整備地帯の指定状況の把握
公開された私有林の指定面積や契約期間
土地所有者や管理主体への支援措置
2013年1月～4月
アンケート
調査
近郊整備地帯134自治体
・
・
・
公開の実施状況
公開に関する取組みの運営内容
公開の効果と問題点、今後の意向
2013年5月～8月
インタ
ビュー
調査
我孫子市・和光市・千葉市
・
・
取り組みの実態
取り組みによる成果と課題 2013年8月～9月初
調査内容
 
 
図 2－1 研究対象地 
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表 2－2 設問項目 
回答形式
① 私有林の保全・公開に取り組みについて SA
② 私有林の保全・公開に関する基本的な計画について MA
③ 私有林の保全・公開するための制度について MA
④ 私有林の公開を推進されている目的について MA
⑤ 私有林の公開の対象について MA
⑥ 私有林の公開の経緯について MA
⑦ 私有林の公開期間・時間について MA
⑧ 公開された私有林の利用者のための施設の整備について MA
⑨ 私有林の公開を進めていく上で，土地所有者へ支援について MA
⑩ 私有林の公開に関する活動への市民団体の参加について MA
⑪ 活動を参加している市民団体に対しての取り組みについて MA
⑫ 次の世代の保全活動の担い手を確保するための行政の取り組みについて MA
⑬ 私有林の公開に関連して，明確化されている方針・ルールについて MA
⑭ 私有林を公開するメリットについて MA
⑮ 公開する私有林を確保するにあたり問題について MA
⑯ 公開される私有林を管理運営するにあたり問題について MA
⑰ 今後，私有林の保全・公開に取り組んでいく方針予定について SA
⑱ 私有林を公開し管理運営して行く上で，重要であると思われることについて MA
設問内容
 
※網掛けは私有林の公開を実施している自治体のみに対する設問項目である 
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2.2 私有林の保全・公開に関する取り組みや運用現況 
2.2.1 私有林の保全・公開に関する取り組みの現況 
（1）保全・公開施策の有無 
私有林の保全や公開に対する取り組み状況を図 2－2 に示す。回答が得られた 96 自治体
のうち、私有林の保全かつ公開の両方に取り組んでいるのは 43自治体（44.8％）であった。
一方、私有林の保全は取り組んでいるが公開には取り組んでいないのは 49自治体（51.0％）
であり、その他、私有林の保全や公開に取り組んでいない自治体も 4自治体（4.2％）あっ
た。 
 
（2）法・条例等の制度上への位置づけ 
私有林の保全かつ公開の両方に取り組んでいる 43自治体で、公開のために活用している
制度の実態を複数回答で尋ねた結果を図 2－3 に示す。その結果、「条例・要綱等で指定・
公開される市民の森など」が 58.1％、「都市緑地法による市民緑地」が 30.2％であり、そ
の他「私有林の公開に関する制度はないが、公開がなされている」が 18.6％あった。都市
緑地法による市民緑地制度よりもむしろ、条例や要綱等で指定・公開される私有林に関す
る制度を運用している自治体が多いと言える。 
44.8%
51.0%
4.2%
保全・公開の両方に取り組んでいる
保全には取り組んでいるが公開には取り組んでいない
保全・公開の両方を取り組んでいない
 
図 2－2 私有林の保全や公開に対する取り組み状況（S.A. n=96） 
90.7%
58.1%
18.6%
30.2%
32.6%
25.6%
20.9%
11.6%
7.0%
4.7%
2.3%
0.0%
9.3%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
条例・要綱等で指定・保全される保存樹林など
条例・要綱等で指定・公開される市民の森など
私有林の公開に関する制度はないが，公開がなされている
市民緑地制度（都市緑地法）
特別緑地保全地区（都市緑地法）
保安林（森林法）
近郊緑地保全区域（首都圏近郊緑地保全法）
風致地区（都市計画法）
自然環境保全地域（自然環境保全法）
歴史的風土保存地区（古都保存法）
保存樹林（樹木保存法）
特にない
その他
 
図 2－3 私有林の保全・公開の適用制度・施策状況（M.A. n=43） 
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2.2.2 私有林の公開の運用状況 
私有林の公開の運用状況を把握するため、現在、それに取り組んでいる 43自治体を対象
に分析を行った。 
（1）私有林の公開への経緯や目的 
私有林の公開を推進する目的を複数回答（上位 3 項目）で尋ねた結果を図 2－4 に示す。
その結果、「自然とのふれあいの場の提供・機会の提供」が 74.4％で最も多く、「自然的環
境の保全や生物多様性の確保」が 46.5％、「景観の保全」が 30.2％、「地域コミュニティの
形成の場の確保」が 18.6％になった。 
以上より、自然とのふれあいや地域コミュニティの形成のような、私有林を来訪者が利
用することによる効果（利用効果）が期待されていると言える。一方、自然的環境の保全、
生物多様性、景観の保全のような、私有林の環境そのものの保全に対する目的も含まれて
いることが把握できる。 
公開の対象にしている私有林を複数回答で尋ねた結果を図 2－5に示す。その結果、上位
３項目は「まとまった面積」が 30.2％、「市民団体などが保全活動を行っている」が 23.3％、
「自然的環境の質が高い」が 23.3％となった。また、「条例・要綱によりその保全が担保さ
れている」も 20.9％あった。それ以外の項目はいずれも 20％未満の回答率であった。 
つぎに、公開の経緯を複数回答で尋ねた結果（図 2－6）、上位 3項目は「行政からの土地
所有者へのはたらきかけ」が 46.5％、「土地所有者から行政への申し出」が 44.2％、「地域
住民から行政への要望」が 23.3％となった。 
 以上より、私有林の公開には、「まとまった面積」、「自然環境の質の高さ」、「条例・要綱
による保全の担保」、「市民団体による活動」が重要な要件になることが分かった。また、
公開の経緯としては、「土地所有者からの申し出」、「行政から土地所有者への働きかけ」、「地
域住民からの要望」等が挙げられる。 
74.4%
46.5%
30.2%
18.6%
7.0%
7.0%
4.7%
0.0%
9.3%
9.3%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%
自然とのふれあいの場の確保・機会の提供
自然的環境の保全や生物多様性の確保
景観の保全
地域コミュニティの形成の場の確保・機会の提供
環境学習の場の確保・機会の提供
子どもたちの遊び場の確保・機会の提供
健康づくりの場の確保・機会の提供
避難場所の確保
史跡・文化財の保全・継承
その他
 
図 2－4 私有林の公開を推進する目的（M.A. n=43） 
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（2）私有林の公開時期、施設の整備、明確されたルール 
 私有林の公開時間を尋ねた結果を図 2－7に示す。その結果、「常時公開のみ」が 58.1％、
「常時公開かつ限定公開」が 9.3％、「限定公開のみ」が 14.0％であった。 
 具体的な公開期間をみると（図 2－8）、「常時公開（365日・24時間）」が 67.4％、「特定
期間の特定時間帯に公開」が 14.0％、「1日のうち特定時間帯に公開（365日・特定時間帯）」
が 7.0％、「イベント等にて一時的に公開」が 4.7％となった。 
 以上より、私有林の公開に取り組む自治体では、その 3 分の 2 程度において、常時公開
を実施する私有林が存在する一方、4分の 1程度でも限定公開されている私有林が存在する
といえる。 
 次に、公開された私有林内の施設整備に関して尋ねた結果（図 2－9）、「散策路及び広場」 
が 76.7％、「柵、標識等の管理施設」が 69.8％、「ベンチ・野外卓等の休養施設」が 48.8％ 
30.2%
23.3%
23.3%
20.9%
7.0%
7.0%
11.6%
7.0%
7.0%
4.7%
4.7%
11.6%
4.7%
2.3%
0.0%
0.0%
4.7%
.0% 20.0% 40.0%
まとまった面積
自然的環境の質が高い
市民団体などが保全活動を行っている
条例・要綱によりその保全が担保されている
周辺住民から公開の要望があった
土地所有者から申請があった
市街地からのアクセスが良い
緑のネットワークを強化できる
地形が平坦で利用がしやすい
都市公園が少ない地域
都市公園などの緑地に隣接している
国の法律によりその保全が担保されている
歴史的・文化的シンボルとなっている
景観が保全されている
土地所有者から売却の要望があった
区画道路と隣接している
その他
 
図 2－5 公開の対象にしている私有林（M.A. n=43） 
46.5%
44.2%
23.3%
7.0%
9.3%
.0% 25.0% 50.0%
行政からの土地所有者へのはたらきかけ
土地所有者から行政への申し出
地域住民から行政への要望
管理団体から行政への要望
その他
 
図 2－6 公開の経緯（M.A. n=43） 
37 
 
であった。以上より、自然とのふれあいを前提にした簡易な施設整備が中心であると言え
る。 
67.4%
14.0%
7.0%
4.7%
0.0%
0.0%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%
常時公開（365日・24時間）
特定期間の特定時間帯に公開
1日のうち特定時間帯に公開（365日・特定時間帯）
イベント等にて一時的に公開
1年のうち特定期間に公開（特定期間・24時間）
その他
 
図 2－8 私有林の公開時間（M.A. n=43） 
76.7%
69.8%
48.8%
2.3%
18.6%
7.0%
2.3%
0.0%
2.3%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%
散策路及び広場
柵，標識等の管理施設
ベンチ・野外卓等の休養施設
植物見本園・野鳥園等の教育施設
便所・水飲等の便益施設
植栽・芝生・花壇等の修景施設
キャンプ場等のレクリエーション施設
ビジターセンター等の建築物の設置
その他
 
図 2－9 公開された私有林内の施設整備（M.A. n=43） 
58.1%9.3%
14.0%
18.6%
常時公開のみ
常時かつ限定
限定のみ
無回答
 
図 2－7 私有林の公開状況（M.A. n=43） 
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 私有林の公開に関連して明確化されている方針やルールを尋ねた結果を図 2－10に示す。
その結果、「土地所有者への支援措置の内容を定めている」が 23.2％、「特にない」が 18.6％、
「利用時間や禁止行為等の利用ルールを定めている」が 18.6％となった。一方、「非常時の
連絡方法や手順を定めている」が 7.0％、「事故発生の際の連絡方法や責任の範囲を定めて
いる」が 2.3％、「施設の設置や整備水準に関する方針を定めている」が 0.0％となった。 
 以上より、私有林の公開の方針やルールは、土地所有者への支援措置に対するそれが中
心であると言える。また、来訪者への対応に係わる事項は、利用時間や禁止行為といった
一般的なものが中心であり、非常時の連絡方法や手順、事故発生時の際の連絡方法や責任
の範囲等のリスク管理に係わる事項については、十分な定めがないと言える。 
（3）土地所有者への支援措置 
 公開を進める上での土地所有者への支援措置を図 2－11に示す。その結果、「樹林地の維
持管理の実施」が 67.4％で最も多く、「保全や公開に係る助成金の交付」が 23.3％、「固定
資産税・都市計画税の減免措置」が 14.0％であったが、「公開に関する制度・仕組みに関す
る説明会の実施」は 2.3％、「樹林地の維持管理に対する指導・助言」は 4.7％となった。 
 以上により、行政の土地所有者への支援は、その維持管理の実施が主であり、助成金の
支給や税の減免等の金銭的支援も併せて行われていると言える。しかし、私有林の公開の
重要な要件とされた市民活動に係わる市民団体の紹介や、公開そのものに対する施策の紹
介は不十分であると言える。 
 
（4）市民団体の参加や支援措置、保全活動の担い手の確保 
 私有林の公開に関する取組への市民団体の参加状況を複数回答で尋ねた結果を図 2－12
に示す。 
23.2%
9.3%
18.6%
7.0%
2.3%
11.6%
9.3%
9.3%
4.7%
7.0%
0.0%
14.0%
18.6%
.0% 15.0% 30.0%
土地所有者への支援措置の内容を定めている
市民団体への支援措置の内容等を定めている
利用時間や禁止行為等の利用ルールを定めている
非常時の連絡方法や手順を定めている
事故発生の際の連絡方法や責任の範囲を定めている
公開に関する目標数を定めている
公開に関する制度の広報の手順や方法を定めている
土地利用の方針(ゾーニング)を定めている
植物の保全や管理水準に関する方針を定めている
所有者・管理団体との役割分担を定めている
施設の設置や整備水準に関する方針を定めている
ゴミの収集・処理に手順や方法は定めている
特にない
 
図 2－10 明確化された方針やルール（M.A. n=43） 
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「市民団体は参加している」は 60.5％であった。 
これらの自治体における市民団体の参加内容をみると、「市民団体が林床管理や樹木管理
に参加している」が 80.8％で最も多かった。一方「市民団体がイベントの運営に参加して
67.4%
4.7%
0.0%
23.3%
14.0%
11.6%
2.3%
2.3%
4.7%
4.7%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%
樹林地の維持管理の実施
樹林地の維持管理に対する指導・助言
立地調査など樹林地の定期的なモニタリングの実施
保全や公開に係わる助成金の交付
固定資産税・都市計画税の減免措置
樹林地の維持管理に係わる市民団体の紹介
公開に関する制度・仕組みに関する説明会の実施
土地所有者に対する表彰
特にない
その他
 
図 2－11 公開を進める上での土地所有者への支援措置（M.A. n=43） 
20.9%
60.5%
18.6%
市民団体は参加していない
市民団体は参加している
無回答
 
図 2－12 市民団体の参加状況（S.A. n=43） 
80.8%
26.9%
15.4%
26.9%
3.8%
7.7%
3.8%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
市民団体が林床管理や樹木管理に参加している
市民団体が樹木や草花の植栽活動に参加している
市民団体が清掃・草刈り等の管理に参加している
市民団体がイベントの運営に参加している
市民団体が利用者・団体の利用調整を実施している
市民団体が施設物の設置・整備運営に参加している
その他
 
図 2－13 市民団体の参加内容（M.A. n=26） 
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いる」が 26.9％、「市民団体が利用者・団体の利用調整を実施している」が 3.8％であった
（図 2－13）。 
また、市民団体に対する行政の取り組み内容を複数回答で尋ねた結果（図 2－14）、「協働
による維持管理作業の実施」が 50.0％、「市民団体への金銭的な支援」が 38.4％、「市民団
体の活動内容などの広報」が 34.6％となった。 
さらに、私有林の重要性や公開の意義を広く地域住民に普及し、次世代の活動の担い手
を確保するために実施している取組みを複数回答（上位 3項目）で尋ねた結果（図 2－15）、
「特にない」が 37.2％で最も多く、「保全活動に関する広報」が 32.6％、「保全活動の担い
手を育成するための講座の開設」が 16.3％、「維持管理に関するイベントの実施」が 11.6％
となった。 
50.0%
34.6%
38.4%
15.4%
0.0%
3.8%
15.4%
15.4%
3.8%
11.5%
0.0%
0.0%
15.4%
3.8%
15.4%
3.8%
7.7%
.0% 20.0% 40.0% 60.0%
協働による維持管理作業の実施
市民団体の活動内容などの広報
市民団体への金銭的な支援
樹林地の維持管理の係わる講習会の開催
市民団体のリーダーの育成講座等の実施
樹林地の活用や運営に係わる講習会の開催
市民団体間の交流の場と機会の提供
地域住民との交流の場と機会の提供
土地所有者との交流の場と機会の提供
先進事例の視察に対するサポート
樹林地の管理運営の専門家との交流の場や機会の提供
市民団体そのものの運営に関する講習会の開催
協働によるイベントの実施
市民団体の表彰
用具等の貸出し
特にない
その他
 
図 2－14 市民団体に対する行政の取組み（M.A. n=26） 
32.6%
16.3%
4.7%
11.6%
7.0%
4.7%
37.2%
2.3%
.0% 20.0% 40.0%
保全活動に関する広報
保全活動の担い手を育成するための講座の開設
一般市民向けの講演会の開催
維持管理に関するイベントの実施
市民参加によるワークショップの実施
保全活動のための募金活動の実施
特にない
その他
 
図 2－15 市民団体の担い手を確保するために実施している取組み（M.A. n=43） 
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以上より、市民団体の参加は 6 割程度で、その多くは林床管理や樹木管理に関する作業
が中心であり、その役割は、来訪者への対応や利用に係わるイベント運営や利用調整まで
は及んでいないと言える。また、行政からの市民団体への対応は、金銭的な支援や市民団
体の活動内容の広報、地域住民への対応も活動の広報が中心であると言える。 
 
2.2.3 公開された私有林の管理運営に関する認識 
私有林の公開には、公開に係わる施策を導入する以前の段階で懸念される課題と、公開
後の管理運営にともなって生じる課題とが存在するものと考えられる。ここでは、両者の
関連性を検討するために、私有林の保全のみに取り組んでいる自治体 49自治体（以下、「保
全のみ」とする）と私有林の保全かつ公開に取り組んでいる自治体 43 自治体（以下、「保
全かつ公開」とする）に区分し担当者の認識を把握した。なお、私有林の保全と公開の両
方に取り組んでいない 4自治体は分析から外した。 
 
（1）私有林の公開に関する担当者の認識 
私有林の公開の利点に関する認識を表 2－3に示す。「保全のみ」の場合、「緑地の価値を
広く地域住民に伝えることができる」、「良好な自然環境を保全できる」が 46.9％となった。
一方、「保全かつ公開」の場合、「良好な自然環境を保全できる」が 74.4％、「緑の量の減少
を防ぐことができる」が 65.1％、「買い取りをせずに低コストで緑地空間を担保できる」が
51.2％、「身近なレクリエーションの場を地域住民に提供できる」が 37.2％となった。 
なお、「保全のみ」と「保全かつ公開」との間で有意差が認められた項目は、「緑地の価
値を広く地域住民に伝えることができる」、「緑の量の減少を防ぐことができる」、「土地所
有者の樹林地保全の要望に応えることができる」であった。 
以上より、私有林の公開は、いずれの場合も、自然環境保全の面での利点が認識されて
いると言える。また、「保全のみ」と「保全かつ公開」との比較では、前者が緑の価値の住
民への広報の面での利点を強く認識する一方、後者はむしろ身近なレクリエーションの場
の提供の面での利点を認識しており、公開した経験に基づいた実利や実感が反映されてい
ると言える。加えて、後者は、前者と比較して、緑の減少の防止、土地所有者の保全要望
への対応、低コストでの緑地空間の担保の面での利点を強く認識しており、私有林の公開
が、その保全に対しても有効な手立てとなり得る可能性を示唆している。 
公開する私有林を確保する際の問題について尋ねた結果を表 2－4に示す。 
「保全のみ」の場合、「公開や利用に適した条件の樹林地が少ない」が 42.9％、「他者が
樹林地を利用することへの土地所有者の懸念がある」が 36.7％、「土地所有者の樹林地の管
理面でのメリットが少ない」が 34.7％となった。 
一方、「保全かつ公開」の場合、「公開や利用に適した条件の樹林地が少ない」が 48.8％、
「樹林地を維持管理できる市民団体等が不足している」が 39.5％、「まとまった面積の樹林
地を確保した場合、複数の土地所有者との意見調整が難しい」が 30.2％となった。 
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なお、「保全のみ」と「保全かつ公開」との間で有意差が認められた項目は、「他者が樹
林地を利用することへの土地所有者の懸念がある」、「土地所有者の樹林地の管理面でのメ
リットが少ない」、「土地所有者が公開による樹林地の環境悪化を懸念している」であった。 
以上より、公開や利用に適した条件の私有林が少ないことが、「保全のみ」、「保全かつ公
開」の両者の共通認識であり、これは、私有林が存在しても、傾斜や規模等樹林地が持つ
空間的な制約等の諸条件により公開への移行が不可能である場合があることを示している。
「保全のみ」と「保全かつ公開」を比較した場合、前者は、管理面でのメリットの少なさ、
私有林の環境の悪化、他者の立ち入り等に関する土地所有者の懸念を問題として強く認識
しているが、後者はそうではない。これは、一定の方策にしたがって私有林の公開へと移
行する場合、上述のような土地所有者の懸念は、大きな問題ではなくなることを示してい
る。むしろ、実際には、土地所有者に管理面でのメリットを提供し得る、私有林を維持管
表 2－3 公開によるメリット 
（M.A. 上段：自治体数，下段：％） 
項目 保全のみ 保全かつ公開
23 32
46.9% 74.4%
14 28
28.6% 65.1%
14 22
28.6% 51.2%
2 6
4.1% 14.0%
23 14
46.9% 32.6%
14 16
28.6% 37.2%
10 11
20.4% 25.6%
4 10
8.2% 23.3%
8 12
16.3% 27.9%
5 4
10.2% 9.3%
2 2
4.1% 4.7%
2 14
4.1% 32.6%
2 2
4.1% 4.7%
8 1
16.3% 2.3%
49 43
100.0% 100.0%
その他
無回答
全体
樹林地の買取りまでの時間的余裕ができる
行政が計画した緑地の目標量を達成できる
市民団体等との協働を実践できる
行政のアピール，イメージアップに寄与する
公園等よりも柔軟な利用が可能になる
土地所有者の樹林地保全の要望に応えることができる（＊）
地域コミュニティの活性化に寄与できる
買い取りをせずに低コストで緑地空間を担保できる
緑地の価値を広く住民に伝えることができる（＊）
身近なレクリエーションの場を住民に提供できる
良好な自然環境を保全できる
緑の量の減少を防ぐことができる（＊）
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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理できる市民団体の不足が大きな問題になってくると言える。 
 公開された私有林を管理運営する際の問題に関しては表 2－5に示す。 
「保全のみ」の場合、「土地所有者の維持管理上の負担が大きい」が 42.9％、「事故発生
時の対応ルールや責任の所在が明確ではない」が 40.8％、「ゴミが投棄されて利用環境が悪
化する」が 38.8％、「維持管理や運営に協力してくれる地域住民や市民団体が少ない」が
34.7％、「禁止行為等の利用ルールが明確ではない」が 30.6％となった。一方、「保全かつ
公開」の場合、「周辺住民からの苦情への対応が困難である」が 44.2％、「維持管理や運営
に協力してくれる地域住民や市民団体が少ない」が 34.9％、「ゴミが投棄されて利用環境が
悪化する」が 32.6％、「防犯面での懸念がある」が 30.2％となった。 
なお、「保全のみ」と「保全かつ公開」の両者の間で有意差が認められた項目は、「土地
所有者の維持管理上の負担が大きい」、「事故発生時の対応ルールや責任の所在が明確では
ない」、「禁止行為等の利用のルールが明確でない」であった。 
 以上より、私有林の公開後の管理運営に協力してくれる住民や市民団体等の担い手が不
十分であることが、「保全のみ」および「保全かつ公開」の両者に共通する問題認識である
と言える。 
表 2－4 公開する私有林を確保する際の問題 
（M.A. 上段：自治体数，下段：％） 
項目 保全のみ 保全かつ公開
17 5
34.7% 11.6%
16 12
32.7% 27.9%
13 3
26.5% 7.0%
18 8
36.7% 18.6%
7 8
14.3% 18.6%
9 4
18.4% 9.3%
15 17
30.6% 39.5%
21 21
42.9% 48.8%
5 6
10.2% 14.0%
12 13
24.5% 30.2%
0 3
0.0% 7.0%
2 7
4.1% 16.3%
6 1
12.2% 2.3%
49 43
100.0% 100.0%
土地所有者の樹林地の管理面でのメリットが少ない（＊）
土地所有者の金銭面でのメリットが十分でない
土地所有者が公開による樹林地の環境悪化を懸念している（＊）
他者が樹林地を利用することへの土地所有者の懸念がある（＊）
長期契約よる土地の処分の困難さに対する土地所有者の懸念がある
無回答
全体
公開によるプライバシー侵害等を周辺住民が懸念している
樹林地を維持管理できる市民団体等が不足している
特に問題点はない
その他
公開や利用に適した条件の樹林地が少ない
公開に関する行政の施策に対して土地所有者の認知度が低い
まとまった面積の樹林地を確保する場合，複数の土地所有者との意見
調整が難しい
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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 一方、前者では土地所有者の維持管理上の負担が大きい点が問題とされているが、後者
ではそのような認識は少ない。このような差が生じたのは、実際に公開された私有林では、
市民団体や行政等により維持管理が実施されており、その結果として土地所有者の維持管
理負担が軽減されているからであると考えられる。 
 また、前者の場合、禁止行為や事故発生時の対応等のルールの不明確さが問題として認
識されているが、後者ではそのような認識は少ない。これは、実際に公開された私有林は、
既にある一定のルールのもとで運営されているからであると考えられる。ただし、後者で
は、周辺住民からの苦情への対応が問題視されている。公開された私有林では、禁止行為
等のルール設定がされても、必ずしもそれが遵守されるとは限らないことや、多人数の利
用、利用の内容、利用の日時等によっては、周辺住民の生活環境へと影響を及ぼす場合あ
るものと考えられる。 
 
（2）私有林の公開に対する取り組みの方向性 
私有林の公開への取り組みの方向性を尋ねた結果を表 2－6 に示す。その結果、「保全の
表 2－5 公開された私有林を管理運営する際の問題 
（M.A. 上段：自治体数，下段：％） 
項目 保全のみ 保全かつ公開
14 11
28.6% 25.6%
19 14
38.8% 32.6%
15 5
30.6% 11.6%
20 7
40.8% 16.3%
2 4
4.1% 9.3%
13 13
26.5% 30.2%
11 10
22.4% 23.3%
21 4
42.9% 9.3%
17 15
34.7% 34.9%
11 7
22.4% 16.3%
11 19
22.4% 44.2%
0 2
0.0% 4.7%
0 6
0.0% 14.0%
7 2
14.3% 4.7%
49 43
100.0% 100.0%
ゴミが投棄されて利用環境が悪化する
防犯面での懸念がある
周辺住民からの苦情への対応が困難である
イベント運営等の利用活性化が図られていない
利用者のマナーが悪い
禁止行為等の利用のルールが明確でない（＊）
事故発生時の対応ルールや責任の所在が明確ではない（＊）
その他
無回答
全体
維持管理で発生する廃棄物の処理の手間と費用が大きい
土地所有者の維持管理上の負担が大きい（＊）
維持管理や運営に協力してくれる住民や市民団体が少ない
協働による維持管理の場合に市民団体等との意見調整が難しい
特に問題点はない
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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み」の場合、「現在は民有樹林地の保全を進めているが、今後は公開も進める予定（検討中
も含む）である」が 18.4％であったが、「現在は民有樹林地の保全を進めており、今後も同
様の取り組みを進める（公開は進めていく予定はない）」は 57.1％となった。一方、「保全
かつ公開」の場合、「今後も民有樹林地の保全・公開の両方を進める」が 69.8％となった。 
私有林の公開への具体的な方針について尋ねた結果を表 2－7 に示す。その結果、「保全
かつ公開」の場合、「既存の条例・要綱を基に樹林地の公開を実施する予定である」が 63.3％、
「都市緑地法による市民緑地制度をもとに樹林地の公開を実施する予定である」が 40.0％
であった。 
私有林を公開し管理運営していく上で、必要になると考えられる方策を複数回答で尋ね
た結果を表 2－8に示す。 
表 2－7 私有林の公開への具体的な方針 
（M.A. 上段：自治体数，下段：％） 
項目 保全のみ 保全かつ公開
3 12
33.3% 40.0%
3 19
33.3% 63.3%
3 0
33.3% 0.0%
2 2
22.2% 6.7%
0 1
0.0% 3.3%
9 30
100.0% 100.0%
全体
都市緑地法による市民緑地制度をもとに私有林の公開を実施す
る予定である
既存の条例・要綱をもとに私有林の公開を実施する予定である
新しく条例・要綱をつくり，それをもとに私有林の公開を実施
する予定である（＊）
その他
無回答
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
表 2－6 私有林の公開への取り組みの方向性 
（M.A. 上段：自治体数，下段：％） 
項目 保全のみ 保全かつ公開
0 30
0.0% 69.8%
9 0
18.4% 0.0%
28 7
57.1% 16.3%
6 2
12.2% 4.7%
2 2
4.1% 4.7%
4 2
8.1% 4.7%
49 43
100.0% 100.0%
全体
今後も民有樹林地の保全と公開の両方を進める（＊）
現在は民有樹林地の保全を進めているが，今後は公開も進める
予定（検討中も含む）である（＊）
現在は民有樹林地の保全を進めており，今後も同様の取り組み
を進める（公開は進めていく予定はない）（＊）
民有樹林地の保全・公開ともに進めて行く予定はない
その他
無回答
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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「保全のみ」の場合、「樹林地の管理水準や利用・運営ルールの明確化」が 38.8％であり、
「土地所有者への補助金や維持管理費用の増額」が 36.5％、「樹林地の維持管理における市
民団体等との協働」が 32.7％となった。一方、「保全かつ公開」の場合、「樹林地の維持管
理における市民団体等との協働」が 44.2％で最も多く、「地域住民に樹林地の魅力や樹林地
保全活動の啓発の推進」、「樹林地の管理水準や利用・運営ルールの明確化」が 20.9％、「樹
林地保全の市民団体などの担い手を確保」が 18.6％であった。 
なお、「保全のみ」と「保全かつ公開」の両者の間で有意差が認められた項目は、「樹林
地の管理水準や利用・運営ルールの明確化」であった。 
表 2－8 公開する上で必要になると考えられる方策 
（M.A. 3項目選択，上段：自治体数，下段：％） 
項目 保全のみ 保全かつ公開
13 8
36.5% 18.6%
6 4
12.2% 9.3%
3 6
6.1% 14.0%
1 0
2.0% 0.0%
8 6
16.3% 14.0%
6 6
12.2% 14.0%
16 19
32.7% 44.2%
12 8
24.5% 18.6%
3 3
6.1% 7.0%
5 8
10.2% 18.6%
5 9
10.2% 20.9%
2 1
4.1% 2.3%
1 1
2.0% 2.3%
19 9
38.8% 20.9%
2 1
4.1% 2.3%
2 1
4.1% 2.3%
1 3
2.0% 7.0%
9 2
18.4% 4.7%
49 43
100.0% 100.0%
全体
管理や運営に対する土地所有者や管理団体への指導への助言
樹林地の管理水準や利用・運営ルールの明確化（＊）
市民団体間のネットワークづくりによる管理運営のノウハウの
共有
特になし
その他
無回答
地域住民の意見を収集し，樹林地の管理運営施策に反映
土地所有者への補助金や維持管理費用の増額
公開に関する制度の広報の充実
契約満了後の民有樹林地の買取り
行政・管理団体・土地所有者の三者の交流
樹林地の自然環境状況の把握
住民との協働に関するノウハウ蓄積
樹林地の維持管理における市民団体等との協働
樹林地保全の市民団体などの担い手を確保
公開された樹林地の利用状況の把握
樹林地保全市民団体や利用者の安全を確保
地域住民に樹林地の魅力や樹林地保全活動の啓発の推進
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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以上より、「保全のみ」の自治体の一部は、公開への取組を進める予定となっていること
が把握できる。 
また、「保全のみ」と「保全かつ公開」とを比較すると、両者に共通して認識されている
のは、私有林の維持管理における市民団体との協働であり、それを実現できる方策が必要
である。 
一方、前者は、公開への取組を進める予定がない自治体も含め、土地所有者への金銭的
支援の増額、管理水準や利用・運営ルールの明確化が、私有林の公開において必要な事項
であると認識されているが、後者ではそのような認識は限られている。土地所有者への金
銭的な支援の増額に関しては、それだけが私有林の公開への移行において必要な方策では
ないことを示している。現実的には、公開のための行政側の追加的な支出は困難であり、
土地所有者の維持管理負担の実質的な軽減の方策の一つとして、維持管理における市民団
体との協働が必要とされているものと考えられる。また、管理水準や利用・運営ルールの
明確化については、公開後の私有林の管理運営に対する懸念が、その事例・経験を有して
いない自治体で強く反映された結果であると考えることができる。 
48 
 
2.3 私有林の公開の制度を持つ自治体へのインタビュー 
前節までの集計結果から、私有林の公開への取組を推進するためには、①条例や要綱等
による保全樹林地区指定等の既往の保全施策から公開施策への展開、②土地所有者への対
応、③維持管理等の担い手となる市民団体の活動促進と協働体制の構築、④公開により発
生する来訪者や周辺住民への対応等の課題を検討する必要がある。 
そこで、本節では、これらの課題に対応する手法のあり方を探るため、インタビューを
実施した。アンケート調査から、私有林の公開に取組んでいる自治体は、市民緑地制度の
みを運用している自治体（6 自治体）、自治体独自の条例・要綱による市民の森制度と市民
緑地制度とを併用している自治体（7 自治体）、自治体独自の条例・要綱による市民の森制
度のみを運用している自治体（22 自治体）の 3 つのタイプに分類することができた。各タ
イプの自治体のうち、市民団体との協働で維持管理を行っている 3 つの自治体を取り上げ
た。インタビューの対象となった自治体の概要について表 2－9、公開された私有林の現況
一覧について表 2－10、図 2－16、17 に示す（3）4)5)6）。また、インタビュー調査で明らかに
なった維持管理の成果や課題について表 2－11に示す。 
表 2－9 インタビュー対象地の概要 
地権者 市民団体
和光市
市民緑地制度
市民緑地制度
2000年 300㎡以上 20年以上
市・
市民団体
固定資産税全額免除・
相続税の2割控除
奨励金交付
市民緑地制度
2006年 300㎡以上 5年以上 市民団体
固定資産税全額免除・
相続税の2割控除
1㎡当たり40円
（上限40万円）
千葉市市民の森設置事業
実施要綱
1976年 － 10年以上 市
市街化区域20円/㎡・
市街化調整区域10円/㎡
1.5ha未満10万円・
1.5ha以上15万円
我孫子市市民の森設置事
業実施要綱
1990年
10,000㎡
以上
5年以上
我孫子市緑地等の保全及び
緑化の推進に関する条例
1973年 － －
我孫子市
自治体独自の
公開制度
市・
所有者・
市民団体
固定資産税の減免・
奨励金10円/㎡・
報償金50円/㎡
－
千葉市
自治体独自の
公開制度と市
民緑地制度
助成金等タイプ 根拠とする法律・条例等 設立年度 指定規模 契約期間 管理主体
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図 2－16 公開された私有林の状況（上：和光市，下：千葉市） 
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図 2－17 公開された私有林の状況（我孫子市） 
表 2－10 自治体別の公開された私有林の一覧 （2013年 3月現在） 
タイプ 所在地 区域区分 面積 開設
1 上谷津ふれあいの森 和光市新倉1丁目29番地 市街化 1,320㎡ 平成20年4月
2 城山ふれあいの森 和光市白子3丁目 市街化 458㎡ 平成22年4月
3 新倉ふれあいの森 和光市新倉2丁目14番地 市街化 2,761㎡ 平成18年4月
4 大坂ふれあいの森 和光市白子2丁目12番地 市街化 1,427㎡ 平成20年4月
5 西本村ふれあいの森 和光市下新倉4丁目21番地 市街化 2,177㎡ 平成13年3月
1 小倉自然の森 若葉区小倉町1236他 調整 10,502㎡ 平成18年8月
2 おゆみ野の森 緑区おゆみ野中央1-12-2 市街化 30,568.64㎡ 平成19年4月
3 仁戸名南市民緑地 中央区仁戸名町601-11他 市街化 16,648㎡ 平成20年12月
4 仁戸名月の木市民緑地 中央区仁戸名町287-1他 市街化 3,620㎡ 平成20年12月
5 小倉そよ風の森 若葉区小倉町1758-1の一部 市街化 3,644㎡ 平成21年12月
6 さくらぎの森 若葉区桜木北3-633他 市街化 6,799㎡ 平成22年2月
7 貝塚憩の森 若葉区貝塚町1317他 調整 12,769㎡ 平成22年12月
8 矢作台自然緑地 中央区矢作町543他 市街化 6,189㎡ 平成22年12月
9 欅の森 稲毛区山王町128-1の一部他 市街化 1,317㎡ 平成22年12月
10 若松みんなの森 若葉区若松町421-7他 市街化 933㎡ 平成23年1月
11 源四季の森 若葉区源町239-1他 調整 41,196㎡ 平成23年2月
12 若葉の森 稲毛区長沼町286-1の一部他 市街化 3,740㎡ 平成23年3月
13 大宮北の森 若葉区大宮町3204-2他 調整 6,679.61㎡ 平成23年4月
14 作新さざなみの森 花見川区長作町1612他 調整 11,907㎡ 平成23年11月
15 大宮の森 若葉区大宮町2107-1他 調整 29,144㎡ 平成24年3月
16 縄文小倉の森 若葉区小倉町1013-1 市街化 8,277㎡ 平成24年3月
17 若松こもれびの森 若葉区若松町2122番地 調整 8,535㎡ 平成25年3月
1 柏井市民の森 花見川区柏井町861-1他 調整 56,760㎡ 昭和48年12月
2 松ヶ丘市民の森 中央区松ヶ丘町9-1他 市街化 30,104㎡ 昭和49年12月
3 坂月市民の森 若葉区坂月町328他 調整 40,847㎡ 昭和50年12月
4 仁戸名市民の森 中央区仁戸名町639-1他 市街化 一部
調整
43,422㎡ 昭和54年3月
5 園生市民の森 稲毛区園生町512-1他 市街化 17,360㎡ 昭和54年12月
6 石橋山市民の森 中央区仁戸名町450-1 市街化 14,671㎡ 昭和56年11月
7 作草部市民の森
中央区椿森3-530-1他
稲毛区作草部町575-1他
市街化 6,741㎡ 昭和59年9月
8 川戸市民の森 中央区川戸町415-1他 市街化 21,092㎡ 昭和59年9月
9 横戸市民の森 花見川区横戸町1006他 調整 15,907㎡ 昭和63年11月
10 長作市民の森 花見川区長作町1619他 調整 38,504㎡ 平成3年1月
11 加曽利市民の森 若葉区加曽利町1298-2他 調整 4,614㎡ 平成13年4月
1 岡発戸市民の森 岡発戸字台地1286-1他 調整 23,000㎡ 平成2年11月
2 中里市民の森 中里字東原607他 調整 25,000㎡ 平成4年3月
3 布佐市民の森 布佐字篠ノ越1551他 調整 27,000㎡ 平成5年11月
1 妻子原の森 我孫子市字妻子原1672他 調整 8,811㎡ 平成19年2月
2 寺田みどりの森 我孫子市3丁目1021-1(1) 市街地 7,997㎡ 平成13年10月
3 根戸ミニ市民の森 根戸字根切344-11他 市街地 3,147㎡ 平成13年10月
我
孫
子
市
市民の森
設置要綱
市民の森
設置要綱
保存緑地
条例
名称
市民緑地
制度
和
光
市
市民緑地
制度
千
葉
市
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2.3.1 既往の私有林保全施策から公開への展開 
 既往の私有林保全施策から公開への展開を表 2－11 に示す。和光市では、明確な基準は
なく、「市民団体が保全活動を行っている樹林地」や「地域住民からの公開の要望があった
樹林地」が公開の対象になっていた。しかし、相続発生により「市民緑地 3ヶ所において、
樹林地の相続の際に、契約が解除された」ことと、斜面や崖地などの地形的要素に起因し
て「公開するための樹林地の確保が難しい」との認識が示された。千葉市では、「保存樹林
を市民の森、市民緑地に移行する」など、既往の保全施策を活用して公開へと展開してい
ることが把握できる。また、その際には、「地形が平坦で利用しやすい樹林地」等を公開へ
の移行の対象にしているが、「斜面林が多い」ので、「公開するための樹林地の確保が難し
い」との認識が示された。加えて、「市民団体等が保全活動を行っている樹林地」も、公開
への移行の対象にしていた。これは、「移行すると市・市民団体が管理を担当する」ため、
「土地所有者の維持管理の負担が少ない」と認識しているためと考えられる。我孫子市で
も、「保存緑地を市民の森に指定する」など、既往の保全施策を活用して公開へと移行して
いた。また、「市民団体が活動している樹林地」を公開への移行の対象にしていたが、これ
も「土地所有者の維持管理への負担が少なくなる」ことを重視しているからであると考え
られる。 
以上のことから、保全樹林地区指定等の既存の保全施策を活用することを前提に、平坦
でまとまった面積が確保できる利用に適した樹林地が存在すること、維持管理における土
地所有者の負担を軽減するために、既に保全活動を実施している市民団体が存在すること
等が、私有林の保全から公開への移行に向けた条件として重要視されていると言える。 
表 2－11 既往の私有林保全施策から公開への展開 
和
光
市
・
・
・
明確な基準はないが，市民団体などが保全活動を行っている樹
林地，地域住民から公開の要望があった樹林地が公開の対象
となっている。
樹林地の公開を行うべき目標数が定められていない。
市民緑地3ヶ所において，樹林地の相続の際に，契約が解除さ
れた。
・市内では斜面林，崖地林が多いので，公開するための樹林地
の確保が難しい。
千
葉
市
・
・
・
・
保存樹林を市民緑地，市民の森に移行する。
市民の森を市民緑地に移行し，市民緑地制度を毎年2ヶ所ずつ
増やしていく予定である。
市民団体などが保全活動を行っている樹林地，地形が平坦で利
用がしやすい樹林地，まとまった面積の樹林地が公開の対象と
なっている。
既往の保全施策である「保存樹林」の維持管理は土地所有者
が行うが，市民緑地や市民の森に移行すると，市・市民団体が
管理を担当する。
・
・
・
・
土地所有者の維持管理への負担が少ない。
保全施策に関する連絡を通して，樹林地の公開への移行に関
する情報提供や移行のお願いを行いやすい。
市内では斜面林が多いので，公開するための民有樹林地の確
保が難しい。
公開された民有樹林地は永続性や担保性が無いため，行為制
限が強い特別緑地保全地区をかけて市民緑地を展開していく予
定である。
我
孫
子
市
・
・
・
・
樹林地の保全施策である「保存緑地」を「市民開放型保存緑地」
に指定する。また，既往の「保存緑地」を市民の森に指定する。
市民団体が活動している樹林地，条例・要綱で定められている
樹林地が公開の対象となっている。
樹林地の公開を行うべき目標数が定められていない。
既往の保全施策である「保存緑地」の維持管理は土地所有者
が行うが，市民の森に移行すると，市・市民団体が管理を担当
する
・
・
既往の保全施策である「保存緑地」の維持管理は土地所有者
が行うが，市民の森に移行すると，市・市民団体が管理を担当
するため，土地所有者の維持管理への負担が少い。
土地所有者に維持管理費・税相当額の助成のメリットがある。
取り組み 認識・評価
 
52 
 
2.3.2 土地所有者への対応 
 公開に際しての土地所有者への対応を表 2－12に示す。 
 和光市では、「地域住民や市民団体からの要望があった時」、千葉市では、「地域住民から
の要望があった時」、我孫子市では、「市民団体からの要望があった時」に、それぞれ土地
所有者への樹林地の公開に関する依頼を行っていた。その際、和光市からは「行政と市民
団体が協働で維持管理を行うので、樹林地の運営や活動への信頼性が高まる」、我孫子市か
らは「市が土地所有者と市民団体の間に入ることにより、土地所有者は市民団体を信用し
やすく、より安心して契約を締結し、樹林地を公開できる」との認識が示された。一方、
千葉市は「市民団体が活動場所に愛着をもった時、活動場所を返してもらえない」こと、
我孫子市は「市民団体に一度使用を認めると、やむをえず森を売買する場合などに、反対
運動などが行われる」ことを土地所有者が懸念しているとの認識を示していた。 
 以上より、私有林の公開に際して、市民団体等の維持管理への参加を見込む場合には、
行政が市民団体と土地所有者との仲介の役割を果たしながら、土地所有者の懸念を取り除
くことが重要であると言える。 
 
2.3.3 市民団体との協働の体制の構築と担い手の確保 
 各課題への取り組み実態と成果や課題を表 2－13 に示す。公開された私有林の管理運営
や市民団体等の担い手の確保に関し、和光市では「イベントの開催時に、行政と市民団体
とでチラシを配布」、千葉市では「樹林地保全活動に関する広報、ボランティア育成講座を
開設」、我孫子市では、「みどりのボランティア募集に関する広報を掲載」等の取り組みを
行っていた。このように、行政が私有林の管理運営を担う市民団体の育成やメンバー募集
にも関与しているのが実状である。また、いずれの市でも、「市民団体の活動上の事故に対
する傷害事故保険が掛けられており、安全面での保障を担保する取り組みがなされていた。
表 2－12 土地所有者への対応 
和
光
市
・
・
地域住民や市民団体からの要望があった時，土地所有者へ樹
林地を保全・公開するための働きかけを行う。
市と市民団体が土地所有者が所有する樹林地の維持管理を
行っている。
・
･
市と市民団体が協働で維持管理を行うことにより，樹林地の運
営や活動への土地所有者の信頼感が高まった。
市民団体や市が樹林地を維持管理するため，土地所有者の維
持管理への負担が少なくなった。
千
葉
市
・
・
地域住民からの要望があった時，市が公開に適した樹林地を候
補地として取り上げ，土地所有者への働きかけを行う。
市と市民団体が土地所有者が所有する樹林地の維持管理を
行っている。
・
・
・
・
・
・
市民団体が維持管理に関わることに関して土地所有者の理解
を得た。
土地所有者の維持管理への負担が少なくなった。
市民団体が活動場所に愛着をもった時，活動場所を返してもら
えないことを懸念する声が寄せられている。
行政が土地所有者と市民団体の間に入っていることにより，土
地所有者と市民団体の交流が無い。
樹林地の中に施設を置くことに心配している。
予想以上の方が利用することに不安感を持っている。
我
孫
子
市
・
・
市民団体から行政に要望があった時，市から土地所有者に働き
かけを行う。
市と市民団体が土地所有者が所有する樹林地の維持管理を
行っている。
・
・
・
市が土地所有者と市民団体の間に入ることにより，土地所有者
は市民団体を信用しやすく，より安心して契約を締結し，樹林地
を公開できる。
土地所有者の維持管理への負担が少なくなった。
市民団体が活動場所に対して愛着を持つと，市や土地所有者
の事情により樹林地が売買される場合などに，反対運動が行わ
れる懸念があると考えられる。そのため，市・土地所有者・市民
団体の間で十分に意見調整を行うことが必要である。
取り組み 認識・評価
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さらに、和光市では「市民団体から報告書を受け取り、市と市民団体とが協働で反省会を
行っている」、千葉市では、「市民団体から年 2 回樹林地の維持管理に関する報告書を受け
取る」など、市民団体とのコミュニケーションの促進に係わる取り組みがなされていた。
以上のような取り組みの成果として、いずれの市でも財政面のメリットが挙げられていた。
また、千葉市では「団体の意見交換の場がつくられ、市民団体の活動や協働の方向性につ
いて意見を深めることができる」、和光市では「森ごとの特徴ができる」との認識も示され
た。しかし、いずれの市も、市民団体の育成や担い手の確保の困難さを認識しているほか、
和光市では「様々な意見があり、意見調整が難しい」とのコミュニケ-ションの側面、千葉
市では「維持管理作業の範囲が明確ではないので、市民団体の安全面が担保されていない」
といった行政と市民団体との役割分担と安全性の側面での課題が認識されていた。 
 以上のように、公開された私有林の管理運営の一部を市民団体が担っていけるように、
いずれの市も市民団体等の担い手の確保や意見交換等のコミュニケーションの促進に努め
ていると言える。また、市民団体との協働の利点として行政のコストを削減できることを
認識しているが、同時に、市民団体の継続性に係わる活動の担い手の確保、円滑な管理運
営に係わる意見調整、役割分担および安全確保の面での課題も認識していると言える。 
 
表 2－13 各課題への取り組み実態と成果や課題 
和
光
市
・
・
・
市民団体から維持管理に関する報告書を受け取り，市と市民団
体が協働で反省会を行っている。
樹林地保全活動に関する広報を行う。自然観察会，焼き芋づくり
体験等イベントの時，活動の担い手を確保するため，市と市民
団体がチラシを配布し，樹林地の保全活動に興味がある人に話
しかけている。
市民団体の活動上の事故に対する障害事故保険がある。
・
・
・
・
・
・
市民団体と協働で維持管理することにより，森毎ごとの特徴が
できる。
活動メンバーは地域住民同士であるため，市民団体内での交
流が進んだ。
樹林地の維持管理費等負担が減り，市の財源を助けてもらう。
市民団体のメンバーはお年寄りなので，暑い時は参加者が余り
活動場所に集まらない。
様々な意見があり，意見調整が難しい。
市から募集の広報しても，担い手の相談が来ない。
イベント（自然観察会，落ち葉で焼き芋づくり体験等）を実施して
も，市民団体の担い手確保に繋がっていない。
千
葉
市
・
・
・
・
・
・
・
市民団体から年2回（市民の森は年1回），樹林地の維持管理に
関する報告書を受け取る。
市民団体の担い手を確保するため，樹林地保全活動に関する
広報を行い，ボランティア育成講座を開設している。
市と市民団体の意見交換の場をつくる。
市民の森の場合，市が主体にとなって，樹林地の維持管理を実
施している。
市民緑地は市民団体が維持管理を行う。
土地所有者・市民団体・行政が協働でみどりの保全や公開に取
り組んでいる。
市民団体の活動上の事故に対する障害事故保険がある。
・
・
・
・
・
・
・
意見交換により，市民団体の活動や協働の方向性について意
見を深めることができる。
市民の森の場合，樹林地の保全団体の担い手確保への負担が
少なくなった。
財政面においてメリットがある。
維持管理作業に関して，管理作業の範囲が明確ないので，市
民団体の安全面が担保されていない。
市で樹林地の維持管理を行うボランティアの募集を行い，育成
講座を開いているが参加者が少ない。
市民緑地は市民団体が主体となって維持管理するため，樹林
地の保全活動の担い手の確保が負担になる。
3者が交流できる機会づくりが必要である。例えば，会話の場，
勉強会，人材育成など。
我
孫
子
市
・
・
樹林地を維持管理するボランティア募集に関する広報を掲載し
ている。
市民団体の活動上の事故に対する障害事故保険がある。
・
・
・
・
・
市民団体が維持管理に参加することにより，市の委託業務費が
軽減できる。
土地所有者，市民団体間，地域住民とのコミュニティー形成が図
れた。
当初，樹林地の維持管理における作業内容に，市民団体との意
見の相違が生じた。（現在は特にない）
これまで市民団体から担い手に関する相談はないが，次世代の
活動に繋げていくことが懸案である。
ホームページを活用し，カテゴリー別に市民団体の活動内容を
広報する仕方を模索する必要がある。
認識・評価取り組み
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2.3.4 公開により発生する課題と周辺住民への対応 
 公開により発生する課題と周辺住民への対応を表 2－14 に示す。私有林の公開に際して
は、いずれの市も「柵、標識等の管理施設を設置する」など利用に供するための施設等の
設置がなされていた。また、和光市、千葉市では「行政の定期的な見回り」、我孫子市では
「市民団体による月 1 回の見回り」が行われていた。なお、千葉市では「剪定、伐採への
周辺住民の要望を解決するため、市が業者に管理委託を行う」、我孫子市では「周辺住民か
らの剪定・伐採等の苦情があった時、業者に管理委託を行う」など周辺住民の要望への配
慮が行われていた。 
このような取り組みに対して、和光市では「大きな怪我や事故が起きていなかった」、千
葉市では「樹林地の自然環境の質が高くなった」、「管理業者を受け入れることによって、
技術力の向上ができた」、我孫子市では、「不法投棄が起きていない」、「周辺住民の苦情が
なくなった」など、自然環境としての質の確保、利用者の安全確保、周辺住民の理解の面
で、取り組みの成果があったことが認識されていた。しかし、千葉市では「標識、ベンチ
等の施設が落書きされたりや壊されたりする」などの利用者のマナーの問題、「柵、標識等
の管理施設を設置しても、急斜面地が多いため、事故発生の懸念がある」等のより一層の
安全対策の必要性が指摘された。  
以上より、私有林の公開に際し、管理施設の設置、巡回の実施、周辺住民の要望に応じ
た専門業者への管理委託等により、自然環境の質、利用者の安全、周辺住民の理解等の面
での課題を解決していると言える。ただし、千葉市のように、取り組みの成果は認識して
いても、利用者のマナーの向上やさらなる安全対策等の面での課題を認識している場合も
あると言える。 
表 2－14 公開により発生する課題と周辺住民への対応 
和
光
市
・
・
・
・
周辺住民からの苦情があった時，市が迅速に対応する。
柵，標識等の管理施設の設置を行う。
市が定期的な見回りを実施している。
利用者が怪我した際の責任を市が持っている。
・
・
大きな怪我や事故が起きていなかった。
活動メンバーが周辺に住んでいるため，苦情や問題があった時
に，迅速に対応できる。
千
葉
市
・
・
・
・
・
周辺住民からの苦情があった時，市が迅速に対応する。
柵，標識等の管理施設を設置する。
市が定期的な見回りを実施している。
周辺住民から剪定，伐採への要望を解決するため，市が業者に
管理委託を行う。
利用者が怪我した際の責任を市が持っている。
・
・
・
・
・
樹林地の自然環境の質が高くなった。
管理業者を受け入れることによって，技術力の向上ができる。
利用者が快適に過ごせることで喜ぶ。
標識，ベンチ等の施設に落書きや壊されたり管理施設の問題が
発生する。
柵，標識等の管理施設を設置しても，急斜面地が多いため，事
故発生の懸念がある。
我
孫
子
市
・
・
・
・
・
周辺住民からの剪定・伐採等の苦情があった時，業者に管理委
託を行う。
柵，標識等の管理施設を設置する。
市が定期的な見回りができないため，市民団体による月1回見
回りを実施している。
利用者が怪我した際の責任を市が持っている。
イベントの際の，許可基準が定められていない。
・
・
・
不法投棄がなくなった。
大きな怪我や事故が起こっていない。
樹林地の周辺住民からの苦情がなくなった。
認識・評価取り組み
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2.4 本章のまとめ 
本章の成果は以下のとおり整理される。 
第一に、私有林の公開の今日的意義については、公開施策に取り組んでいる自治体の認
識から把握できる。すなわち、私有林の公開は、良好な自然環境の保全はもとより、土地
所有者の保全要望等に対応しながら私有林の存続に寄与し、結果として緑の量の減少を防
ぐことにつながる。これは私有林の公開により、身近なレクリエーションの場としての公
益的な意義が、実利として土地所有者や地域住民等にも理解され、それが行政による私有
林の保全施策の推進にプラスの影響を及ぼすからであると考えられる。加えて、財政面の
困難さから都市公園整備を進めにくい現状において、私有林の公開は、必ずしも土地の買
収を要せず、低コストで都市公園の代替となる緑地空間を確保することにもつながると言
える。ただし、私有林の公開施策を行っていない自治体にとっては、上記のような意義や
実利に対する認識は十分ではない。 
 第二に、公開に適した私有林の資質として、まとまった面積、平坦な地形、高い自然的
環境の質等が挙げられる。このことは、尹ら 7）も指摘しているが、これらに加えて、当該
私有林の保全が、条例・要綱等により担保されていること、市民団体などが保全活動を行
っていることが公開を促進する要因になると考えられる。 
公開する私有林の保全樹林地区の指定等では、行政から土地所有者への働きかけがきっ
かけになる。また、ケーススタディの成果からは、市民団体の参加を見込む場合、行政が
土地所有者と市民団体との間を仲介・調整することが必要であり、そのことが土地所有者
の市民団体への信頼関係の醸成や懸念の軽減につながるものと言える。 
私有林の公開に際しての市民団体の参加については、土地所有者の維持管理負担の軽減
の側面のみならず、行政の私有林の維持管理コストの削減の側面、近隣からの苦情への対
応の側面からも、重要な方策になる。 
第三に、私有林の公開を妨げる要因は、公開施策の導入時の課題と、導入後の施策の運
営における課題が挙げられる。前者には、公開施策を導入していない自治体の認識が特に
関係し、上述したような公開や利用に適した樹林地の少なさに加え、土地所有者に対する
維持管理や金銭面でのメリットの少なさ、公開により他者が立ち入ることの土地所有者の
懸念、私有林の公開後の利用に係わる禁止行為や事故発生時の対応ルールなど、土地所有
者や来訪者への対応を如何に図るべきかが不明確であることが課題として挙げられる。そ
して、それらが、公開施策の導入を妨げる要因になっていると考えられる。なお、これら
の課題に対し、公開施策を導入している自治体では、大きな課題になっているとは言い難
く、先進事例における各種の方法やノウハウの普及等も必要になると考えられる。 
後者に関しては、公開施策を導入している自治体の認識が特に関係し、公開する私有林
の確保、管理運営、今後の方策など、それぞれの場面で一貫して、私有林の維持管理を担
う市民団体の育成や維持管理面での協働に係わる課題が指摘できる。これは、市民団体に
よる私有林の維持管理が、土地所有者と行政の双方にメリットをもたらすものの、それが
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十分に活用できていない状況を示しているものと考えられる。一方、周辺住民からの苦情
への対応も課題になっている。ケーススタディからは、市民団体による維持管理によって、
行政への苦情が減少したという成果も得られているが、いずれにせよ、土地所有者、行政、
市民団体、周辺住民との関係を構築していく方策が要求される。 
第四に、公開の内容やルール等の設定に関連して、公開施策を導入していない自治体で
は、私有林の管理水準や利用・運営ルールの明確化、土地所有者への補助金や維持管理費
用の増額が必要なルールであると認識している。一方、公開施策に取り組んでいる自治体
が実際に設定している方針やルールは、土地所有者の支援措置の内容や、利用時間・禁止
行為等の利用ルールであり、必要であると考えられる方針やルールの一部は既に実行に移
されていると言える。しかし、来訪者のマナーや事故対応等の安全管理の面での課題が提
起されており、これらに係わる方針やルールの明確化の必要がある。 
第五に、各主体との役割分担と協働について、市民団体の参加の範囲は、林床管理や樹
木管理にとどまっているのが実状である。私有林の利用促進の観点からは、市民団体がイ
ベントの運営や関連団体の利用調整などの運営面での役割を果たすことが期待される。し
かし、現状では、行政が市民団体にこうした役割を期待していないか、行政や市民団体側
のノウハウや体制が整っていないものと推察される。また、市民団体の継続性への懸念、
意見調整の困難さ、担い手の確保や関連する広報の限界等も課題として挙げられ、行政と
市民団体との意見交換等の機会の確保も必要になる。 
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第 3章．保全樹林地区指定を受けた土地所有者の私有林の保全・公開施策への認識 
3.1 本章の目的と方法 
3.1.1 本章の目的 
前章で述べたように、公開型緑地への展開において、保全樹林地区指定を受けたこと、市
民団体が管理運営を行うことが前提条件として挙げられている。また、土地所有者等が保
全地区指定された私有林を地域住民の要望により、公開型緑地として展開している例も挙
げられている 1)2)。 
今後、私有林の公開施策を促進し、適切な維持管理を行うためには、保全樹林地区指定さ
れた私有林の土地所有者が市民団体等との連携による私有林の維持管理や公開に関してど
のような認識を持っているか、どのような条件で公開施策に参加できるか等について把握
することが重要な課題となる。 
従来から松戸市では、私有林の土地所有者向けのアンケートを実施しているが 3)4)5)、市
民団体との協働管理に関する認識、地域住民へのレクリエーション的利用に対する認識を
尋ねた項目は限られている。 
そこで、本章では、松戸市緑の条例の保全樹林地区を受けた土地所有者を対象として、
私有林の公開に対する認識を把握することを目的として研究を進めた。 
 
3.1.2 調査の方法 
（1）研究対象地の選定と概要 
 本章では、以下の理由から千葉県松戸市をケーススタディとして取り上げた。 
 松戸市では私有林保全のための市民団体の活動が活発であり、行政と市民団体等との連
携による市民団体の育成、私有林管理技術の向上等の様々な成果がみられる。また、市民
団体が主体となって、市民団体・土地所有者・行政の三者の連携による私有林の公開イベ
ント「オープンフォレスト in松戸」が日本における先進事例となっており、多主体による
積極的な管理運営が行われている。 
 
1）自然条件と社会的な要因 
①位置・面積 
 松戸市の位置を図 3－1に示す。 
 松戸市は東京都心から 20 ㎞圏内に位置し、千葉県の東葛地域にある。隣接市は柏市、
流山市、市川市、鎌ヶ谷市で、西側は江戸川に接する。区域は、東西 11.4km、南北 11.6km
の広がりを持ち、面積は 6,133haとなっている。 
 松戸市は柏市とともに東葛地域の二大拠点都市としての役割が期待されている。JR 常磐
線と北総鉄道などの鉄道ネットワークで結ばれ、東京中心から約 20分と交通の利便性が高
い位置にある。そのため、首都圏近郊のベットタウンとして、昭和 30年代から常盤平、小
金原などの地域で団地開発が行われ、住宅都市(residential town)の性格が非常に強くな
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っている 6)。 
 
②地形・地質 
 松戸市の地形は、東側が標高 25m前後の台地で、江戸川沿いの西側は標高 4m前後の低地
となっており、台地と低地の面積割合は、おおよそ 3対 1である。 
 台地は「下総台地」と呼ばれる洪積世の地層からなり、市内中央の常盤平駅周辺が最も
高く（30m）、市内に降った雨水などはここを分水界として、西側は江戸川水系から東京湾
へ、東側は手賀沼・利根川水系から太平洋へと流れている。 
 
③人口と人口密度 
 1943 年から 2013 年までの人口の推移をみると、総人口 480,227 人(2013 年基準)、総世
帯数は 211,141世帯、人口密度は 7,830人/㎢である。1963年代から急激に人口増加し、1978
年を起点に緩やかに増加している（3）。 
 
④土地利用状況 
 松戸市の土地利用を図 3－2に示す。 
 松戸市は市域全体が都市計画区域となっている。市街地区域が 4,444ha、市街化調整区域
が 1,689ha であり、市域の 72.5％が市街化区域となっている。市街化区域においては、住
居系の用途地域が 3,847ha（86.5％）、商業系が 246ha（5.6％）、工業系が 351ha（7.9％）
指定されている。 
 
図 3－1 研究対象地 
60 
 
 土地利用は 2013年現在、「住宅用地」が 53.5％で最も多く、次いで「畑」が 17.3％、「雑
種地」が 12.5％、「樹林地」が 2.6％の順である。 
 樹林地の分布状況を図 3－3に示す。 
 1973 年から 2013 年まで、5 年毎の松戸市の樹林地の面積の割合変化を図 3－4 に示す。
1973年に 11.4％（5.46㎢）であった樹林地は、1973年 7.9％（1.69㎢）と急激に減少し、
2013年には 2.6％（1.08㎢）となっている 7)。 
住宅用地
(53.5％)
その他の宅地
(12.6％)
田
(1.5％)
畑
(17.3％)
樹林地
(2.6％)
雑種地
(12.5％)
 
図 3－2 松戸市の土地利用（3）  
 
図 3－3 松戸市の樹林地の分布状況（4）  
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⑤緑地保全施策 
 松戸市は、1998年に「松戸市緑の基本計画」を策定し、2000年には、「松戸市緑の条例」
が改正され、「特別保全樹林地区」、「保全樹林地区」の指定が進められてきた。2002年には、
松戸市みどりと花の課の主導のもと、私有林保全の意欲が高い土地所有者により「松戸ふ
るさと森の会」が結成され、定例会や相続税に関する陳情、市民団体との交流を行ってき
た。また、同年、行政により私有林の保全のための「里やまボランティア入門講座」が開
催され、毎年新たな市民団体が設立され「松戸里やま応援団」というネットワークが形成
されている 8)。 
 行政から市民団体に対する取組みは、①市民団体間の交流の場と機会の提供するため、
毎年、活動中の市民団体が行っているステップアップ講座で先進事例の視察を実施してい
る。また、市民団体からの要請があった場合、公園や緑地保全、都市計画における行政の
取組みを説明している。②土地所有者との交流の場と機会の提供するため、「里やまボラン
ティア入門講座」の受講生が新たな団体を結成する際、土地所有者と市民団体の仲介をし
ている。また、周辺市民からの私有林の管理などへの要望・苦情等を行政が仲介して円滑
な解決に導いている。 
 2008 年には、栗山地区が都市緑地法による「特別緑地保全地区」の指定を受け、続けて
矢切地区（2011 年指定）、幸谷地区（2013 年指定）と次々に指定が進められた。2010 年か
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図 3－4 松戸市の樹林地の面積の割合変化（3） 
  
写真 3－1 市民団体の保全活動の様子 
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ら、市民団体・土地所有者・行政の三者による私有林の公開イベント「オープンフォレス
ト in松戸、以下「OF」とする」が行われているおり、私有林の公開が進んでいる 9)。 
 
(2) 調査の方法 
調査の概要を表 3－1に示す。まず、私有林の保全・公開施策の運営実態を把握するため、
行政資料を基づく文献調査と行政担当者へのインタビュー調査を行った。次に、松戸市み
どりと花の課への協力(1)を得て、松戸市緑の条例により保全樹林地区指定を受けた「特別樹
林」、「保全樹林」の土地所有者 181人を対象にアンケートを実施した(2)。配布回収は調査票
を郵送し、郵送により回収する方法で、その期間は 2013 年 12 月から 2014 年 1 月である。
表 3－1 調査の方法 
調査方法 調査対象 調査期間
文献資料
調査
松戸市緑の基本計画 ・
・
松戸市緑の条例による特別保全樹林地区，保全樹林地
区の指定状況
民有樹林地の保全・公開の取り組みの運営内容
2013年10月～
2014年3月
インタビュー
調査
市役所担当者 ・民有樹林地の保全・公開の取り組みの運営内容 2013年10月～
2014年3月
アンケート
調査
保全樹林地区指定を
受けた樹林地の土地
所有者181人
・
・
・
公開の実施状況
公開に関する取組みの運営内容
公開の効果と問題点，今後の意向
2013年12月～
2014年1月
調査内容
 
表 3－2 設問項目 
回答形式
① 回答者の属性 SA
② 保全樹林地区指定を受けた私有林の位置について MA
③ 私有林の所有目的について MA
④ 保全樹林地区指定を受けた私有林の契約期間について SA
⑤ 保全樹林地区指定を受けたきっかけについて MA
⑥ 保全樹林地区指定を受けた理由について MA
⑦ 今後の保全樹林地区指定について SA
⑧ 保全樹林地区指定を受けた私有林の維持管理について MA
⑨ 保全樹林地区指定を受けた私有林の維持管理の主体について MA
⑩ 保全樹林地区指定を受けた私有林の維持管理上の問題について MA
⑪ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せることについて SA
⑫ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，利点について MA
⑬ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，問題点について MA
⑭ 維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，必要な方案について MA
⑮ 私有林の利用に関する施策や団体等について SA
⑯ 私有林を地域住民等に利用されることについて MA
⑰ 私有林を地域住民等に利用してもらう場合，利点について MA
⑱ 私有林を地域住民等に利用してもらう場合，問題点について MA
⑲ 今後，私有林を地域住民等に利用してもらう取り組みについて SA
⑳ 利用の期間について SA
㉑ 利用内容について MA
㉒ 私有林を地域住民等が利用する場合，必要な取組みについて MA
㉓ 私有林の利用を進められていく上の必要な支援について MA
設問内容
 
※⑱と㉓の項目は私有林の公開施策に「賛成である」もしくは「内容によっては検討してもよい」と答えた土地所有者
に対する設問項目である 
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表 3－2にアンケートの設問項目を示す。設問内容は、私有林の所有実態、保全樹林地区指
定を受けた私有林の維持管理、私有林の維持管理における市民団体(3)との連携やその効果と
問題、私有林の公開意向やその効果と問題、今後の方向性に関する事項等である。アンケ
ートを実施した結果、119 人の土地所有者から回答が得られ、回収率は 65％となった。ア
ンケートの集計・分析では、設問毎に不明と無回答を除いて集計した。分析に当たっては、
公開の経験がある土地所有者と公開賛成・反対でのグループ分け、市民団体との連携や公
開に対する認識の差を把握するため、クロス分析を行い、カイ 2乗検定並びに Fisherの正
確検定により有意差があるかどうかを有意水準 5％で両側検定した。また、公開する際の利
点・問題点に関しては、「既公開中グループ」、「公開賛成グループ」、「公開反対グループ」
に区分し、認識の差を把握するため、分散分析を行い、Tukeyの検定を行った。有意水準は
5％とし、解析には統計解析ソフト SPSSver.17.0を用いた。 
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3.2 私有林保全施策の運用実態 
3.2.1 保全樹林地区指定 
保全樹林地区の指定状況を図 3－5に示す。「特別樹林」は 23地区（12.1ha）が指定され、
内訳は市街化区域が 14地区（6.8ha）、市街化調整区域が 9地区（5.2ha）であった。また、
「保全樹林」は 185地区（48.6ha）が指定され、内訳は市街化区域が 81地区（9.7ha）、市
街化調整区域が 104地区（38.8ha）であった。 
私有林の保全・公開に対する取組みを表 3－3に示す。 
「松戸市緑の条例」および「松戸市緑の条例施行規則」によると、「特別樹林」の指定対
象は、指定基準面積の制限はなく、「潤いと安らぎのある都市環境を形成するために保全す
ることが必要な樹林」、「既往の保全樹林地区である樹林」等の条件に当てはまる私有林と
定められている。同様に、「保全樹林」では、面積 300 ㎡以上もしくは、「樹木のある神社
または寺院の境内（その周辺を含む）」の私有林と定められている。契約年数は、「特別樹
林」では 10年以上であるのに対し、「保全樹林」では 3年以上であった。 
 行政は、年 1回、「広報まつど」を通じて私有林の土地所有者に保全樹林地区指定の制度
について周知を図っており、指定条件に当てはまる私有林や既往の地区指定期間の満了時
 
図 3－5 保全樹林地区の指定状況 
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には、当該土地所有者を対象に、訪問・電話等を実施して新規指定や指定更新の働きかけ
を行っていた。また、「特別樹林」の場合には、土地所有者に対して 1 ㎡につき年額 30 円
の助成が行われるほか、無償で賠償責任保険（1名につき 5,000万円や 1事故つき 5億円（対
人）、1 事故 1,000 万円（対物））に加入できる。「保全樹林」の場合には、土地所有者に対
して 1㎡につき年額 20円の助成が行われる。なお、松戸市緑の条例には、保全樹林地区指
定から公開への移行する規程は存在しない。 
 
3.2.2 市民団体による私有林の保全管理と活動の公開 
表 3－3に示すとおり、私有林管理の担い手を育成するために、行政と市民団体との協働
により、毎年、「里やまボランティア入門講座」が開催されている。行政は、講座の卒業生
らで立ち上げた市民団体と、保全樹林地区指定された私有林の土地所有者との仲介を行い、
当該私有林での市民団体の保全活動が開始される。2013年 4月現在で、「里やまボランティ
ア入門講座」を契機に創設された市民団体 9団体と既存の市民団体 3団体とを合わせると、
計 12団体、市内の 13ヶ所の私有林で保全活動を行っていた。これら 13ヶ所の私有林を個々
にみると、当該私有林に 1地区の「保全樹林」が含まれているものが 6ヶ所、2地区の「保
全樹林」が含まれているものが 1ヶ所、3地区の「保全樹林」が含まれているものが 2ヶ所、
表 3－3 私有林の保全・公開に対する取組み 
活動に関する樹林地の箇所
と面積
地区指定・公開に際しての土
地所有者への働きかけ
土地所有者への
支援・助成
市民団体の活動内容
特別保全
樹林地区
・
・
・
指定根拠：松戸市緑の条例および同
施行規則
指定基準：以下のいずれかに該当す
る樹林地
①潤いと安らぎのある都市環境を形
成するために保全することが必要な
樹林地。②歴史的，文化的環境を確
保するために保全することが必要な
樹林地。③人や生き物にとって，快適
で多様な環境を確保するために保全
することが必要な樹林地。④災害に
強い安全な都市をつくるために保全す
ることが必要な樹林地。
指定期間：10年以上。
23地区
（市街化区域14地区（68,987㎡），市
街化調整区域9地区（52,954㎡），計
12,1941㎡，平均5,301㎡）
助成金（年額）
30円/㎡および
賠償責任保険
－
保全樹林
地区
・
・
・
指定根拠：松戸市緑の条例および同
施行規則
指定基準：以下のいずれかに該当す
る樹林地。①樹木が集団している土
地の面積が300㎡以上であること。②
樹木のある神社又は寺院の境内（そ
の周辺を含む）であること。
指定期間：3年以上。
185地区
（市街化区域81地区（97,450㎡），市
街化調整区域104地区（388,662
㎡），計486,112㎡，平均2,627㎡）
助成金（年額）20
円/㎡
－
保全樹林地区：
14地区（計98,086㎡，平均7,006㎡）
保全樹林地区：
14地区（計98,086㎡，平均7,006㎡）
概要
保
全
樹
林
地
区
指
定
①年1回，新聞「広報まつど」
に応募を行い。②契約が満了
される土地所有者を対象に，
手紙・電話等で更新の有無を
確認。③指定対象に当てはま
る条件を持つ樹林地を対象に
訪問・電話などで土地所有者
に働きかけを実施。
市
民
団
体
管
理
と
活
動
の
公
開
既存の市
民団体に
よる活動
・
・
・
既存の市民団体である関さんの森
（1995年），河原塚古墳の森（1996
年），溜ノ上の森（2005年）が樹林地
の保全活動を行う。
市民団体：3団体
活動場所：3ヶ所
特別保全樹林地区：
2地区（計15,394㎡，平均7,697㎡）
市民団体は活動する際に、活
動報告書を作成し、それを土
地所有者に提出・報告を行
う。
公開された樹林
地の土地所有者
への感謝状の贈
呈。（※2012年
のみ）
①オープニングイベント、②活動
展示を中心とした「森の文化
祭」、③複数の樹林地をめぐる
「森めぐりツアー」、④森それぞれ
の樹林地での活動（自然散策・
自然観察，クラフト、ハンモック、
自然遊び・アスレチック等）。
イ
ベ
ン
ト
実
施
オープン
フォレスト
in松戸
・
・
・
目的：
樹林地や保全活動への市民の理解
の向上，里やま保全活動に参加する
きっかけづくり。
対象：
松戸市内で市民団体が活動している
13ヶ所の民有樹林地等。
開催時期：
2012年5月および2013年5月の2回
特別保全樹林地区：
4地区（計24,865㎡，平均6,216㎡）
市民団体の各会の代表が、
公開対象となっている樹林地
の土地所有者に会いイベント
の趣旨を説明。「松戸ふるさと
森の会」への後援依頼。
市民団体による
管理運営
①保育園，小学校を対象とした
自然観察や自然体験を実施（関
さんの森、溜ノ上の森）。②国分
川・桜まつりの際に樹林地を公
開（河原塚古墳の森）。
里山ボラ
ンティア
入門講座
卒業生に
よる活動
・
・
・
里やまボランティア入門講座により毎
年1団体が立ち上がる。
市民団体：9団体
活動場所：10ヶ所
特別保全樹林地区：
2地区（計9,471㎡，平均4,735㎡）
①保育園，小学校，大学，老人
ホーム等を対象に自然観察，里
山保全活動体験等を実施。②大
学，地元音楽グラブと協働に音
楽会，虫の観察等を実施。
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1地区の「特別樹林」が含まれているものが 2ヶ所、2地区の「特別樹林」が含まれている
ものが 1 ヶ所、保全樹林地区指定がなされていないものが 1 ヶ所であった。上記を合計す
ると、未指定を除く 12 ヶ所の私有林に含まれる「特別樹林」は 4 地区（約 2.5ha）、「保全
樹林」は 14地区（9.8ha）である。 
市民団体の活動内容は主にゴミの収集、林床の整備などであり、後述する OF以外に各々
の団体が独自かつ定期的に行う公開では、特定の者に対して、他団体との連携によりイベ
ントを行っていた。例えば、市民団体が保育園、小学校等の子供を対象として、自然観察、
里山保全活動体験等を行っていること、大学、地元クラブ等との連携により虫の観察、音
楽会等も実施していること等が把握できる。なお、市民団体はこのような活動を行う際に、
土地所有者に団体活動報告書を提出し、報告を行っていた。 
 
3.2.3 私有林の一斉公開イベントの概要と実態 
 表 3－3に示すとおり、アンケートの回収時点までに、2012年 5月および 2013年 5月の
2 回、OF が開催された。いずれの回も市民団体の代表者等により構成される実行委員会が
組織された。「樹林地や保全活動への市民の理解の向上」、「里やま保全活動に参加するきっ
かけづくり等」を目的として、市民団体が保全活動を行うすべての私有林（計 13ヶ所、特
別樹林 4 地区、2.5ha および保全樹林 14 地区、9.8ha を含む。）が、一定の期間（9 日間）
に一斉公開された。広く一般市民向けに、複数の私有林をめぐる「森めぐりツアー」、各々
の私有林での活動である「森の公開」（自然散策・自然観察、クラフト、ハンモック、自然
遊び・アスレチック等）が行われ、2012年には 905人、2013年には 1,178人が私有林を訪
れた。また、公開対象の私有林 13ヶ所の土地所有者へは、市民団体からイベントの趣旨等
を説明し、一般市民向けの公開に対して許可を得ていた。また、前述した私有林保全の意
欲の高い土地所有者をメンバーとする「松戸ふるさと森の会」には、後援を依頼し、承諾
を得た。なお、2012 年には、公開対象になった私有林の土地所有者に対し、市長より感謝
状が贈呈された。  
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3.3 私有林の保全・公開施策に対する土地所有者の認識 
3.3.1 土地所有者の属性と保全施策の指定状況 
（1）土地所有者の属性 
アンケートの回答者は、「松戸市内に居住」が 91.6％、年齢は「60 代以上」が 81.5％で
あった。職業は「農業」が 27.7％、「無職」が 23.5％、「自営業・家族従事業」が 21.8％と
なった。このように、土地所有者の 9 割以上が松戸市内に居住し、60 代以上が全体の 8 割
程度で高齢者の割合が高いことが分かった。 
 
（2）保全樹林地区指定への認識 
保全樹林地区指定を受けてからの期間は（図 3－6）、「20年以上」が 52.1％、「10年～20
年未満」が 26.9％となった。 
また、保全樹林地区の位置（図 3－7）は、「市街化区域」が 63.9％、「市街化調整区域」
が 19.3％であった。 
保全樹林地区指定を受けたきっかけは（図 3－8）、「松戸市職員の訪問・電話」が 63.0％
で最も多く、「松戸市ホームページ・広報」は 5.9％であった。指定を受けた理由は、上位
3項目は「樹林地が地域の自然環境として重要であるため」が 55.5％、「樹林地が地域の景
観形成に重要であるため」および「市からの助成金等があるため」が 31.9％、「次の世代に
樹林地の価値を伝えたかったため」も 22.7％となった。なお、今後の指定の継続に対して
1.7%
10.9%
26.9%52.1%
8.4%
3年未満
3年～10年未満
10年～20年未満
20年以上
無回答
 
図 3－6 保全樹林地区指定を受けてからの期間（S.A. n=119） 
63.9%
19.3%
12.6%
.0% 35.0% 70.0%
市街化区域
市街化調整区域
わからない
 
図 3－7 保全樹林地区指定の位置（M.A. n=119） 
68 
 
は、「継続したい」が 70.6％であった。 
以上より、保全樹林地区指定は松戸市職員の訪問等のように、行政から土地所有者に向
けた働きかけが大きなきっかけになると言える。また、市街化区域で指定を受けている土
地所有者はの方が多く、指定を受ける理由として、地域の自然環境や景観形成のような樹
林地の公益的な役割を認識しているとともに、助成金等の経済的側面を重視していると言
える。 
 
3.3.2 私有林の維持管理現況と市民団体との連携 
（1）私有林の維持管理状況とその負担 
保全樹林地区指定を受けた私有林の維持管理の主体を尋ねた結果（図 3－9）、「自分又は
家族」が 81.5％で最も多く、次いで「業者」が 36.1％、「市民団体」が 13.4％であった。 
指定された私有林の維持管理する上での問題を尋ねた結果（図 3－10）、上位 3項目は「ゴ
ミの投棄」が 49.6％、「維持管理のための人手や時間」が 47.9％、「固定資産税・相続税な
どの税の負担」が 42.0％となった。加えて、「維持管理にかかる費用負担」が 39.5％、「近
隣住民からの苦情」が 35.3％になった。 
63.0%
5.9%
0.0%
7.6%
19.3%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%
松戸市職員の訪問・電話
松戸市ホームページ・広報
テレビ・ラジオ・新聞
友人・知人
その他
 
図 3－8 保全樹林地区指定を受けたきっかけ（M.A. n=119） 
81.5%
36.1%
13.4%
6.7%
.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
自分又は家族
業者
市民団体
その他
 
図 3－9 保全樹林地区指定を受けた私有林の維持管理の主体（M.A. n=119） 
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以上より、8割以上の土地所有者が自分または家族が樹林地の維持管理を行っているなか
で、ゴミの投棄や人手・費用のような維持管理、維持管理の費用や税の負担等の金銭的負
担、近隣住民の理解を課題として認識していると言える。 
（2）市民団体との連携による利点と課題 
保全樹林地区指定を受けた私有林の維持管理作業の一部を、無償で市民団体に担当して
もらうことについては、「すでに任せている」が 13.4％であり、「積極的に任せたい」が 4.2％、
「機会があれば任せたい」が 35.3％であった。一方、「どちらとも言えない」が 23.5％、「任
せたくない」も 23.5％となった（図 3－11）。 
ここで、市民団体に私有林の維持管理を任せたい土地所有者とすでに維持管理を任せてい
る土地所有者の計 63人（計 58.9％。以下、「委任賛成グループ」とする。）と、どちらとも
言えないと答えた土地所有者 28人と市民団体に私有林の維持管理を任せたくない土地所有
者 16 人の計 44 人（計 41.1％。以下、「委任反対グループ」とする。）に区分し、分析を進
めた。 
市民団体に維持管理を任せた場合の利点を尋ねた結果を表 3－4 に示す。「委任賛成グル
ープ」の場合、「維持管理の負担の軽減」が 69.8％、「樹林地の環境の改善」が 54.0％、「近
隣住民からの苦情の減少」が 34.9％となった。一方、「委任反対グループ」の場合、「特に
42.0%
47.9%
39.5%
12.6%
12.6%
35.3%
39.5%
17.6%
49.6%
3.4%
.0% 20.0% 40.0% 60.0%
固定資産税・相続税などの税の負担
維持管理のための人手や時間
維持管理にかかる費用負担
維持管理の知識や技術の不足
不審者の出没，事件の発生
近隣住民からの苦情
落ち葉の散乱
日照の阻害
ゴミの投棄
その他
 
図 3－10 指定された私有林の維持管理する上での問題（M.A. n=119） 
13.4%
4.2%
35.3%23.5%
13.4%
3.4%
6.7%
すでに任せている
積極的に任せたい
機会があれば任せたい
どちらとも言えない
任せたくない
その他
無回答
 
図 3－11 私有林の維持管理を市民団体に委任する意向（S.A. n=119） 
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ない」が 40.9％、「維持管理の負担の軽減」が 36.4％、「樹林地の環境の保全」が 25.0％と
なった。 
なお、「委任賛成グループ」と「委任反対グループ」の両者の間で有意差が認められた項
目は「維持管理の負担の軽減」、「樹林地の環境の改善」、「近隣住民からの苦情の減少」な
ど多岐にわたった。 
以上より、維持管理の負担の軽減が共通認識であることが把握できた。これは、「委任賛
成グループ」、「委任反対グループ」の双方が、市民団体との連携に、自らの維持管理の負
担軽減を期待しているからである。ただし、このことについては、「委任賛成グループ」の
方に強い期待があると言える。 
その他にも、「委任賛成グループ」は、市民団体による維持管理がもたらす多面的な効果
について、より強く認識していると言える。 
 次に、市民団体に維持管理を任せた場合の課題を尋ねた結果を表 3－5 に示す。「委任賛
成グループ」の場合、「維持管理作業中の事故や怪我の発生」が 47.6％、「市民団体の継続
性の不安」が 33.3％、「市民団体との意見調整の不安」が 25.4％となった。一方、「委任反
対グループ」は、「維持管理作業中の事故や怪我の発生」が 36.4％、「市民団体との意見調
整の不安」が 34.1％、「市民団体の継続性の不安」が 31.8％となった。 
なお、両者の間で有意差が認められた項目は「樹林地の売却、開発ができなくなること」
表 3－4 市民団体との連携による利点 
項目
委任賛成
グループ
委任反対
グループ
合計
14 2 16
22.2% 4.5% 15.0%
14 2 16
22.2% 4.5% 15.0%
10 3 13
15.9% 6.8% 12.1%
16 6 22
25.4% 13.6% 20.6%
22 3 25
34.9% 6.8% 23.4%
16 6 22
25.4% 13.6% 20.6%
34 11 45
54.0% 25.0% 42.1%
44 16 60
69.8% 36.4% 56.1%
2 18 20
3.2% 40.9% 18.7%
1 0 1
1.6% 0.0% 0.9%
1 3 4
1.6% 6.8% 3.7%
63 44 107
100.0% 100.0% 100.0%
全体
維持管理作業の知識や技術の共有（＊）
市民団体との交流の増大
地域住民の関心や理解の向上
近隣住民からの苦情の減少（＊）
特にない（＊）
その他
無回答
保全に関する施策情報の共有（＊）
樹林地内で問題が発生した際の迅速な対応
樹林地の環境の改善（＊）
維持管理の負担の軽減（＊）
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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であった。 
以上より、市民団体との連携を促進する上では、維持管理作業中の事故や怪我の発生と
いう安全面への懸念をはじめ、市民団体の継続性の不安、市民団体との意見調整の不安が
共通認識であると言える。安全面での懸念は土地所有者としての管理責任の不明確さ、市
民団体の継続性の不安は将来的な維持管理負担の見通しの不透明感が、土地所有者に否定
的に捉えられたからであると考えられる。 
「委任賛成グループ」と「委任反対グループ」との比較では、後者が樹林地の売却、開
発ができなくなることをより強く懸念している。これは、このグループでは、将来的に私
有林を売却する意向を有しているか、その可能性を排除していないからであると考えられ
る。 
私有林の維持管理を市民団体に委任するため必要な施策を尋ねた結果、表 3－6に示すよ
うに、「委任賛成グループ」では、「維持管理作業中の事故等の対応の明確化」が 57.1％、
「維持管理の役割分担やルールの明確化」が 50.8％、「行政から市民団体への金銭的支援の
充実」が 42.9％となった。また、「行政による市民団体の紹介や意見調整」も 34.9％であ
った。一方、「委任反対グループ」の場合、「維持管理作業中の事故等の対応の明確化」、「維
持管理の役割分担やルールの明確化」が 54.5％となった。 
なお、両者の間で有意差が認められた項目は「行政から市民団体への金銭的支援の充実」、
「行政による市民団体の紹介や意見調整」であった。 
以上より、市民団体に私有林の維持管理を任せるための方策として、作業中の事故の対
表 3－5 市民団体との連携による問題点 
項目
委任賛成
グループ
委任反対
グループ
合計
21 14 35
33.3% 31.8% 32.7%
16 15 31
25.4% 34.1% 29.0%
30 16 46
47.6% 36.4% 43.0%
9 3 12
14.3% 6.8% 11.2%
6 7 13
9.5% 15.9% 12.1%
5 10 15
7.9% 22.7% 14.0%
14 5 19
22.2% 11.4% 17.8%
3 3 6
4.8% 6.8% 5.6%
1 3 4
1.6% 6.8% 3.7%
63 44 107
100.0% 100.0% 100.0%
特にない
その他
無回答
全体
市民団体の継続性の不安
維持管理作業中の事故や怪我の発生
近隣住民とのトラブルの発生
樹林地の維持管理の質の低下
樹林地の売却，開発ができなくなること（＊）
市民団体との意見調整の不安
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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応や役割分担、ルールの明確化等が共通の課題であると言える。また、「委任賛成グループ」
が、行政による市民団体の紹介や、行政から市民団体への金銭的支援が必要であると認識
している。これは、土地所有者自らが市民団体とコンタクトをとって、活動のマッチング
を図ることは困難であること、市民団体への金銭的支援があれば、私有林の維持管理への
参加の条件になること等を、土地所有者が感じているためであると考えられる。 
3.3.3 公開施策に関する認識や取組みの方向性 
（1）私有林の公開に対する認識 
 保全から公開へと展開する際の課題を把握するため、私有林の公開の有無と（図 3－12）、
公開への賛否（図 3－13）をもとに、回答者を 3つのグループに区分して分析を進めた。ま
ず、私有林を「年間を通じ来訪者に公開している」10名（8.4％）、「OF」の期間等に来訪者
が利用している」9 名（7.6％）、「維持管理を任せた市民団体等のイベント時に利用してい
表 3－6 市民団体に維持管理を委任するために必要な施策 
項目
委任賛成
グループ
委任反対
グループ
合計
32 24 56
50.8% 54.5% 52.3%
36 24 60
57.1% 54.5% 56.1%
27 8 35
42.9% 18.2% 32.7%
11 8 19
17.5% 18.2% 17.8%
22 5 27
34.9% 11.3% 25.2%
1 2 3
1.6% 4.5% 2.8%
3 9 12
4.8% 20.5% 11.2%
63 44 107
100.0% 100.0% 100.0%
無回答
全体
維持管理の役割分担やルールの明確化
市民団体の維持管理技術の向上
行政から市民団体への金銭的支援の充実（＊）
その他
維持管理作業中の事故等の対応の明確化
行政による市民団体の紹介や意見調整（＊）
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
10人（8.4%）
9人（7.6%）
4人（3.4%）
85人（71.4%）
11人（9.2%）
年間を通じて来訪者に開放されている
オープンフォレストで来訪者が利用している
維持管理を任せた市民団体等のイベントで利用している
利用はほとんどされていない
無回答
 
図 3－12 私有林の公開の有無（S.A. n=119） 
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る」4名（3.4％）の計 23名（計 19.3％）を「既公開中グループ」とした。次に、「ほとん
ど利用されていない」85 人（71.4％）について、公開に「賛成である」もしくは「内容に
よって検討してもよい」の計 32名（計 26.9％）を「公開賛成グループ」、「賛成できない」
もしくは「分からない」の計 45名（計 37.8％）を「公開反対グループ」とした。なお、公
開の有無や公開の賛否について「無回答」であった回答者 19名（16.0％）は以下の解析の
対象から除外した。 
 地域住民等に保全地区指定された私有林を公開する利点を尋ねた結果を表 3－7に示す。 
「既公開中グループ」は、「散策や自然観察の場などに活用できる」が 78.3％、「良好な自
然環境を保全できる」が 73.9％、「緑の量の減少を防ぐことができる」が 56.3％となり、「樹
林地の価値を広く住民に伝えることができる」や「防犯対策になる」、「地域住民と交流す
ることができる」等も含め 9 項目で 30％以上になった。また、公開賛成グループ」は「良
好な自然環境を保全できる」、「散策や自然観察の場などに活用できる」が 40％以上になっ
た。一方、「公開反対グループ」は「特にない」が 46.7％に達した。 
 なお、「既公開中グループ」と「公開賛成グループ」の間で有意差が認められた項目は、
「地域住民と交流することができる」、「地域のイメージアップに寄与できる」、「緑の量の
減少を防ぐことができる」、「樹林地の価値を広く住民に伝えることができる」などであっ
た。また、「既公開中グループ」と「公開反対グループ」の間で有意差が認められた項目は、
「特にない」、「良好な自然環境を保全できる」、「緑の量の減少を防ぐことができる」など
であった。さらに、「公開賛成グループ」と「公開反対グループ」の間で有意差が認められ
た項目は「特にない」、「樹林地および周辺環境が改善できる」、「散策や自然観察の場など
に活用できる」であった。 
以上より、「既公開グループ」の回答では、公開による利点として、散策や自然観察の場、
良好な自然環境の保全、緑の量の減少を防ぐ等の他に、人の目が行き届くことにより、防
犯対策や、周辺環境の改善等にも寄与することを認識していると言える。なお、良好な自
然環境の保全や緑量の減少の防止も指摘されていたが、これは、私有林の公開が私有林の
価値を地域住民に伝えることにつながり、近隣からの苦情の減少や保全意識の向上につな
がるためであると考えられる。しかし、「公開賛成グループ」や「公開反対グループ」は、
5人（5.9%）
27人（31.8%）
27人（31.8%）
18人（21.2%）
8人（9.4%）
賛成である
内容等によって検討しても良い
分からない
賛成できない
無回答
 
図 3－13 公開への賛否（S.A. n=85） 
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実際に私有林を公開しているわけではないため、上記のような多面的な利点を十分には認
識していないと言える。 
地域住民等に保全地区指定された私有林を公開した場合に予想される問題点を尋ねた結
果を表 3－8に示す。「既公開中グループ」の場合、「維持管理上の負担が大きい」が 39.1％、
「貴重な動植物が採取される」、「不審者や事件が発生する」が 30.4％となった。次に、「公
開賛成グループ」の場合、「利用者の事故や怪我が発生する」が 37.5％、「ゴミが投棄され
る」が 34.4％、「利用者のマナーの悪さから近隣から苦情が出る」が 28.1％となった。一
方、「公開反対グループ」の場合、「ゴミが投棄される」が 42.2％、「利用者の事故や怪我が
発生する」、「利用者のマナーの悪さから近隣から苦情が出る」が 24.4％であった。 
なお、「既公開中グループ」と「公開賛成グループ」と「公開反対グループ」の間で有意
差が認められなかった。 
以上より、「既公開中グループ」の回答では、維持管理上の負担や、動植物の採取や不審
者の出没等が認識されているおり、これは実際にこのような問題が存在するからであると
考えられる。 
表 3－7 私有林を公開する際の利点 
項目
既公開中
グループ
公開賛成
グループ
公開反対
グループ
合計
18 13 5 36
78.3% 40.6% 11.1% 36.0%
9 3 2 14
39.1% 9.4% 4.4% 14.0%
9 2 2 13
39.1% 6.3% 4.4% 13.0%
10 7 4 21
43.5% 21.9% 8.9% 21.0%
11 10 3 24
47.8% 31.3% 6.7% 24.0%
11 3 0 14
47.8% 9.4% 0.0% 14.0%
17 15 10 42
73.9% 46.9% 22.2% 42.0%
13 7 11 31
56.5% 21.9% 24.4% 31.0%
11 7 2 20
47.8% 21.9% 4.4% 20.0%
0 6 21 27
0.0% 18.8% 46.7% 27.0%
0 0 2 2
0.0% 0.0% 4.4% 2.0%
0 1 3 4
0.0% 3.1% 6.7% 4.0%
23 32 45 100
100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
地域住民と交流することができる
地域のイメージアップに寄与できる
防犯対策になる
地域コミュニティの活性化に寄与できる
無回答
全体
樹林地および周辺環境が改善できる
良好な自然環境を保全できる
緑の量の減少を防ぐことができる
樹林地の価値を広く住民に伝えることができる
特にない
その他
散策や自然観察の場などに活用できる
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
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また、「既公開中グループ」以外では、公開の賛否に関わらず、利用者の事故等の安全管
理の問題や、ゴミの投棄や利用マナーが問題点として挙げられているが、これは、来訪者
の適切な利用がなされない場合の問題を懸念しているからであると言える。 
（2）私有林の公開に関する取り組みの方向性 
ここでは、「既公開中グループ」と「公開賛成グループ」を対象に分析を行った。まず、
私有林の公開期間に対する認識を尋ねた結果を表 3－9 に示す。「既公開中グループ」の場
合、「通年」が 34.8％に達し、「季節ごとに 1 週間程度」、「特定の期間」、「特定の日」を合
計すると期間限定公開への賛意も 40％を超えた。一方、「公開賛成グループ」の場合、「通
年」が 40.6％に達し、上述したような期間限定公開への賛意も 31.3％になった。  
以上より、「既公開中グループ」と「公開賛成グループ」の双方ともに、通年での公開の
他に、期間限定公開に対する賛意も多く存在すると言える。また、「既公開中グループ」の
場合は、年間を通じて相当日数を公開することへの抵抗感が少ない一方、「公開賛成グルー
プ」は、特定の数日を公開したいとする割合も多く、前述したような公開の問題点への懸
念を反映していると言える。 
表 3－8 私有林を公開する際の問題点 
項目
既公開中
グループ
公開賛成
グループ
公開反対
グループ
合計
7 6 5 18
30.4% 18.8% 11.1% 18.0%
6 11 19 36
26.1% 34.4% 42.2% 36.0%
6 12 11 29
26.1% 37.5% 24.4% 29.0%
4 9 11 24
17.4% 28.1% 24.4% 24.0%
2 7 6 15
8.7% 21.9% 13.3% 15.0%
7 7 8 22
30.4% 21.9% 17.8% 22.0%
9 5 8 22
39.1% 15.6% 17.8% 22.0%
6 4 7 17
26.1% 12.5% 15.6% 17.0%
4 6 4 14
17.4% 18.8% 8.9% 14.0%
5 7 10 22
21.7% 21.9% 22.2% 22.0%
2 0 1 3
8.7% 0.0% 2.2% 3.0%
1 2 2 5
4.3% 6.3% 4.4% 5.0%
23 32 45 100
100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
特にない
その他
無回答
全体
不審者や事件が発生する
利用の手続きや交渉等の負担が大きくなる
維持管理上の負担が大きい
利用者の事故や怪我が発生する
利用者のマナーの悪さから近隣から苦情が出る
利用者の声など騒音が発生する
貴重な動植物が採取される
ゴミが投棄される
金銭的なメリットが少ない
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
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次に、私有林の利用内容に関する認識を尋ねた結果を表 3－10に示す。「既公開中グルー
プ」の場合、「自然散策や自然観察」が 82.6％、「子どもの自然遊び・冒険遊び」が 30.4％
であった。一方、「公開賛成グループ」の場合も、「自然散策や自然観察」が 65.6％、「子ど
もの自然遊び・冒険遊び」が 46.9％となった。なお、両者の間の有意差は認められなかっ
た。 
以上より、いずれも、私有林が有する自然的環境の活用や次世代を担う子ども達へのは
表 3－9 私有林の公開期間に対する認識 
項目
既公開中
グループ
公開賛成
グループ
合計
8 13 21
34.8% 40.6% 38.2%
5 3 8
21.7% 9.4% 14.5%
1 0 1
4.3% 0.0% 1.8%
4 7 11
17.4% 21.9% 20.0%
2 5 7
8.7% 15.6% 12.7%
0 1 1
0.0% 3.1% 1.8%
3 3 6
13.0% 9.4% 10.9%
23 32 55
100.0% 100.0% 100.0%
無回答
全体
通年
季節ごとに1週間程度
特定の期間（1年に１週間程度）
特定の日（1年に数日程度）
わからない
その他
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
表 3－10 私有林の利用内容に関する認識 
項目
既公開中
グループ
公開賛成
グループ
合計
19 21 40
82.6% 65.6% 72.7%
7 15 22
30.4% 46.9% 40.0%
3 2 5
13.0% 6.3% 9.1%
1 1 2
4.3% 3.1% 3.6%
0 0 0
0.0% 0.0% 0.0%
3 3 6
13.0% 9.4% 10.9%
0 2 2
0.0% 6.3% 3.6%
0 0 0
0.0% 0.0% 0.0%
3 3 6
13.0% 9.4% 10.9%
23 32 55
100.0% 100.0% 100.0%
バーベキューや野外料理
タケノコ掘りや山菜採り
わからない
その他
無回答
全体
自然散策や自然観察
子どもの自然遊び・冒険遊び
竹細工や木工などクラフト
軽運動・スポーツ
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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たらきかけを重視していると言える。 
 私有林を地域住民等に公開する際に必要となる取組みを尋ねた結果を表 3－11 に示す。
「既公開中グループ」は「利用にあたってのマナー・ルールの徹底」が 78.3％、「利用者の
事故やけが等の責任の明確化」が 47.8％、「利用する際の土地所有者への連絡・届け出」が
39.1％となった。一方、「公開賛成グループ」は「利用にあたってのマナー・ルールの徹底」
が 81.3％、「利用者の事故やけが等の責任の明確化」が 59.4％、「利用を指導する責任者の
決定」が 40.6％であった。なお、両者の間の有意差は認められなかった。 
 以上より、いずれの場合も、利用する際のマナーやルールの徹底、利用者の事故等に関
する責任の明確化の必要性を共通認識していると言える。このような、利用ルールや利用
者の事故責任の不明確さに対する懸念から、「既公開中グループ」では、利用する際の連絡・
届け出、「公開賛成グループ」では、利用を指導する責任者の決定を望んでいると言える。 
私有林の公開を進めて行く上で必要な支援を尋ねた結果を表 3－12に示す。「既公開中グ
ループ」と「公開賛成グループ」のいずれもが、「各種地方税や国税の減免・優遇の拡大」、
「相続税の納税猶予の適用」等の税金対策での支援を望んでいた。これらに加え、「既公開
中グループ」では「行政による樹木伐採業者の無償派遣」が 43.5％、「公開賛成グループ」
は「市民団体や行政による樹林地の管理」が 43.8％となった。なお、両者の間の有意差が
認められた項目は「市民緑地（都市緑地法）への移行」であった。 
以上より、両者とも「各種地方税や国税の減免・優遇の拡大」、「相続税の納税猶予の適用」
等の税金対策の面で、私有林を一般に公開することに対するインセンティブを求めている
と言える。このような認識のみならず、「既公開中グループ」は、自分自身や市民団体等で
表 3－11 私有林を地域住民等に公開する際に必要となる取組み 
項目
既公開中
グループ
公開賛成
グループ
合計
18 26 44
78.3% 81.3% 80.0%
11 19 30
47.8% 59.4% 54.5%
7 13 20
30.4% 40.6% 36.4%
9 8 17
39.1% 25.0% 30.9%
3 7 10
13.0% 21.9% 18.2%
0 1 1
0.0% 3.1% 1.8%
0 1 1
0.0% 3.1% 1.8%
4 1 5
17.4% 3.1% 9.1%
23 32 55
100.0% 100.0% 100.0%
その他
無回答
全体
利用にあたってのマナー・ルールの徹底
利用者の事故やけが等の責任の明確化
利用を指導する責任者の決定
利用する際の土地所有者への連絡・届け出
利用後の土地所有者への報告
わからない
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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は対応が不可能で、かつ費用がかかる樹木の伐採等を望んでおり、維持管理面での実質的
な支援にも関心が高い。一方、「公開賛成グループ」は、単に市民団体や行政による樹林地
の維持管理を望んでおり、市民団体や行政との維持管理作業の役割分担を意識していない
と考えられる。 
（3）私有林の公開施策に対する認知度 
「既公開中グループ」に樹林地の保全・公開施策に対する認知度を尋ねた結果を表 3－13
に示す。都市緑地法の「市民緑地制度」に対する認知度を尋ねた結果、「内容を知っている」
が 17.4％、「聞いたことがある」が 21.7％、「知らない」が 30.4％であった。つぎに、「OF」
の認知度を尋ねた結果、「参加している」が 43.5％、「内容を知っている」が 4.3％、「聞い
たことがある」が 13.4％、「知らない」が 30.4％であった。つぎに、「松戸里やま応援団」
に対する認知度を尋ねた結果、「参加している」が 13.0％、「内容を知っている」が 43.5％、
「聞いたことがある」が 13.0％、「知らない」が 26.1％であった。 
「公開賛成グループ」に樹林地の保全・公開施策に対する認知度を尋ねた結果を表 3－14
に示す。都市緑地法の「市民緑地制度」に対する認知度を尋ねた結果、「内容を知っている」
表 3－12 私有林の公開を進めていく上で必要な支援 
項目
既公開中
グループ
公開賛成
グループ
合計
11 16 27
47.8% 50.0% 49.1%
9 16 25
39.1% 50.0% 45.5%
6 7 13
26.1% 21.9% 23.6%
1 7 8
4.3% 21.9% 14.5%
5 14 19
21.7% 43.8% 34.5%
10 8 18
43.5% 25.0% 32.7%
2 3 5
8.7% 9.4% 9.1%
1 1 2
4.3% 3.1% 3.6%
2 2 4
8.7% 6.3% 7.3%
0 7 7
0.0% 21.9% 12.7%
2 2 4
8.7% 6.3% 7.3%
0 0 0
0.0% 0.0% 0.0%
4 0 4
17.4% 0.0% 7.3%
23 32 55
100.0% 100.0% 100.0%
利用方法や市内の事例に関する情報の提供
特になし
その他
無回答
各種地方税や国税の減免・優遇の拡大
相続時の納税猶予の適用
利用促進のための助成金等の交付
「市民緑地」（都市緑地法）への移行（＊）
行政による樹木伐採業者の無償派遣
全体
契約満了後の市による樹林地の買取りの実施
市民団体や行政による樹林地の維持管理
市民団体や行政による樹林地の利用
標識への樹林地所有者の名前の掲示
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした（*は、有意差があった項目を示す：P＜0.05） 
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が 3.1％、「聞いたことがある」が 9.4％、「知らない」が 62.5％であった。つぎに、「OF」
の認知度を尋ねた結果、「内容を知っている」が 6.3％、「聞いたことがある」が 12.5％、「知
らない」が 62.5％であった。つぎに、「松戸里やま応援団」に対する認知度を尋ねた結果、
「参加している」が 6.3％、「内容を知っている」が 9.4％、「聞いたことがある」が 25.0％、
「知らない」が 46.9％であった。 
以上より、「既公開中グループ」は、実際に「OF」のような公開活動に参加しており、「市
民緑地制度」のような公開施策についても認識が高いと言える。一方、「公開賛成グループ」
は市民団体の存在や活動内容については認知しているが、「市民緑地制度」のような公開に
係わる制度や、松戸市独自の私有林の公開イベント「OF」に対する認知は、十分に浸透し
ていないと言える。 
 
表 3－13 「既公開中グループ」保全・公開施策への認知度 
項目 市民緑地制度
オープンフォレストin
松戸
松戸里やま応援団
0 10 3
0.0% 43.5% 13.0%
4 1 10
17.4% 4.3% 43.5%
5 3 3
21.7% 13.4% 13.0%
7 7 6
30.4% 30.4% 26.1%
7 2 1
30.4% 8.7% 4.3%
23 23 23
100.0% 100.0% 100.0%
全体
聞いたことはある
参加している
内容を知っている
知らない
無回答
 
表 3－14 「公開賛成グループ」保全・公開施策への認知度 
項目 市民緑地制度
オープンフォレストin
松戸
松戸里やま応援団
0 0 2
0.0% 0.0% 6.3%
1 2 3
3.1% 6.3% 9.4%
3 4 8
9.4% 12.5% 25.0%
20 20 15
62.5% 62.5% 46.9%
8 6 4
25.0% 18.8% 12.5%
32 32 32
100.0% 100.0% 100.0%
聞いたことはある
知らない
無回答
全体
参加している
内容を知っている
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3.4 本章のまとめ 
 第一に、私有林の公開の今日的意義について、「既公開中グループ」の認識からは、散策
や自然観察の場のような利用効果に加え、良好な自然環境の保全、緑の量の減少の防止の
ような保全面での効果の他に、人の目が行き届くことによる防犯対策や周辺環境の改善等
にも寄与すると言える。また、私有林の公開は、私有林の価値を地域住民に伝えることに
つながり、それが近隣からの苦情の減少や地域住民の保全意識の向上につながるものと考
えられる。 
一方、現在は非公開であるものの今後の公開に賛意を示す「公開賛成グループ」は 4 分
の 1 程度存在している。しかし、公開の経験がないため、良好な自然環境の保全、散策や
自然観察の場のような利点を認識していても、上記のような多面的な利点については、十
分に認識しているとは言い難い。これは、公開の経験の有無が、私有林の公開の意義に対
する認識の差異を生じさせていることを示している。したがって、このようなギャップを
埋め、公開に賛意を示す土地所有者に、公開のメリットや意義を理解してもらうためには、
公開経験のある土地所有者との交流や、公開の試行などを検討する必要がある。 
 第二に、私有林の公開を促進する要因について、私有林の公開の前段階として捉えられ
る保全樹林地区指定では、市職員の訪問等のように、行政から土地所有者への働きかけが
きっかけになるため、こうした取り組みの推進の必要性が指摘できる。また、土地所有者
の 4 割が私有林の維持管理を市民団体に任せたいという認識を有しているが、それは、市
民団体による維持管理に対して維持管理の負担の軽減、私有林の環境の改善、近隣住民か
らの苦情の減少等を効果を期待しているからである。それを実現するためには、土地所有
者と市民団体との活動を取り持つ仕組みを作る必要があり、具体的には、行政による市民
団体と土地所有者とのマッチングや、行政からの維持管理を担う市民団体への金銭的な支
援等が想定される。 
 また、期間限定公開に対する土地所有者の賛意も多いが、これは、常時公開に対する負
担や懸念を反映しているのものと言え、具体的には、後述するような公開の阻害要因が想
定される。一方、公開経験があれば、公開できる期間を長くし、頻度を高めることについ
ての抵抗感が少ない。そこで、公開経験を得るために、短い期間での私有林の限定公開を
試行することや、公開経験のある土地所有者と、そうではないが公開に賛意を持っている
土地所有者との交流会等の開催等が考えられる。 
 第三に、私有林の公開を阻害する要因については、公開を経験していない段階では、利
用者の事故等の安全管理、ゴミの投棄等の懸念が存在する。また、公開を行っている段階
でも、公開に関する維持管理上の負担に加え、動植物の採取、不審者の出没等が想定され、
安全管理や防犯対策、適切な利用に係わるルール等を設定する必要がある。 
第四に、公開の内容やルール等の設定については、上述したような期間限定公開の可能
性を模索する必要があるほか、土地所有者の賛意が多い、私有林の自然的環境の特性を活
かした自然散策・観察や、子どもを主な対象にした遊びや学びなどを、公開の内容として
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特徴づけることを検討する必要がある。また、実際に利用する際のマナーやルールの徹底、
利用者の事故等に関する責任の明確化が必要である。その上で、利用する際の土地所有者
への連絡・届け出、利用を指導する責任者の決定等が必要になる。 
第五に、各主体との役割分担と協働については、市民団体との連携に関し、多くの土地
所有者が自分自身や家族が私有林の維持管理を行う中で、半数以上が市民団体への維持管
理の委任に賛意を示している。その理由には、維持管理負担の軽減や私有林の環境改善は
もとより、近隣住民からの苦情の軽減を期待していることが挙げられる。ただし、委任賛
成の土地所有者は、維持管理作業中の事故・怪我の発生、市民団体の活動の継続性等に不
安を抱いており、これらの課題に対処する方策が必要である。具体的には、作業中の事故
の対応や役割分担、ルールの明確化等が共通の課題として認識される。 
一方、行政との連携においては、土地所有者に対する「各種地方税や国税の減免・優遇
の拡大」、「相続税の納税猶予の適用」等の税金対策での支援が求められているが、実利的
には土地所有者自身や市民団体等では対応が不可能でかつ費用がかかる樹木の伐採等への
支援等が有効であると考えられる。また、市民団体の維持管理への参加を進める上では、
土地所有者自身では困難な市民団体への金銭的支援や、市民団体の活動とのマッチング等
を行政が担う必要があると考えられる。 
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第 4章．私有林の公開活動の成果と課題 
4.1 本章の目的と方法 
4.1.1 本章の目的 
 第 1 章で記述したとおり、私有林の「不特定多数の者に対する常時公開」に至るまでに
は、①土地所有者から許可を得て保全活動を実施している市民団体等が、当該私有林にお
いて、特定の者（保全活動を実施している市民団体等と交流がある者や団体）を対象に一
時的なイベント等での公開を実施する（第 2 段階）、②個々の私有林もしくは一定の地域的
な広がりの中で存在する複数の私有林において、関係する市民団体が、一般住民等の不特
定多数の者を対象に期間限定のイベント等で公開を実施する（第 3 段階）の２つの移行段
階があると考えられる。 
このような移行段階において、私有林の公開活動の主な管理・運営主体になる市民団体
にはどのような成果や問題が発生するか、公開の運営手法にはどのような変化があるか等
について把握すること、一般住民を含む来訪者が、私有林の公開にどのような利点や要望
を感じているかなどについて把握することは、重要な課題となる。 
 これらのことを検証するために取り上げた事例が、松戸市内の私有林における市民団体
による保全および公開活動である。これらの活動は、通常は個々の私有林で実施されてい
るが、2012 年以降は、オープンフォレスト（以下「OF」とする）という形態での公開活動
が実施されている。 
 すなわち、2012年 5月に千葉県松戸市で実施された「第 1回オープンフォレスト in松戸」
（以下、「第 1回 OF（2012年）」とする）である。この試みでは、市民団体が管理する市内
のすべての私有林が一定期間内に、不特定多数の一般市民を対象に一斉公開され、市民団
体相互のネットワークを基盤にした組織と行政等との協働により運営が行われた。また、
「第 1回 OF（2012年）」は「第 2回オープンフォレスト in松戸」（以下、「第 2回 OF（2013
年）」とする）、「第 3 回オープンフォレスト in 松戸」（以下、「第 3 回 OF（2014 年）」とす
る）として現在まで継続して行われている。さらに、個々の私有林での公開イベントやツ
アー形式のイベント等を通じ、幅広い層の市民を対象としている。以上の点で「OF」は取
り上げる事例として適切であると言える。 
 本章では、私有林の保全活動と公開イベント「OF」の運営主体である市民団体を対象に、
市民団体が主体になった場合のイベントを運営する際の成果と課題、「OF」に訪れた参加者、
実行委員会、行政を対象として、その効果と課題を把握することを目的として研究を進め
た。   
 
4.1.2 調査の方法 
 調査の概要を表 4－１に示した。 
第一に、第 1回オープンフォレスト in松戸実行委員会（以下、実行委員会とする）から
提供された委員会資料等に基づく文献調査、実行委員会事務局担当者へのインタビューを
84 
 
実施した。これを通じて、「第 1回 OF（2012年）」の趣旨、実行委員会の設立経緯や運営体
制等を把握した。 
第二に、「第 1 回 OF（2012 年）」運営上の課題を把握するため、「第 1 回 OF（2012 年）」
に参加した市民団体を対象としてインタビュー調査を実施した。インタビュー調査期間は
2012年 8月から 2013年 4月である。インタビュー内容は、市民団体の私有林保全活動の目
的や活動内容、活動上の課題等の私有林の運営管理に関する内容、「第 1回 OF（2012年）」
への参加目的、イベント期間内に実施されたプログラム内容、実施により得られた成果及
び発生した課題等に対する認識である。 
第三に、「第 1回 OF（2012年）」のイベントとして実施された「森巡りツアー」および「森
の公開」の来訪者を対象に、アンケートを実施した。設問項目は、回答者の属性、イベン
トの認知経路、参加したきっかけ、イベントに対する評価、運営に対する要望等の 12項目
である。アンケートは、イベント終了時に担当者が直接参加者に配布し、その場で記入を
求め、記入後に担当者が直接回収する方式をとった。 
第四に、実行委員会事務局担当者と市役所担当者を対象にインタビューを実施した。内
容は、「第 1回 OF（2012年）」の運営体制の長所と短所、イベントの成果と課題、他主体に
対する要望等である。これらのインタビューは「第 1回 OF（2012年）」実施後に行われた。
実行委員会事務局担当者に関しては、イベント実施後の反省会となった最後の実行委員会
表 4－１ 調査の概要 
調査方法 調査期間
文献資料調査
・
・
「第1回・2回・3回OF」実
行委員会議事録
実行委員会提供アンケー
トデータ
・
・
・
・
・
・
・
・
｢第1回OF｣の実施経緯
｢第1回OF｣の当初の目的
｢実行委員会」運営体制
「第1回OF」，「第2回OF」，「第3回OF」の事業内容の変遷
「第2回OF」，「第3回OF」への参加への利点
再訪問意識
他の樹林地への訪問意向
回答者の属性
2012年4月～
2014年12月
アンケート
調査
・「第1回OF」の｢森巡りツ
アー」，｢森の公開｣に訪れ
た来訪者
・
・
・
・
・
「第1回OF」への参加きっかけ
「第1回OF」への参加への利点
「第1回OF」への要望点
再訪問意識
回答者の属性
2012年5月12日～
20日
・実行委員会事務局
担当者
・
・
・
・
・
運営体制の良かった点，問題となった点
運営資金確保
各プログラムの実施によって得られた効果と課題
他団体に対する評価や要望
今後，改善の方向性や展望
2012年8月
・市役所担当者 ・
・
・
・
・
行政からの支援
「実行委員会｣の運営体制においての成果と課題
各プログラムの実施によって得られた効果と課題
他団体に対する評価や要望
今後，改善の方向性や展望
2012年9月初
・市民団体 ・
・
・
・
市民団体の樹林地保全活動の目的や活動内容，活動上の
課題
「第1回OF」の参加目的，イベント期間中に実施したプログラ
ムの内容
「第1回OF」に実施により得られた成果及び課題
今後，改善の方向性や展望
2012年8月～
2013年4月
調査対象及び使用データ 調査内容
インタビュー
調査
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以降にインタビューを実施しており、メンバー間の意見交換の内容を踏まえた発言が期待
されるなど、対象者としての代表性があると言える。  
第五に、「第 1回 OF（2012年）」に運営において、発生した課題がどのように改善された
かを把握するため、「第 1回 OF（2012年）」から「第 3回 OF（2014年）」までの「オープン
フォレスト実行委員会議事録」を参考に、事業内容の変遷を把握した。また、来訪者の認
識がどのように変化したかを把握するため、実行委員会が「第 2 回 OF（2013 年）」、「第 3
回 OF（2014 年）」時に、私有林に訪れた来訪者に対象に実施したアンケートのデータ（実
行委員会事務局よりデータの提供を受けた）を基に、イベント参加の利点、再訪問意識、
他の私有林への訪問意向等を把握した。なお、本研究に使用することができたアンケート
データは「第 2回 OF（2013年）」が 351通、「第 3回 OF（2014年）」が 324通であった。 
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4.2 通常時の私有林の保全・公開活動の実態 
4.2.1 私有林の保全活動の目的やその内容 
（1）市民団体による私有林管理内容と活動上の公開 
 市民団体の活動の目的や活動内容について表 4－2に示す。まず、既存の市民団体 3団体
と「里やまボランティア入門講座」を契機に創設された市民団体が 9団体とを合わせると、
計 12団体が市内で私有林の保全活動を行っていた（2012 年 4 月現在）。 
 市民団体は、約 0.3ha から約 1ha と様々な規模の私有林で保全活動を行っている。活動
が行われている私有林の多くが市街化区域もしくは市街化区域に隣接した市街化調整区域
に位置しており、住宅地に接していることが特徴である。 
管理活動の頻度は、月 2回、平日に管理活動を実施している団体(8団体)が多かった。市
民団体での活動の目的について複数回答を求めたところ、代表的なものとして、「樹林地の
保全」(12団体)、「仲間づくり」(8団体)、「動植物の生息地の保護」(2団体)等が挙げられ
た。 
市民団体の主な維持管理活動内容は、「清掃」（12団体）、「草刈りや剪定」（12団体）、「高
枝や樹木の伐採」（11 団体）、「樹木や花の植栽」（6 団体）であった。また、一部の市民団
体は保全活動以外に、定期的に他団体との連携により私有林でイベントを行っていた。具
体的な内容として、保育園、小学校等の交流団体と行い、自然観察、自然体験、里山保全
活動体験などが挙げられたほか（6 団体)、大学や地元クラブと一緒に昆虫観察、音楽会等
を協働で実施している(4団体)ことが把握された（写真 4－1）。 
 以上より、市民団体は私有林の保全を主たる目的として活動しているが、一部の団体で
は、幼稚園、小学校など他団体と連携し、自然観察、自然体験といった環境教育プログラ
ム、保全活動を実際に体験できるようなイベントを行っていることが分かる。 
 
 
 
 
  
写真 4－1 交流団体との公開活動の様子 
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2回
/月
河
原
塚
古
墳
の
森
0
.5
市
街
化
調
整
区
域
戸
建
て
住
宅
■
■
1
9
9
6
21
2人
2回
/月
溜
ノ
上
の
森
1
市
街
化
区
域
集
合
住
宅
・戸
建
て
住
宅
■
■
■
■
■
■
■
一
起
の
会
(1
期
生
)
2
0
0
4
18
人
2回
/月
八
ヶ
崎
の
森
0
.
6
5
市
街
化
区
域
集
合
住
宅
・戸
建
て
住
宅
■
■
■
■
■
■
■
囲
い
や
ま
森
の
会
(2
期
生
)
2
0
0
5
16
人
2回
/月
囲
い
や
ま
の
森
2
市
街
化
調
整
区
域
戸
建
て
住
宅
・畑
■
■
■
■
■
■
■
■
三
吉
の
森
0
.4
市
街
化
調
整
区
域
戸
建
て
住
宅
・畑
立
切
の
森
1
.1
市
街
化
調
整
区
域
畑
■
■
四
季
の
会
(4
期
生
)
2
0
0
7
12
人
2回
/月
ホ
ダ
シ
の
森
0
.3
市
街
化
調
整
区
域
戸
建
て
住
宅
■
■
■
■
里
や
ま
Ｖ
・千
駄
堀
(5
期
生
)
2
0
0
8
19
人
2回
/月
し
ん
や
ま
の
森
0
.6
市
街
化
調
整
区
域
畑
・樹
林
■
■
■
■
■
■
■
小
浜
の
森
の
会
(6
期
生
)
2
0
0
9
12
人
2回
/月
小
浜
屋
敷
の
森
0
.6
市
街
化
調
整
区
域
業
務
用
地
・畑
・樹
林
■
■
■
■
七
喜
の
会
(7
期
生
)
2
0
1
0
14
人
3回
/月
紙
敷
石
み
や
の
森
1
市
街
化
調
整
区
域
学
校
（高
等
）・
畑
・樹
林
■
■
■
■
■
■
八
輝
の
会
(8
期
生
)
2
0
1
1
11
人
2回
/月
芋
の
作
の
森
0
.4
8
市
街
化
調
整
区
域
戸
建
て
住
宅
・畑
・樹
林
■
■
■
■
2
0
0
8
8団
体
(1
52
人
)
2回
/月
秋
山
の
森
1
市
街
化
調
整
区
域
戸
建
て
住
宅
・畑
■
■
■
■
■
■
区
域
隣
接
環
境
3回
/月
31
人
2
0
0
6
三
樹
の
会
(3
期
生
)
■
■
■
■
■
■
■
■
活
動
場
所
樹
林
地
面
積
（h
a）
交
流
団
体
運
営
協
力
団
体
内
容
関
さ
ん
の
森
を
育
む
会
溜
ノ
上
レ
デ
ィ
ー
ス
河
南
環
境
美
化
の
会
松
戸
里
や
ま
応
援
団
団
体
名
結
成
年
会
員
数
維
持
管
理
活
動
頻
度
普
段
の
樹
林
地
保
全
活
動
内
容
普
段
の
樹
林
地
で
の
公
開
活
動
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4.2.2 私有林の保全活動運営上の課題 
 私有林の維持管理上の課題を表 4－3に示す。市民団体が私有林の管理活動を行う際の課
題について複数回答を求めたところ、「保全活動の担い手の不足」（10 団体）が多く、続い
て、「資金不足」（6団体）、「伐採木材の処分」（4団体）、「土地所有者との関わり」（2団体）
等が挙げられた。 
 「保全活動の担い手の不足」に関しては、「地域住民の樹林地保全活動に対する関心不足」、
「平日に保全活動を行うため若者の参加が難しいこと」等が理由として挙げられた。 
 また、「土地所有者との関わり」に関しては、「活動場所に複数の土地所有者が存在し、
間伐や草刈りの基準など樹林地保全に関する意見調整が難しいこと」、「土地所有者の意向
により活動場所の一部が売却されたり、伐採されたりする」ことが課題として挙げられた。
「資金不足」に関しては、多くの市民団体が保全活動の際に必要な資金の援助を、「公益財
団法人松戸みどりと花の基金」（9団体）や「花王・みんなのもりづくり活動助成」（5団体）
から受けていた。しかし、チェ－ン、刈払機など維持管理に必要な機械や道具を揃えるた
めには、資金が不足しており、管理運営をしていく上で困難な状況であることが挙げられ
た。 
 市民団体が保全活動を行う上では、市民団体が私有林の保全活動の担い手を確保するこ
とが大きな課題であったため、普段、市民団体が保全活動の担い手を確保するために行っ
ている内容について回答を求めたところ、「掲示板での保全活動の内容の広報や会員募集」
（8団体）が最も多く、「樹林地の保全活動以外にイベント実施」（2団体）、「樹林地保全活
動内容に関するチラシ・パンフレットを活動場所の周辺住民に配布」（1団体）であった。 
 次に、今までの保全活動の担い手確保の経緯を尋ねた結果、「市民団体メンバーが知人に
勧誘を行った」（7団体）、「掲示板による会員募集が行われた」（4団体）、「イベント開催に
よって担い手が確保できた」（2団体）が挙げられた。 
 以上より、保全活動の担い手の不足・資金不足などが大きな運営上の課題であると言え
る。また、市民団体は保全活動の担い手を確保するため、掲示板・ホームページなどでの
表 4－3 管理運営上の課題 
メンバー
の高齢化
保全活動
の担い手
不足
資金不足
土地所有
者との関
わり
周辺住民
からの苦
情
伐採木材
の処分
トイレな
ど施設物
の不備
不法投棄
物の問題
特にない
■
■
■
一起の会(1期生) ■ ■ ■ ■
囲いやま森の会(2期生) ■ ■ ■ ■
三樹の会(3期生) ■ ■ ■ ■
四季の会(4期生) ■ ■
里やまＶ・千駄堀(5期生) ■ ■ ■ ■ ■
小浜の森の会(6期生) ■ ■ ■
七喜の会(7期生) ■ ■
八輝の会(8期生) ■ ■
■
団体名
松戸里やま応援団
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
河南環境美化の会
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広報を行い、一部の団体では、私有林でのイベント開催時にパンフレット等の配布により
担い手の確保に努めているが、ほとんど効果はみられず、メンバーの知人を勧誘すること
が主な担い手確保の手段であると言える。 
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4.3 「第 1回 OF（2012年）」の目的・事業概要・運営組織 
4.3.1 「第 1回 OF（2012 年）」の目的 
 趣意書 1)の記述から「第 1回 OF（2012年）」は、「樹林地や保全活動への市民の理解の向
上」を主たる目的としたことがわかる。また、実行委員会の議事録には、「気軽に里やま保
全活動に参加できるようなきっかけづくり」等の語句が散見され、活動の新たな担い手の
確保も意図したことがわかる。一方、実行委員会の組織には、市内のすべての市民団体の
メンバーが参集していること、各団体間でのイベント運営時の役割分担等が行われている
ことが把握でき、実行にあたっての市民団体間のネットワーク強化とそれによる運営体制
の構築が意図されたことがわかる。加えて、趣意書 1)や議事録には、行政、土地所有者、関
連する市民団体等への参加の呼び掛け、関係構築の必要性や協働に向けての具体的作業の
内容等が数多く記述されており、様々な主体との協働が意図されたことがわかる。 
 
4.3.2 「第 1回 OF（2012 年）」の事業概要 
 「第 1 回 OF（2012年）」は、2011 年 5月の開催を予定していたが、東日本大震災により
1年延期された。開催期間は、2012年 5月 12日から 20日まで 9日間であり、「オープニン
グ式典｣（以下、「式典」）、｢森の文化祭｣（以下、「文化祭」）、｢森巡りツアー｣（以下、「ツ
アー」）、｢森の公開｣（以下、「公開」）の４種類のイベントが行われた。 
 「式典」は、期間初日に市内の総合公園である「21 世紀の森と広場」のパークセンター
で実施された。「OF」の開催を記念し、その意義や関連主体の連携を再確認するために、実
行委員会、土地所有者、私有林を保全する市民団体、後援団体、行政関係者が参集し、「主
催者の挨拶」、「公開する森の土地所有者への感謝状の贈呈」、「各団体による樹林地保全活
動の紹介」等が行われた。  
「文化祭」は、期間中を通じて、パークセンターで実施された。「来訪者の市民の樹林地
保全活動への理解向上」を目的とし、活動の楽しみや広がりを伝えることに重点が置かれ
た。「活動を紹介するパネルや映像の展示」、「樹林地の維持管理作業で発生する木材・竹材
を使用したクラフト」等の展示が行われた。 
「ツアー」のコースと概要は図 4－1に示した。複数の私有林をガイド付きのツアー形式
で巡るイベントであり、6コースで実施された。より多くの市民に私有林の存在や保全活動
を理解してもらうため、私有林の場所を知らない多くの市民がアクセスしやすい駅を集合
場所とし、参加者を市民団体のメンバーが私有林へ引率していき、個々の私有林では、私
有林の自然や市民団体の保全活動を解説する形式をとった。 
「公開」は、参加者があらかじめ設定された公開日に個々の私有林を訪れ、市民団体が
独自に企画したイベントを楽しむものである。「樹林地保全活動の楽しみを伝え、気軽に活
動に参加できるようなきっかけづくり」を目的としている。このため、個々の市民団体に
より、「樹林地保全活動の紹介」の他にも、「自然観察」、「ハンモック遊び」、「紙芝居」、「ク
ラフト」等のプログラムが提供された。 
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なお、「ツアー」で公開された私有林は、13 箇所の私有林、「公開」で公開された私有林
は、1箇所の都市公園（近隣公園である「根木内歴史公園」）を加えて計 14箇所であった。 
 
4.3.3 「第 1回 OF（2012 年）」運営組織 
実行委員会は、｢松戸里やま応援団｣が、市内の他の市民団体に呼び掛けを行ったことを
契機に 2010 年 7 月に組織された。以後、「第 1 回 OF（2012 年）」が終了し、その反省が行
われた実行委員会を含め、計 20回の実行委員会が開催された。 
 メンバーは、学識経験者、私有林の土地所有者で構成され定例会や相続税に関する陳情、
 
図 4－1 ｢森巡りツアー｣のコースと概要 
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市民団体との交流を行う「松戸ふるさとの森の会」、私有地の緑地保全や緑化推進を事業と
する「(財)松戸みどりと花の基金」、市民活動の中間支援組織である｢松戸まちづくり交流
室テント小屋｣の代表者に加え、私有林の保全を行う市民団体の代表者が参集した。市民団
体は、表 4－4 に示すように、「里やまボランティア入門講座」が開設される以前から活動
を継続してきた｢関さんの森を育む会｣、「金ヶ作の森を育む会」、「河南環境美化の会」、｢溜
ノ上レディース」、｢里やまボランティア入門講座｣の共催や観察学習会を行う「緑のネット
ワークまつど」、公園の樹林の保全活動団体である「根木内歴史公園サポーター・根っ子の
会」に、「松戸里やま応援団」の 8 団体である。実行委員会は委員長 1 名、副委員長 2 名、
委員 13名、会計 2名、事務局長 1名、事務局 1名、監事 2名の計 22人からなる。 
表 4－5には実行委員会の運営体制を示した。行動計画、広報、資金の 3部会と事務局で
構成され、構成員の全員が市民団体メンバーであるため、具体的な作業も市民主体で行わ
れたと言える。 
行動計画部会は、「式典」や「文化祭」の企画、要員確保、「ツアー」の企画、訪問地と
なる私有林の市民団体との調整、ガイドの確保等を行った。また「公開」では市民団体の
独自イベントの実施日の調整を行った。「第 1回 OF（2012年）」の目的を達成するためのイ
ベントの企画について主導的な役割を担うとともに、市民団体間の調整や連携を図る役割
が期待されていたと言える。 
広報部会は、「第 1回 OF（2012年）」の開催を告知するチラシやポスター、ガイドブック
表 4－4 実行委員会に参加した市民団体の概要 
結成年 会員数 主な活動内容
1995
約200
家族
関さんの森・幸谷の保全活動(1回/月)
1996 212人 河原塚古墳の森の保全活動(2回/月)
2000 39人
松戸里やまボランティア入門講座共催
年4回観察学習会
定例会議(1回/月)
2001 20人 三吉の森の保全活動(1回/月)
2002 80人
樹林地保全にかかわる緑化の啓発や調査研究
樹木の育成管理及び植樹及び樹林地保全
2005 13人 幸谷の保全活動(2回/月)
2006 23人
公園の保全活動(毎週金曜日)
根木内歴史公園の保全整備及び湿地帯の観察会
一起の会　(1期生) 2004 17人 八ヶ崎の森の保全活動(2回/月)
囲いやま森の会　(2期生) 2005 16人 囲いやまの森の保全活動(2回/月)
三樹の会　(3期生) 2006 31人 三吉の森・立切の森の保全活動(3回/月)
四季の会　(4期生) 2007 16人 ホダシの森の保全活動(2回/月)
里やまＶ・千駄堀　(5期生) 2008 22人 しんやまの森の保全活動(2回/月)
小浜の森の会　(6期生) 2009 21人 小浜屋敷の森の保全活動(2回/月)
七喜の会　(7期生) 2010 16人 紙敷石みやの森の保全活動(3回/月)
八輝の会　(8期生) 2011 13人 芋の作の森の保全活動(2回/月)
松戸里やま応援団 2008
8団体
(152人)
秋山の森(2回/月)・
八幡腰の森の保全活動(3～4回/年)
団体名
河南環境美化の会
関さんの森を育む会
根木内歴史公園サポーター・
根っ子の会
溜ノ上レディース
松戸ふるさとの森の会
金ヶ作の森を育む会
緑のネットワークまつど
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の作成等を行った。また、市の広報、新聞、ミニコミ誌等への広報依頼を行った。ガイド
ブックは、公開する私有林の位置を記載した地図、私有林の特徴、管理する市民団体の連
絡先、活動日と内容等が掲載されている。これは「ツアー」、「公開」で私有林を訪れた参
加者に配布され、他のメディアによる「第 1 回 OF（2012 年）」の開催そのものの周知に加
えて、市民の私有林保全活動の理解向上や活動の担い手確保に役立てることを意図してい
た。 
資金部会は、事業予算・決算の作成と出納確認、資金調達を行った。資金調達では市内
の事業者等を直接訪問し、「第 1回 OF（2012年）」の趣旨を説明するとともに、協賛金の依
頼を行っており、地元事業者という新たな主体の参加促進の役割を担ったと言える。 
事務局は、実行委員会の運営の他、共催団体の松戸市との連絡調整の窓口として、行政
との連携や協働の促進の役割も担った。 
なお、運営資金は実行委員会が市民や地元事業者等から募る協賛金により賄われた。そ
の総額は約 60万円であり、44％が市民団体、27％が地元事業者、25％が個人によるもので
あった。その使途はポスタ ・ーチラシ印刷費が 39％、パネル・横断幕が 18％、通信費が 3％、
事務所費・文房具が 8％、傷害保険費が 3％、次回繰越額が 29％等であり、広報に該当する
額が大きいと言える。 
また、共催団体である松戸市では、みどりと花の課の担当者がオブザーバーとして実行
委員会に同席し意見を述べるとともに、公的機関への後援依頼、土地所有者との連絡調整、
広報・HPへの掲載、会議室の提供、資料のコピーなどの役割を担っていた。 
 
表 4－5 実行委員会の運営体制 
行動計画
部会
・イベントの
企画・調整・
準備・実行
・
・
・
・
「オープニング式典」の企画
「森の文化祭」の企画
「森巡りツアー」の企画
「森の公開」の企画
・
・
・
・
各イベントの日程調整（各市民
団体）
各イベントの実施準備・要員確
保（各市民団体）
「森の文化祭」の展示パネル
準備の依頼（各市民団体）
「森巡りツアー」の下見・コース
設定（特定の市民団体）
・
・
「オープニング式典」，「森の文
化祭」の会場確保（市みどりと
花の課）
実行委員会会場の提供（市み
どりと花の課）
広報部会
・
・
広報媒体の
作成
広報依頼
・
・
・
・
・
チラシとポスターの作成
市の広報への記事掲載依頼
新聞への記事掲載依頼
ミニコミ誌への記事掲載依頼
ガイドブックの作成
・
・
チラシ・ポスターのデザインの
検討依頼（市民団体メンバー）
ガイドブックの記事・写真の提
出依頼（各市民団体）
・
・
・
・
記者クラブでの会見設定依頼
（市みどりと花の課）
チラシ・ポスター配布依頼（市
教育委員会指導課・小中学
校）
チラシ回覧・ポスター掲示依頼
（市地域課）
その他
資金部会
・
・
・
資金調達
予算・決算
の作成
出納確認
－ ・協賛金依頼先の検討依頼（市
民団体）
・
・
資金確保ための情報収集（松
戸市みどりと花の課・（財）松
戸市みどりと花の基金）
直接訪問による協賛金の依頼
（地元事業者）
部会 主要業務
事業の目的や意図との対応
樹林地保全活動の理解
向上と担い手確保
市民団体間のネットワーク強化
と運営体制の構築
行政等の他主体との
連携や協働の実現
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4.4 「第 1回 OF（2012年）」における市民団体の活動状況と認識 
4.4.1 公開イベントの実施目的やプログラムの内容 
（1）「第 1回 OF（2012年）」の参加目的と実施したプログラム 
 市民団体における「第 1 回 OF（2012 年）」の参加目的を複数回答で求めた結果を表 4－6
に示す。 
その結果、「樹林地の存在を周知するため」（9団体）、「市民団体・活動内容を広報するた
め」（8団体）、「自然体験の場として提供させるため」（3団体）、「他の樹林地保全団体から
勧誘されたため」（2団体）が挙げられた。「市民団体・活動内容を知らせるため」に関して
は、「第 1回 OF」を通じて私有林保全活動の担い手確保を図っていること、また、新たに設
立された市民団体（「八輝の会」）は、一般市民に私有林保全活動を周知するとともに、既
存の市民団体に向けた活動内容の周知という目的を持っていることが把握された。 
「第 1回 OF（2012年）」時に実施したプログラムを複数回答で求めた結果を表 4－7に示
す。 
「ハンモック」（6団体)が多く、「森の案内」（5団体）、「自然観察」（5団体）等が行って
いた。そのうち、参加者に最も人気があったプログラムを尋ねた結果、「ハンモック」（5団
体）が多く、「竹・丸太切り」（2 団体）、「ブランコ」（1 団体）、「紙芝居」（1 団体）、「クラ
フトづくり」（1団体）等が挙げられた（写真 4－2）。「ハンモック」の場合、幅広い年齢層
の参加者に人気があり、「竹・丸太切り」は子ども連れの参加者に人気があったということ
が把握された。 
 以上より、第 1回 OF（2012年）は市民団体にとって活動場所、活動内容などを地域住民
に周知する機会になっており、またそれにより、私有林保全活動の担い手確保を期待して
いると言える。これに関連して、活動場所や活動内容の魅力を地域住民に伝えるため、ハ
ンモックや紙芝居等のイベントを実施し、イベント内容の充実を図ったと言える。
表 4－6 「第 1回 OF（2012 年）」参加目的 
樹林地の存在を周知す
るため
市民団体・活動内容を
広報するため
自然体験の場として提
供させるため
他の樹林地保全団体
から勧誘されたため
■
■ ■
■
一起の会　(1期生) ■ ■ ■
囲いやま森の会　(2期生) ■ ■
三樹の会　(3期生) ■ ■
四季の会　(4期生) ■ ■
里やまＶ・千駄堀　(5期生) ■ ■
小浜の森の会　(6期生) ■
七喜の会　(7期生) ■
八輝の会　(8期生) ■ ■
■ ■ ■
団体名
松戸里やま応援団
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
河南環境美化の会
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4.4.2 公開イベントの運営に関する認識 
（1）「第 1回 OF（2012年）」を実施する際の留意点 
 市民団体が「第 1回 OF（2012年）」を実施する際に気を付けた点について表 4－8に示す。 
「来訪者の事故や怪我の発生」（11団体）、「プログラム内容の準備」(2団体)、「トイレ・
看板等施設の整備・設置」（2団体）が挙げられた。「来訪者の事故や怪我の発生」に関して
は、万が一、私有林の中で、来訪者が事故や怪我が発生した場合、主催者である市民団体
が責任を持つため、今後、市民団体そのものやイベントの存続にも関わることとして、こ
れらを懸念したためであると考えられる。そして、市民団体は、発生の恐れがある事故や
怪我に対応するため、「樹林地内の通路の整備」、「広場・遊び場の整備」、「ササ等植物の剪
定」等の安全対策を行っていた。「プログラム内容の準備」に関しては、「保全活動の体験
を通じた樹林地の魅力の発見が保全活動の担い手確保に繋がっている」と考えるため、そ
の点を考慮してプログラム内容を検討した団体もあった。 
 以上より、多くの市民団体は OFを準備する際に、来訪者の安全を懸念しており、それら
を解決するため、看板の設置、通路や遊び場の整備等を行っていると言える。これは、事
故の発生が市民団体そのものの存続に係わることとして重く受け止められているからであ
る。また、私有林の保全活動の担い手を確保するため、プログラム内容の準備においても
表 4－7 実施したプログラム 
内容
樹木の解説，森の案内
ブランコ（★），ハンモック（★），輪投げ
森の案内（★），輪投げ，グランドゴルフ，クラフトづくり
一起の会　(1期生) ハンモック（★），竹・丸太切り（★），輪投げ
囲いやま森の会　(2期生) ブランコ，ハンモック（★），竹・丸太切り（★），網渡り，虫探し
三樹の会　(3期生) 自然観察（★），森の案内，ブランコ，ハンモック，クラフトづくり，竹の子塩付け体験
四季の会　(4期生) ハンモック（★），紙芝居（★），子ども囲碁
里やまＶ・千駄堀　(5期生) ハンモック（★），樹木の解説，森の案内，樹木の名札付き，自然観察
小浜の森の会　(6期生) クラフトづくり（★），自然観察
七喜の会　(7期生) 森の散策，自然観察
八輝の会　(8期生) 樹木の解説，森の案内，樹木の名札付き，自然観察
森の散策
団体名
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
河南環境美化の会
松戸里やま応援団  
※（★）は，市民団体が「人気があったプログラム」として認識しているものである。 
 
写真 4－2 参加者に人気があったプログラムの例（左：丸太切り体験，右：ハンモック遊び） 
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検討が行われていることのは、市民団体における活動メンバーの不足が背景にあると考え
られる。 
 
（2）「第 1回 OF（2012年）」の実施により得られた成果と発生した課題 
「第 1回 OF（2012年）」期間中に寄せられた来訪者からの要望を尋ねた結果、「駅から森
までの道が分かりにくい」（2団体）、「もっと公開してほしい」（2団体）、「近くにある森の
情報がほしい」（1団体）、「入口が分かりにくい」（1団体）、「再訪問したい」（1団体）、「OF
以外も森巡りツアーに参加したい」（1 団体）、「森毎に公開日が違うため、隣接した森の公
開日を統一してほしい」等などが挙げられた。 
 「公開」の実施によって得られる成果と発生した課題について表 4－9に示す。 
 運営上の成果として、「市民団体や樹林地保全活動の内容をお知らせできた」（8 団体）、
「森を知ってもらった」（7 団体）が多く、「大勢の来訪者が森に来た」（3 団体）が挙げら
れた。その他、「市民団体が自力で運営した」、「樹林地の所有者から公開の承認を得られた」、
「市民団体のメンバーで新人が来た」等が挙げられた。「市民団体や樹林地保全活動の内容
表 4－8 気を付けた点 
来訪者の事
故や怪我の
発生
プログラム内
容の準備
トイレ・看板
等施設の整
備・設置
■ 散策路の整備
■ 散策路の整備、道路沿いの整備
■ ■ イベントの準備（巣箱の材料など）、トイレの確保
一起の会　(1期生) ■ 通路沿いのササ等植物の剪定
囲いやま森の会　(2期生) ■ 危険の状況を把握、放射能の調査し、立入禁止等ロープで区分
三樹の会　(3期生) ■ ■ イベントの準備、散策路などの整備
四季の会　(4期生) ■ ササにさされないように通路等の整備
里やまＶ・千駄堀　(5期生) ■ 危険木の整備、散策路の整備
小浜の森の会　(6期生) ■ 散策路の整備
七喜の会　(7期生) ■ 散策路、広場、遊び場にある木の剪定など整備
八輝の会　(8期生) ■ ■ 散策路の整備、看板の設置
■ 危険の状況を把握、散策路の整備
OFを準備する際に気をつけた点
対応団体名
松戸里やま応援団
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
河南環境美化の会
 
 
表 4－9 「公開」によって得られた成果と発生した課題 
市民団
体や活
動内容
をしても
らった
樹林地
を知っ
てもらっ
た
大勢の
来訪者
が来た
土地所
有者か
ら公開
の承認
を得た
子供達
が体験
できた
新しい
メン
バーが
来た
自力で
運営し
た
保全活
動の仲
間が増
えた
実感で
きない
特にな
い
予想以
外のお
金がか
かった
樹林地
の入口
が分か
りにくい
大勢の
来訪者
がいた
ため、
対応で
きな
かった
■ ■ ■
■ ■
■ ■
一起の会　(1期生) ■ ■
囲いやま森の会　(2期生) ■ ■ ■ ■
三樹の会　(3期生) ■ ■ ■ ■ ■
四季の会　(4期生) ■ ■
里やまＶ・千駄堀　(5期生) ■ ■ ■
小浜の森の会　(6期生) ■ ■ ■
七喜の会　(7期生) ■ ■ ■
八輝の会　(8期生) ■ ■ ■
■ ■ ■松戸里やま応援団
団体名
成果 課題
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
河南環境美化の会
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をお知らせできた」に関しては、「来訪者のみならず、里山応援団グループ全体に宣伝にな
った」という内容が把握できた。次に、実施によって発生した課題を尋ねた結果、「特にな
い」（7 団体）が多く、「予想以外のお金がかかった」（2 団体）、「森の入口が分かりにくい
ため迷った人がいる」（1 団体）、「予想以外の参加者が訪れてプログラムが円滑に対応でき
なかった」（1 団体）が挙げられた。「予想以外のお金がかかった」に関しては、「トイレの
確保」、「飲み物の提供」というサービス提供面での内容であることが把握できた。 
「ツアー」の拠点となって生じる成果と発生した課題について表 4－10 に示す。その成
果として、「樹林地を知ってもらった」（10 団体）、「市民団体や樹林地保全活動内容が周知
できた」（4団体）、「大勢の参加者が来た」（2団体）、「案内員の知識が違うため案内員同士
でも勉強になった」（1団体）などが挙げられた。一方、課題として、「想定を大きく超えた
参加者がいたため、対応ができなかった」（6団体）、「特にない」（5団体）、「安全面での不
安があった」（1 団体）、「周辺住民から苦情が発生した」（1 団体）が挙げられた。「想定を
多く超えた参加者がいたため、対応ができなかった」に関しては、「先頭の説明する人の声
が後ろには聞こえなかった」という内容が把握できた。また、「安全面での不安があった」
に関しては、「樹林地までの道路が狭くて大勢の来訪者が来た時の安全面での不安」という
内容が把握できた。 
以上より、「公開」や「ツアー」は市民団体にとって活動場所、活動内容などを地域住民
に周知させる点において成果があったと言える。しかし、「公開」は私有林までのアクセス
やプログラムの案内など来訪者への対応に関する点、「ツアー」は短い時間に大勢の参加者
が訪問することで、スタッフの不足による参加者への対応不足が課題として認識されてい
ると言える。 
 
（3）来訪者の私有林保全活動への参加意欲 
市民団体が「第 1 回 OF（2012 年）」を実施している際、来訪者から私有林保全活動への
参加意欲の有無とそれに対する市民団体の対応について表 4－11に示す。市民団体 12団体
表 4－10 「ツアー」の拠点となって生じた成果と課題 
樹林地を
知っても
らった
市民団体
や活動内
容をしても
らった
大勢の来
訪者が来
た
案内員同
士に勉強
になった
特にない
大勢の来
訪者がい
たため、
対応でき
なかった
特にない
安全面で
の不安が
あった
周辺住民
から苦情
が発生し
た
■ ■
■ ■
■ ■
一起の会　(1期生) ■ ■
囲いやま森の会　(2期生) ■ ■
三樹の会　(3期生) ■ ■ ■
四季の会　(4期生) ■ ■
里やまＶ・千駄堀　(5期生) ■ ■
小浜の森の会　(6期生) ■ ■ ■
七喜の会　(7期生) ■ ■ ■ ■
八輝の会　(8期生) ■ ■ ■
■ ■ ■ ■松戸里やま応援団
団体名
成果 課題
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
河南環境美化の会
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のうち、7団体において、私有林保全活動への参加意欲がある来訪者があった。7団体の市
民団体はそれへの対応として、活動内容に関するチラシやパンフレットを配布した。また、
来訪者が週末に保全活動を望んだ場合、私有林の活動日が平日であった市民団体では、週
末に保全活動を行っている他の市民団体を紹介していた。しかし、参加要望が実際の活動
まで繋がった市民団体は 1 団体しかいないのが実状であった。その理由として、森の案内
等のプログラムを重点的に行ったため、担い手確保に関する広報ができなかったことや参
加の問い合わせについて事前に予想できなかったため、適切な対応ができなかったという
意見が挙げられた。それに対し、今後、市民団体は、普段の活動内容の紹介や保全活動が
体験できるイベントを追加で企画し、参加意欲があった来訪者を対象に連絡先の記入をし
て頂き、保全活動やイベントに関する情報の発信などの対応策を挙げていた。 
以上より、「第 1回 OF（2012年）」は、市民団体において担い手確保の契機としての効果
があったと言える。ただし、今回が初めての実施であり、プログラムの運営に集中したこ
とによって、広報ができなかったことなど、担い手確保の面において十分に対応ができな
かったことが課題であると言える。 
 
（4）今後の方向性 
 今後、「第 2回 OF（2013年）」に参加する意向を尋ねた結果、すべての市民団体が参加を
希望していた。しかし、「市民団体のメンバー数により対応できないため、土日だけに参加
したい」、「樹林地保全活動の姿を参加者に見せたいため、活動日を考慮し公開日を決めた
い」等の意見が挙げられた。 
 今後の改善点について複数回答を求めた結果を表 4－12に示す。 
 まず、「第 1 回 OF（2012 年）」の企画段階では、「森の周辺住民にもっとチラシを配布し
たい」、「幼稚園や小学校などにチラシを配布したい」、「松戸市の広報だけではなく、他自
治体の広報にも載せたい」等が挙げられた。また、「金銭的負担の増大により、地元企業や
表 4－11 OF期間中担い手確保 
有 無
■ ・ 無し －
■ ・ 無し －
■ ・ 無し －
一起の会(1期生) ■ ・ パンフレット，チラシ配布 －
囲いやま森の会(2期生) ■ ・ 無し －
三樹の会(3期生) ■ ・ パンフレット，チラシ配布 4人
四季の会(4期生) ■ ・ パンフレット，チラシ配布 －
里やまＶ・千駄堀(5期生) ■
・
・
土日に活動している他の市民団体を紹介
パンフレット，チラシ配布
－
小浜の森の会(6期生) ■ ・ 無し －
七喜の会(7期生) ■ ・ パンフレット，チラシ配布 －
八輝の会(8期生) ■ ・ パンフレット，チラシ配布 －
■ ・ 無し －
保全活動への問い合
わせの有無 保全活動の問い合わせへの対応
河南環境美化の会
増加したメン
バー数
松戸里やま応援団
団体名
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
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住民に金銭的な支援が必要である」、「春だけではなく、秋にもイベントを行いたい」等の
声も挙げられた。 
 「公開」の場合、「普段実施している樹林地保全活動の姿を見せたい」、「普段の活動を見
せながら一緒に保全活動をしてもらいたい」、「次の森まで道が分かりにくいため、マップ
の見直し、看板、矢印等の設置が必要である」等が挙げられた。 
 「ツアー」の場合、「60代以上の参加者が多いため、1ヶ所の森でゆっくり過ごしてほし
い」、「大勢の人数ではなく家族やグループのような小規模で来てほしい」、「大勢の参加者
が来た時に、案内の仕方を工夫する必要がある」、「参加者が森の中で滞在する時間がほし
い」等が挙げられた。 
 以上より、市民団体は「第 2 回 OF（2013 年）」イベントへの参加を望んでおり、市民団
体の活動メンバー数を考慮した公開日の調整、小学校など子供、他都市の地域住民等を参
加させるための広報の充実化などが必要になると認識している。また、「公開」の場合、私
有林のマップの見直し、看板の設置など公開された私有林までのアクセス向上に関する要
望があり、「ツアー」に関しては、市民団体がイベント参加者に十分に対応できるよう、参
加者の人数や滞在時間の調整が必要とされていると言える。 
 
表 4－12 今後の改善点や要望 
－
・
・
屋敷林であるため、地主さんのプライバ
シーを侵害しない範囲でやりたい。
森から森まで行く道が分かりやすい図面
が必要である。
－
・ 森の周辺住民にもっとチラシを撒きたい。 ・ 森の大切さを伝えるため、お土産品でも
作って販売したい。 －
・
・
資金の確保や支援が必要である。
普段行う市民団体会の宣伝とOFの宣伝
を一緒にすることで、宣伝の費用を削減
する必要がある。
－ －
一起の会
　(1期生)
－
・ 普段の活動を見ながら一緒に活動しても
らったり、時間をすごしてもらいたい。
・ OF以外も森巡りツアーをやってほしい。
60代以上の参加者が多いため、1つの森
でゆっくり過ごしてもらいたい。
囲いやま森の会
(2期生)
・
・
より広い地域までチラシを配布したい。
幼稚園や学校にもチラシを配布したい。 －
・ もうちょっと参加者が森の中で滞在する
時間が欲しい。
三樹の会
(3期生)
－
・ 隣接した森と公開日を統一したい。
－
四季の会
(4期生)
・ 近隣住民に広報や金銭的な支援をもら
いたい。
・
・
それぞれの森の特徴が違うため、それに
あったイベントを企画する必要がある。
普段、実際に行う樹林地保全活動の姿を
見せたい。
・ 大勢の人数ではなく家族とかグループの
ような小規模で来てほしい。
里やまＶ・千駄堀
(5期生)
・
・
・
一回で終わらずに続けてやって欲しい。
周辺地域にもっとチラシを撒きたい。
資金の確保が必要である。
・ 森までの道が分かりにくいため、道案
内、矢印等の設置が必要し、実際行うた
めには市からの許可が必要である。
・ もうちょっと参加者が森の中で滞在する
時間が欲しい。
小浜の森の会
(6期生)
・ イベントは各森の特徴を考慮した上で、
春だけではなく、夏、秋でもやって欲し
い。
・ 新しいメンバーが入るように，イベント企
画が必要である。
・ もうちょっと参加者が森の中で滞在する
時間が欲しい。
七喜の会
(7期生)
・ 第2回OFではあまり手間がかからない範
囲でやりたい。
・ 普段の活動を見ながら一緒に活動しても
らいたい。
・ ツアー参加者を分散して案内してほしい。
八輝の会
(8期生)
－ －
・ ツアー参加者を分散して10～20人の範
囲でやって欲しい。
・ 松戸市の広報だけではなく、市川市・柏
市の広報にも載せたい。 －
・ 大勢の人が来た時に案内の仕方を工夫
する必要がある。松戸里やま応援団
森巡りツアー森の公開企画段階団体名
関さんの森を育む会
溜ノ上レディース
河南環境美化の会
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4.5 「第 1回 OF（2012年）」公開イベントの主催者の認識 
 ｢実行委員会事務局担当者｣から把握した OF運営上の成果と課題について、表 4－13に示
す。 
4.5.1 実行委員会事務局担当者の認識 
第一に、一般市民に対する私有林保全活動の理解向上と担い手確保における成果と課題
として、「式典」では、「樹林地所有者や市長に「第 1 回 OF（2012 年）」や樹林地保全活動
の意義を伝える機会になったこと」が挙げられた。「ツアー」では、「想定を大きく超える
参加者があったため、引率するガイド、スタッフやガイドブックが不足したこと」が課題
として挙げられた。「公開」の効果として、「参加者に樹林地の存在意義や樹林地保全団体
の活動内容を知らせる機会になったこと」、「樹林地保全活動への参加意欲を示した参加者
もいたこと」が挙げられた。一方、「小学校の運動会等の地域行事と公開日の日程調整」、「樹
林地の特性や状況にあったプログラム内容の検討」が、課題として挙げられた。 
第二に、市民団体間のネットワークの強化と運営体制の構築における成果と課題として、
「松戸市内の樹林地保全団体がすべて参加してくれた」、「お互いの団体のノウハウが共有
できた」等が挙げられた。「第 1回 OF（2012年）」にすべての市民団体が参加しイベントの
準備を協働で実施したことでお互いの団体のノウハウが共有されたと考えられる。例えば、
普段から自然観察ツアーを実施している「緑のネットワークまつど」が、「ツアー」のコー
ス設定を依頼されてそれを行ったが、コースの下見等を行う際に、他の市民団体のメンバ
ーも参加し、集合場所やコース設定の考え方、ツアーガイドの方法等を学んで、イベント
表 4－13 実行委員会事務局担当者の意識 
成果
・
・
・
・
・
「オープニング式典」は、樹林地所有者や市長に、オープンフォレストや樹林地保全活動の趣旨を伝える
機会になった。
「森の文化際」では、市民団体の紹介や活動状況の写真展、工作等の展示を通じて市民団体のPRに
なった。
「森巡りツアー」は、新聞報道により松戸市だけではなく、市外においてもPRになった。また、ツアーを実
施することによりガイドの仕方が学べた。
「森の公開」では、来訪者に樹林地の存在意義・市民団体や活動内容をお知らせる機会になった。
三吉の森としんやまの森での保全活動への参加意欲を表明した来訪者がいた。
課題
・
・
・
・
・
報道によるPRの機会が少ない中で、どのように市外の参加者を確保するか。
多くの参加者に対応するための事前準備が足りなかった。
「森巡りツアー」や「森の公開」は、より多くの小・中学生に参加してもらいたい。
運動会などの地域の活動と調整することが必要である。
各森ごとの参加者数が違うので、どうやって対応していくか。
成果
・
・
・
・
・
松戸市内の樹林地保全団体がすべて参加してくれた。
各団体が集まることによって意思疎通が取りやすい。
お互いの団体のノウハウが共有できた。
運営費用の確保には、各会から出してもらえた。
土地所有者と直接連絡を取れる関係づくりができていたので公開への交渉もうまくいった。
課題
・
・
・
それぞれの団体から実行委員会メンバーを出してもらったので、人数が増え、会議をやっても全員が参
加できないといった難しさがあった。
運営資金の確保や各プログラムの準備することでスタッフへの負担があった。
｢ふるさと森の会｣から資金は貰ったが、実行委員会会議に参加してくれなかった。
成果
・行政が、会議の場を貸してくれたり、「オープニング式典」の場所を確保してくれた。
課題
・実行委員会の会議に、樹林地所有者で構成される「ふるさと森の会」が参加してほしい。
市民団体間の
ネットワークの
強化と運営体
制の構築
一般市民に対
する樹林地保
全活動の理解
向上と担い手
確保
行政等の他主
体との協働の
実現
内容
 
101 
 
当日に実際にガイドを行った。一方、課題として、「実行委員会の人数が多く、全員が会議
に参加することが難しい」といった点が挙げられた。また、「運営資金の確保やイベント準
備での実行委員会メンバーへの負担」が挙げられた。 
 第三に、行政等の他主体との協働の実現における成果と課題では、「行政による実行委員
会の会議の場や「式典」の場の確保等の支援」が効果として挙げられた。一方、「樹林地所
有者で構成される「ふるさと森の会」の実行委員会の会議への参加」が課題として挙げら
れた。 
 
4.5.2 市役所担当者の認識 
市役所担当者から把握した「第 1回 OF（2012年）」の運営上の成果と課題について、表 4
－14に示す。 
第一に、一般市民に対する私有林保全活動の理解向上と担い手確保における成果と課題
として、「市民が樹林地にふれ合えたこと」を成果として挙げていた。一方、「式典」や「文
化祭」での準備や広報の不足、一部「ツアー」で参加者の多さにスタッフが対応できずに
近隣住民から苦情が来たことが挙げられた。 
第二に、市民団体間のネットワークの強化と運営体制の構築における成果と課題として、
「市民団体の活動する樹林地の状況把握と調整ができたこと」が成果として挙げられてい
た。一方、「実行委員会の一部のメンバーに準備の負担が集中したことから役割分担による
負担軽減」が課題となった。 
 第三に、行政等の他主体との協働の実現における成果と課題として、「行政の後援により、
無料で鉄道会社にポスターを掲示できたこと」が成果として挙げられていた。一方、「実行
表 4－14 市役所担当者の意識 
成果
・樹林地に触れ合えることや身近に感じることができる機会になった。
課題
・
・
・
・
・
「森巡りツアー」参加者の多かった場所では、スタッフが対応できずに近隣の住宅前に行列ができ、行政
へ苦情が届いた。主催者に苦情が届く仕組みが必要である。
駅から遠い樹林地は来訪者が少なかった。
森の特性や状況にあったプログラム内容を検討する必要がある。
「オープニング式典」の会場が狭いため、人数、設置スペース、壇上での人の交代などの制約があった。
「森の文化祭」は、PR不足で会場が分かりにくかったので、誘導が必要であった。
成果
・市民団体が活動している樹林地の状況の迅速な把握、及び調整ができた。
課題
・一部の人に負担が集中した部分があって、当初より細分化して負担軽減を図る、担当を定める必要が
あった。
成果
・行政の後援により、無料で鉄道会社にポスターを掲示できた。
課題
・
・
・
・
・
「（財）松戸みどりと花の基金」からは、印刷費・交通費等の支援がもっと欲しい。
行政がOF実行委員会に金銭的支援をしてしまうと物品の販売などプログラムに制約がでてしまう。
実行委員会メンバーに樹林地所有者が入っていたが、会議へは不参加であった。
樹林地所有者団体である「ふるさと森の会」が実行委員会の会議に参加してほしい。
一部の樹林地所有者が入会している「ふるさと森の会」に限定せず、松戸市に住んでいる樹林地所有者
の協力を得る必要がある。
行政等の他主
体との協働の
実現
市民団体間の
ネットワークの
強化と運営体
制の構築
一般市民に対
する樹林地保
全活動の理解
向上と担い手
確保
内容
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委員会事務局担当者と同様に「ふるさと森の会」の実行委員会の会議への参加してほしい」
が挙げられた。また、「（財）松戸みどりと花の基金」から印刷費・交通費等の金銭的支援
を得ることが課題として挙げられた。 
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4.6 「第 1回 OF（2012年）」公開イベントの来訪者の認識 
4.6.1 アンケートの回収結果 
 表 4－15 にイベント期間中、各プログラムに参加した人数、アンケート実施場所および
回答数を示す(1）2)。｢式典｣78名、｢文化祭｣379名、｢ツアー｣503名、｢公開｣905名、延べ 1,865
名の参加がみられた。なお、幸谷コースは雨天中止、常盤平・五香コースは私有林保全市
民団体の事情によりアンケートは実施されなかった。アンケートの回収は、｢ツアー｣が 235
票、｢公開｣が 379 票であり、有効回答数は｢ツアー｣が 223 票、｢公開｣が 351 票であった。
アンケートは、不明および無回答を除いて集計した。 
 
4.6.2 「ツアー」参加者の意識 
（1）来訪者層 
「ツアー」の参加者の年齢と同行者を尋ねた結果、「60 代」が 50.7％で一番多く、次に
「70 代」が 33.9％で、60～70 代が約 85％を超える一方、30～40 代を合わせても 5％に満
たなかった。同行者は、｢一人｣が 54.7％で最も多く、｢知人・友人｣が 22.4％、｢夫婦｣が 20.6％
であった。また、現住所は、「松戸市内」が 80％以上を占める一方、柏市、鎌ヶ谷市、流山
市等の隣接市からの参加もみられた。さらに、｢ツアー｣の認知手段を複数回答で尋ねた結
果、市内の参加者は、「松戸市の広報」が最も多く 76.4％であり、市外の参加者は「新聞」
が最も多く 57.8％、「知人・友人」が 31.1％となった。 
以上より、「ツアー」の参加者は、「松戸市の広報」をみた市内在住者が主であるが、「新
表 4－15 各プログラムに訪れた参加者の数とアンケート回答数 
12(土) 13(日) 14(月) 15(火) 16(水) 17(木) 18(金) 19(土) 20(日)
オープニング式典 78 － － － － － － － － 78 － －
森の文化祭 52 30 － 10 37 33 38 91 88 379 － －
457 － －
八ヶ崎・金ヶ作 45 － － － － － － － － 45 37 35
千駄堀 84 － － － － － － － － 84 64 61
常盤平・五香 － 180 － － － － － － 180
幸谷 － － － 23 － － － － － 23
紙敷・河原塚 － － － － 88 － － － － 88 71 69
高塚・秋山 － － － － － － － － 83 83 63 58
503 235 223
関さんの森 － 89 － － － － － － 74 163 106 99
溜ノ上の森 － 30 － － － － － － － 30 7 7
八ヶ崎の森 － 27 － － － － － 14 － 41 27 26
囲山の森 － 143 － 1 － － － 46 － 190 59 54
三吉の森 － 7 17 － 8 12 2 20 11 77
立切の森 － － 6 － 8 12 － 11 6 43
ホダシの森 － 39 － － － － － 26 － 65 17 15
しんやまの森 － 17 － － － － － － 20 37 14 12
芋の作の森 － 15 － － － － － － 14 29 17 14
小浜屋敷の森 － 9 － － － 4 － － 8 21 3 3
紙敷石みやの森 － 27 － － 19 － － － － 46 26 24
河原塚古墳の森 － 63 － － 6 － － 23 － 92 33 31
秋山の森 － 35 － － － 17 － － 19 71 38 37
905 379 351
回収
数
有効
回答
森巡りツ
アー
コース
－ －
合計
式典・
文化祭
合計
イベント名
5月
合計
森の
公開
32 29
合計  
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聞」の記事、「友人・知人」の口コミにより隣接市の在住者にまで及んだと言える。また、
年齢層は 60～70代が中心になったのは、時間的に余裕がある世代であるからと考えられる。 
 
（2）参加のきっかけ 
 「ツアー」参加のきっかけを複数回答（上位 3項目選択）で尋ねた結果を図 4－2に示す。
｢自然や里山に興味があったから｣が 87.0％で最も多く、｢森林浴や憩い・リフレッシュのた
め｣が 45.3％、｢知らない場所をみたかったから｣が 43.5％となった。一方、過去に自然観
察会や自然体験ツアー等に参加した回数を尋ねた結果、｢今回が初めて｣が 58.6％、｢2回～
4回｣が 29.5％となった。 
 以上より、「ツアー」は、森林浴やリフレッシュのような面で自然や里山に関心はあるも
のの、関連するイベントへの参加経験が少ない市民が、身近な場所でその機会を得られる
ことで参加が促されたと言える。一方、健康づくり・ウォーキングなど、直接的に自然や
里山に関心がない参加者も含まれるが、これは「ツアー」という形式が参加者のニーズに
合致したためと考えられる。 
（3）イベントに対する評価 
 ｢ツアー｣参加の良かった点を複数回答(上位 3 項目選択)で尋ねた結果を図 4－3 に示す。
上位 3項目は、「里山の存在を知ることができた｣が 89.7％、｢ボランティアの活動を知るこ
とができた｣が 60.0％、｢都市の森の大切さを実感できた｣が 35.9％となった。また、「里山
保全を支援したいと感じた」も 17.2％となった。次に、「OF」と同様のイベントに今後参加
したいかを尋ねた結果、｢ぜひ参加したい｣が 43.3％、｢機会があれば参加したい｣が 47.0％
となった。 
さらに、「OF」への要望を複数回答(上位 3 項目選択)で尋ねた結果を図 4－4 に示す。上
位 3 項目は｢春以外もツアーをやってほしい｣が 79.1％、｢森の公開日を増やしてほしい｣が
41.3％、｢周辺の公園・庭なども見て回りたい｣が 26.5％となった。 
45.3%
41.3%
87.0%
43.5%
40.8%
13.9%
10.3%
0.9%
2.7%
0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
森林浴や憩い・リフレッシュのため
健康づくり・ウォーキングのため
自然や里山に興味があったから
知らない場所をみたかったから
身近なところで開催されたから
お金をかけずに気軽に楽しめるから
知人・友人に誘われたから
子どもを連れていくのに良いから
その他
 
図 4－2 「ツアー」への参加のきっかけ（M.A. n=223，無回答を除く） 
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 以上より、「ツアー」は、私有林の存在や意義のみならず、私有林保全活動への理解の向
上に寄与したと言える。また、同様のイベントへの参加希望、「ツアー」の開催頻度や私有
林の公開日の増大に対する要望が強いことから、「ツアー」には、参加者の私有林保全に対
する関心を高める効果があり、満足度も高かったと言える。 
 
4.6.3 「公開」参加者の意識 
（1）参加者層 
 「公開」参加者の年齢および同行者について尋ねた結果を表 4－16 に示す。年齢は「60
代」が 37.2％、「70代」が 18.4％、「30代」が 11.5%、「40代」が 14.1％、「50代」が 11.8％
となった。また、同行者は｢一人｣が 35.7％、｢親子｣が 14.1％、｢家族｣が 8.9％であった。
さらに参加者の年代と同行者の傾向をみると、「一人で訪れた 60～70代」が 24.8％、「夫婦
で訪れた 50～60 代」が 16.1％、｢親子連れの 30～40 代｣が 11.5％、「知人・友人と訪れた
89.7%
35.9%
20.0%
60.0%
17.2%
16.6%
0.7%
10.3%
4.1%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
松戸の里山の存在を知ることができた
都市の森の大切さを実感できた
美しい風景を見ることができた
ボランティアの活動を知ることができた
里山保全を支援したいと感じた
緑に関する知識・体験が得られた
子どもの自然教育・体験に役に立った
リフレッシュできた
体力・健康づくりに役に立った
他の参加者と交流できた
家族・友人との親睦が深まった
その他
 
図 4－3 「ツアー」への参加の利点（M.A. n=145，無回答を除く） 
79.1%
41.3%
26.5%
17.9%
13.8%
10.2%
7.1%
3.1%
1.5%
1.0%
0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
春以外も森巡りツアーをやってほしい
森の公開日を増やしてほしい
周辺の公園・庭なども見て回りたい
関連イベント・活動情報を提供して欲しい
トイレや休憩場所を設けて欲しい
解説員や案内人を増やして欲しい
自転車で回れるようにして欲しい
子どもが楽しめる内容を増やしてほしい
周辺のお店なども見て回りたい
その他
 
図 4－4 「ツアー」への要望（M.A. n=196，無回答を除く） 
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60～70代」が 10.7％となり、これらの 4タイプが特徴的な参加者層であった。 
また、現住所を尋ねた結果、「松戸市内」が 80％以上を占める一方、柏市、鎌ヶ谷市、流
山市等の隣接市からの参加があり、「ツアー」と同様の傾向となった。｢公開｣の認知手段を
複数回答で尋ねた結果、市内の参加者では「松戸市の広報｣が最も多く 64.6％、市外のそれ
は「新聞｣が 39.5％、「知人・友人」が 36.1％となった。 
以上より、「公開」の参加者は、「松戸市の広報」をみた市内在住者が主であるが、「新聞」
の記事、「友人・知人」の口コミにより隣接市の在住者にまで及んだと言える。なお、以下
では、上述の特徴的な参加者層 4タイプを中心に分析した。 
（2）参加のきっかけ 
 「公開」参加のきっかけを複数回答（上位 3項目選択）で尋ねた結果を表 4－17に示す。
全体では、｢自然や里山に興味があったから｣が 70％以上と最も多く、｢身近なところで開催
されたから｣が 41.1％、｢知らない場所をみたかったから｣が 36.5％であった。タイプ別に
みると、｢一人で訪れた 60～70 代｣、「知人・友人と訪れた 60～70 代」、「夫婦で訪れた 50
～60 代」では、｢自然と里山に興味があったから｣が 70％以上であった。一方、「親子連れ
の 30～40代」では｢子どもを連れていくのに良いから｣が 70％以上となった。 
 一方、過去に自然観察会や自然体験ツアー等に参加した回数を尋ねた結果、全体では、「今
回が初めて」が 68.3％、「2～4 回」が 20.9％となり、自然観察会等への参加経験が少ない
参加者が 90％程度に達した。タイプ別にみると、「今回が初めて」が「親子連れの 30～40
代」で約 90％に達したことが特徴的であった。 
 以上より、「公開」は、60～70 代の高齢者のみならず 50～60 代といった次の世代に対し
ても同様に、自然や里山に興味はあるものの観察会やツアー等への参加経験が少ない市民
の参加を促した効果があったと言える。また、「親子連れの 30～40 代」が、子どもの遊び
や学びの機会として「公開」をとらえ参加したと言える。 
表 4－16「公開」参加者の属性（年齢・同行者） 
10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 合計
0 2 9 8 18 53 33 1 124
0.0% 0.6% 2.6% 2.3% 5.2% 15.3% 9.5% 0.3% 35.7%
0 1 4 2 15 41 8 2 73
0.0% 0.3% 1.2% 0.6% 4.3% 11.8% 2.3% 0.6% 21.0%
2 1 16 24 3 2 0 1 49
0.6% 0.3% 4.6% 6.9% 0.9% 0.6% .0% 0.3% 14.1%
2 2 7 10 1 6 3 0 31
0.6% 0.6% 2.0% 2.9% 0.3% 1.7% 0.9% 0.0% 8.9%
4 1 4 5 4 21 16 5 60
1.2% 0.3% 1.2% 1.4% 1.2% 6.1% 4.6% 1.4% 17.3%
0 0 0 0 0 6 4 0 10
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 1.2% 0.0% 2.9%
8 7 40 49 41 129 64 9 347
2.3% 2.0% 11.5% 14.1% 11.8% 37.2% 18.4% 2.6% 100.0%
合計
一人
夫婦
親子
家族
知人・友人
その他
 
※回答率の高い上位 2項目に網掛けをした 
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（3）イベントに対する評価 
 ｢公開｣参加の良かった点を複数回答(上位 3項目選択)で尋ねた結果を表 4－18に示す。  
表 4－17 「公開」への参加のきっかけ 
21 18 25 11 48 123
24.7% 48.6% 45.5% 27.5% 37.5% 35.6%
34 11 18 6 37 106
40.0% 29.7% 32.7% 15.0% 28.9% 30.7%
70 28 47 23 86 254
82.4% 75.7% 85.5% 57.5% 67.2% 73.6%
38 15 25 8 41 127
44.7% 40.5% 45.5% 20.0% 32.0% 36.8%
31 14 23 21 53 142
36.5% 37.8% 41.8% 52.5% 41.4% 41.1%
15 7 8 4 14 48
17.6% 18.9% 14.5% 10.0% 10.9% 13.9%
10 15 3 3 25 56
11.8% 40.5% 5.5% 7.5% 19.5% 16.2%
3 2 0 30 17 52
3.5% 5.4% 0.0% 75.0% 13.3% 15.0%
5 0 1 1 7 14
5.9% 0.0% 1.8% 2.5% 5.5% 4.0%
85 37 55 40 128 345
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
子どもを連れていくのに良いから
その他
全体
森林浴や憩い・リフレッシュのため
健康づくり・ウォーキングのため
身近なところで開催されたから
合計
自然や里山に興味があったから
知らない場所をみたかったから
お金をかけずに気軽に楽しめるから
知人・友人に訪れたから
一人で訪れ
た60～70代
知人と訪れ
た60～70代
夫婦で訪れ
た50～60代
親子連れの
30～40代
その他
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
表 4－18 「公開」への参加の利点 
30 14 34 14 60 152
53.6% 63.6% 85.0% 45.2% 66.7% 63.5%
19 8 12 3 27 69
33.9% 36.4% 30.0% 9.7% 30.0% 28.8%
9 6 4 6 17 42
16.1% 27.3% 10.0% 19.4% 18.9% 17.5%
40 16 29 15 47 147
71.4% 72.7% 72.5% 48.4% 52.2% 61.5%
15 4 8 1 14 42
26.8% 18.2% 20.0% 3.2% 15.6% 17.5%
13 2 14 8 17 54
23.2% 9.1% 35.0% 25.8% 18.9% 22.5%
2 2 0 17 10 31
3.6% 9.1% 0.0% 54.8% 11.1% 12.9%
3 4 4 10 22 43
5.4% 18.2% 10.0% 32.3% 24.4% 17.9%
4 0 0 0 3 7
7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 3.3% 2.9%
4 0 0 0 3 7
7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 3.3% 2.9%
1 0 0 0 2 3
1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 1.2%
1 0 0 1 0 2
1.8% 0.0% 0.0% 3.2% 0.0% 0.8%
56 22 40 31 90 239
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
その他
全体
松戸の里山の存在を知ることができた
都市の森の大切さを実感できた
美しい風景を見ることができた
里山保全を支援したいと感じた
子どもの自然教育・体験に役に立った
リフレッシュできた
体力・健康づくりに役に立った
合計
ボランティアの活動を知ることができた
緑に関する知識・体験が得られた
他の参加者と交流できた
家族・友人との親睦が深まった
一人で訪れ
た60～70代
知人と訪れ
た60～70代
夫婦で訪れ
た50～60代
親子連れの
30～40代
その他
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
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全体では｢里山の存在を知ることができた｣、｢ボランティアの活動を知ることができた｣
が 60％を超え、「里山保全を支援したい」は 17.5％となった。タイプ別では「夫婦で訪れ
た 50～60代」は「松戸の里山の存在を知ることができた」が 85.0％、「親子連れの 30～40
代」は｢子どもの自然教育・体験に役に立った｣が 54.8％に達した。なお、「里山保全を支援
したいと感じた」は「一人で訪れた 60～70 代」と「夫婦で訪れた 50～60 代」で 20％を超
えたが、「親子連れの 30～40代」は 3.2％であった。 
以上より、「公開」は、「一人で訪れた 60〜70 代」、「知人と訪れた 60〜70 代」、「夫婦で
訪れた 50〜60代」に対しては、樹林地の存在や樹林地保全活動への参加者理解の向上に寄
与したと言える。また、「親子連れの 30～40 代」にとって子どもの遊びや学びの機会とし
て効果的であると言える。さらに、「夫婦で訪れた 50～60代」、「一人で訪れた 60～70代」
では、活動支援に対する意識付けの効果があったと言える。これは、樹林地毎に多様なプ
ログラムが実施されたことや、市民団体によりプログラムの案内がなされたことに起因す
ると言える。 
「OF」と同様のイベントに今後参加したいかを尋ねた結果、全体では「是非参加したい」
が 35.3％、「機会があれば参加したい」が 50.0％となった。タイプ別では「親子連れの 30
～40代」で「是非参加したい」が 50％近くになった。 
さらに、「OF」への要望を複数回答(上位 3項目選択)で尋ねた結果を表 4－19に示す。全
体では｢春以外もツアーをやってほしい｣が 59.4％、｢公開日を増やしてほしい｣が 47.7％で
あった。タイプ別では、「一人で訪れた 60～70 代」は「春以外もツアーをやってほしい」
が 70.3％、「夫婦で訪れた 50～60代」も「春以外もツアーをやってほしい」が 56.3％、「親
表 4－19 「公開」に対する要望 
52 17 27 16 70 182
70.3% 58.6% 56.3% 44.4% 58.8% 59.4%
41 11 25 16 53 146
55.4% 37.9% 52.1% 44.4% 44.5% 47.7%
25 11 18 8 27 89
33.8% 37.9% 37.5% 22.2% 22.7% 29.0%
0 1 2 1 5 9
0.0% 3.4% 4.2% 2.8% 4.2% 2.9%
6 2 0 21 25 54
8.1% 6.9% 0.0% 58.3% 21.0% 17.6%
4 3 1 3 7 18
5.4% 10.3% 2.1% 8.3% 5.9% 5.8%
10 8 9 5 20 52
13.5% 27.6% 18.8% 13.9% 16.8% 16.9%
14 5 8 7 19 53
18.9% 17.2% 16.7% 19.4% 16.0% 17.3%
1 1 3 0 4 9
1.4% 3.4% 6.3% 0.0% 3.4% 2.9%
2 0 0 2 3 7
2.7% 0.0% 0.0% 5.6% 2.5% 2.2%
74 29 48 36 119 306
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
自転車で回れるようにして欲しい
イベント・活動情報を提供して欲しい
トイレや休憩場所を設けて欲しい
解説員や案内人を増やして欲しい
その他
全体
合計
春以外も森巡りツアーをやってほしい
森の公開日を増やしてほしい
周辺の公園・庭なども見て回りたい
周辺のお店なども見て回りたい
子どもが楽しめる内容を増やしてほしい
一人で訪れ
た60～70代
知人と訪れ
た60～70代
夫婦で訪れ
た50～60代
親子連れの
30～40代
その他
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
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子連れの 30～40代」では「子どもが楽しめる内容を増やして欲しい」が 58.3％となった。 
以上より、「一人で訪れた 60〜70代」、「知人と訪れた 60〜70代」、「夫婦で訪れた 50〜60
代」に対しては、同様のイベントへの参加希望、ツアーの開催頻度や樹林地の公開日の増
大に対する要望が強く、また、「親子連れの 30～40 代」にとっても、子どもが楽しめるプ
ログラムに対する要望が強い。これらのことから、参加者の「公開」への満足度は高かっ
たと言える。 
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4.7 「OF」の変遷 
 本節では、前節で得られた「第 1 回 OF（2012 年）」の運営上の課題について、実行委員
会のメンバーが、どのような意見を持ち、改善していたかを把握するために、現在まで 3
回実施された「OF」の変遷について着目し、論述する。 
 
4.7.1 公開された私有林や参加者数の変遷 
 「第 1 回 OF（2012 年）」から「第 3 回 OF（2014 年）」まで公開された私有林を表 4－20
に示す。公開活動は毎年続けて行われて、2012年 5 月「第 1回 OF（2012 年）」が終了した
後，翌年 5月 18日から 26日まで「第 2回 OF（2013年）」、2014年 5月 17日から 25日まで
「第 3回 OF（2014年）」が開催された。「第 1回 OF（2012年）」と「第 2回 OF（2013年）」
は同様に 13 ヶ所の私有林と１ヶ所の都市公園で開催されていた。「第 3 回 OF（2014 年）」
では，2012 年「里やまボランティア入門講座」を修了した卒業生で設立された「里やまＱ
（9 期生）」を含め、市民団体 13 団体、13 ヶ所の私有林と 2 ヶ所の都市公園（近隣公園で
ある「根木内歴史公園」、総合公園「21世紀の森と広場」）の 15カ所で公開された。 
 「第 1回 OF（2012年）」から「第 3回 OF（2014年）」までの参加者数の変遷を図 4－5に
示す。その時、公開された私有林への来訪者数は、「1回目 OF」が 905人、「第 2回 OF（2013
年）」が 1,178 人、「第 3 回 OF（2014 年）」が 1,272 人で毎年増加していた。これは、継続
的に 3 回開催されたことで、地域住民の間に認知されたか、プログラムの内容が地域住民
のニーズに合うように改善されたためと考えられる。 
表 4－20 公開された私有林や参加者数の変遷 
日時
公開された
樹林地
12団体，13ヶ所の民有樹林地
，1ヶ所の都市公園
12団体，13ヶ所の民有樹林地
，１ヶ所の都市公園
1３団体，13ヶ所の民有樹林地，
２ヶ所の都市公園
第1回ＯＦ（2012年） 第2回OF（2013年） 第3回ＯＦ（2014年）
2012年5月12日（土）〜20日（日） 2013年5月18日（土）〜26日（日） 2014年5月17日（土）〜25日（日）
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第3回OF（2014年）
 
図 4－5 来訪者数の変遷 
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4.7.2 運営面での変遷 
1）事業内容 
 「第 1 回 OF（2012 年）」から「第 3 回 OF（2014 年）」までの事業内容の変遷を表 4－21
に示す。 
 まず、「式典」に関しては、「第 1 回 OF（2012 年）」では、開会宣言、土地所有者等に感
謝状贈呈、後援代表者の挨拶等の式典が行われたが、「より簡素化して実施したいという」
意見が挙げられ、「第 2回 OF（2013年）」からは、主催者代表挨拶以外の式典は行われずに、
21 世紀の森と広場パークセンター前広場で草笛の演奏、草笛指導、竹ぽっくり作り等の工
作教室が行われた。また、名称も「第 2 回 OF（2013 年）」からは「オープニング式典」で
はなく「オープニングイベント」に変わった。「第 1回 OF（2012年）」は記念すべき初めて
の開催であるため、その社会的な意義を、式典を通じて発信しようとしたものと考えられ
る。 
 次に、「文化祭」に関しては、「2階に上がって来る来訪者が少ない」、「表で呼び込みをす
ると来訪者は訪れるが人手が必要である」という意見が挙げられ、「第 2回 OF（2013年）」
21世紀の森と広場
パークセンター
土屋家長屋門
香取神社
芋の作の森
（公開された民有樹林地）
しんやまの森
（公開された民有樹林地）
出発 到着
370m
115m
506m
230m
800m
他の地域文化資源を含んだツアー形式
  
八柱駅
しんやまの森
（公開された民有樹林地）
芋の作の森
（公開された民有樹林地）
860m 991m
21世紀の森と広場
パークセンター
230m
出発 到着
樹林地集中型のツアー形式
 
図 4－6 千駄堀地区ツアーの変遷（左：「第 1回 OF（2012年）」, 右：「第 2回 OF（2013年）」） 
表 4－21 事業内容の変化 
事業名称 内容
第1回OF
(2012年)
第2回OF
(2013年)
第３回OF
(2014年)
開会宣言 ■
感謝状贈呈 ■
後援代表者の挨拶 ■
主催者代表挨拶 ■ ■ ■
観察会 ■
草笛の演奏 ■ ■
草笛指導，竹ぽっくり作り等工作教室 ■ ■
21世紀の森と広場パークセンター2階のみ実施 ■
21世紀の森と広場パークセンター2階と１階で実施 ■ ■
屋外展示 ■ ■
他地域文化資源を含んだツアー形式 ■
樹林地集中型のツアー形式 ■ ■
樹林地保全活動の紹介，自然観察，クラフト等を実施 ■ ■ ■
子ども向けのプログラム，自然を実感できる内容 ■ ■
森の文化祭
森巡りツアー
オープニング式典
オープニング
イベント
森の公開
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からは 21 世紀の森と広場パークセンター2 階を含め、1 階でも文化祭が行われていた。ま
た、21 世紀の森と広場パークセンター前広場で、森の紹介パネルなどの屋外展示も企画さ
れ、公園に訪れた一般市民へ私有林の存在や市民団体の活動内容を伝えていた。 
 「ツアー」に関しては、「第 1回 OF（2012年）」では、寺社等といった地域の文化資源も
含んだツアー形式で運営されていた。しかし、「１回目のツアーは年配者が多かった」、「長
表 4－22 公開内容の変化 
団体名 プログラム内容
第1回OF
（2012年）
第2回OF
（2013年）
第３回OF
（2014年）
関さんの森 熊野権現等の案内 ■ ■ ■
古墳の案内と説明 ■ ■ ■
グランドゴルフなど実技講習 ■ ■
竹細工体験 ■
ブランコ ■ ■ ■
輪投げ ■ ■ ■
ハンモック ■ ■ ■
竹ぼっくり ■ ■
ハンモック ■ ■ ■
輪投げ ■
丸太切り ■ ■ ■
竹ぽっくり ■ ■
ロープ遊び ■ ■
森の散策 ■
綱渡り ■ ■ ■
きこり体験等 ■ ■ ■
ブランコ ■ ■ ■
ハンモック ■ ■ ■
紙芝居 ■
自然観察 ■ ■ ■
竹細工体験 ■ ■ ■
ハンモック ■ ■ ■
竹馬遊び ■ ■
草木染 ■
紙芝居 ■ ■ ■
子ども囲碁 ■ ■ ■
ハンモック ■ ■ ■
グランドゴルフ ■ ■
自然観察 ■ ■ ■
樹木解説 ■ ■ ■
周辺の森の案内 ■ ■
樹木の名札付け ■ ■
自然観察 ■ ■ ■
森の案内 ■ ■ ■
竹細工体験 ■ ■ ■
グリーンアドベンチャー ■ ■
丸太切り体験 ■
ハンモック ■
苗木配布 ■
自然観察 ■ ■ ■
森の散策 ■ ■
癒し体験 ■ ■
自然観察 ■ ■ ■
樹木解説 ■ ■ ■
周辺の森の案内 ■ ■
森の遊び ■
縄文の森の案内 ■
竹森の散策 ■ ■ ■
癒し体験 ■ ■
松戸里やま応援団
河南環境美化の会
溜メ上レディース
一起の会（１期生）
囲いやまの森の会（２期生）
三樹の会（３期生）
四季の会（４期生）
里やまＶ・千駄堀（５期生）
小浜の森の会（６期生）
七喜の会（７期生）
八輝の会（８期生）
里やまＱ（9期生）
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時間歩いて複数の森を回るツアーはやめる」、「来訪者がゆっくり森を感じてもらいたい」
といった意見が挙げられて、「第 2回 OF（2013年）」からは、公開された私有林を中心にし
たツアー形式で運営し、「第 3回 OF（2014年）」にも引き継がれた（図 4－6）。  
 公開内容の変遷を表 4－22 に示す。「第 1 回 OF（2012 年）」が終了した後、「子どもや若
い人の参加もほしい」、「我々の活動を理解して森の大切さを体験してもらいたい」、「森に
来てゆっくりできる憩いの場を提供したい」、「森には近所の子どもの参加が自然に親しみ、
興味を持つことで将来森の保全活動にも参加が期待できるため、子ども向けのプログラム
が必要である」等の意見が挙げられ、公開された私有林毎に、既存の公開内容を行うとと
もに、ハンモック、竹ぼっくり、癒し体験等の自然を実感できる内容が追加された。 
 以上より、「第 1回 OF（2012年）」を通じて、得られた問題点が実行委員会により改善さ
れ、「OF」事業内容が変わってきた点が大きな特徴であると言える。また、「式典」や「文
化祭」を運営する際に、パークセンターのみではなく、広場での屋外展示や工作教室によ
り、一般市民に広く私有林や市民団体の活動内容が伝わったこと、私有林毎に公開プログ
ラムの内容が充実したことが把握できた。 
 
2）安全面 
 来訪者の安全を確保するための活動について表 4－23に示す。 
 「第 1 回 OF（2012 年）」から震災後公開活動が行われたため、行政に放射線量の測定を
依頼し、年 1 回私有林で測定が行われた。また、同時期に、実行委員会により「避難誘導
計画」が策定され、災害時に来訪者を安全な場所に誘導させる避難場所を決めておく等の
対策がとられた。そして、来訪者の事故や怪我が懸念され、すべての来訪者を対象として、
傷害保険の加入を行った。これらは「第 1 回 OF（2012 年）」から「第 3 回 OF（2014 年）」
まで、共通しているものである。 
 次に、「第 2回 OF（2013年）」以降は、実行委員会が「事故が発生した場合、市民団体に
その当日に名簿の提出を求める」、「来訪者の連絡先等を詳しく聞いておき、事務局に速や
かに連絡すること」といった具体的な安全対策ルールを共有していることが把握できた。 
表 4－23 来訪者の安全確保に関する活動 
活動主体 内容
第1回OF
（2012年）
第2回OF
（2013年）
第３回OF
（2014年）
松戸市みどりと
花の課
樹林地毎の放射線量の測定 ■ ■ ■
避難誘導計画を企画（災害時に参加者を安全な場所に誘導する場所を決
めておく）
■ ■ ■
来訪者を対象として傷害保険に加入 ■ ■ ■
事故が発生した場合は，その当日の名簿の提出を求める ■ ■
事故の際は，当事者の連絡先等を詳しく聞いておき、事務局に速やかに
連絡すること
■ ■
安全チェックの実施と対策を市民団体にお願い ■
実行委員会
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 さらに、「第 3回 OF（2014年）」では、実行委員会から私有林毎に来訪者の安全チェック
の実施と対策を依頼したこと等の活動があった。 
 以上より、「第 1回 OF（2012年）」からは、来訪者に向けた避難場所の確保や傷害保険と
いった安全対策が定められたこと、「第 2回 OF（2013年）」からは、具体的な連絡方法や手
順が定められ、運営されていたことが大きな特徴であると言える。 
 
3）担い手確保と他主体との連携 
 市民団体が来訪者の参加促進や担い手確保するために実施した内容を表 4－24に示す。  
 まず、「第 1回 OF（2012年）」から「第 3回 OF（2014年）」までの共通事項として、市民
団体はチラシを「松戸のみどり再発見ツアー」（2）や、21 世紀の森と広場で毎年行われるイ
ベントである「みどりと花のフェスティバル」の参加者に配布した。 
 また、「第 2 回 OF（2013 年）」以降は、子ども等若年層の参加を促進させるため、「みど
りと花のフェスティバル」のステージ発表で簡単なＰＲを実施し、私有林に隣接した小学
校、民家にポスティングを行った。「OF」イベント時には、「第 1 回 OF（2012 年）」の時、
私有林に訪れた来訪者が「次に向かう森の地図がほしい」という要望に対して、各地区の
案内地図版を作成し、来訪者に配布した。 
 さらに、「第 2 回 OF（2013 年）」では、「OF」や松戸市のみどり関係のイベント情報等を
望んでいる来訪者 155人の連絡先を頂き、「第 2回 OF（2013年）」が終了した後、みどり関
係のイベント情報等を望んでいる来訪者 155 人に「第 3 回 OF（2014 年）」、「里やまボラン
ティア入門講座」、「松戸みどりの再発見ツアー」に関する御礼の文章、チラシ等を 3 回配
布した。しかし、「里やまボランティア入門講座」には 1 名の応募もなかったこと、「松戸
みどりの再発見ツアー」でも参加が少ないことなど、その効果が薄いと認識し、「第 3回 OF
（2014年）」からは、実施されなかったことが実状であった。 
 以上より、「第 2 回 OF（2013 年）」から、市民団体は保全活動の担い手を確保するため、
表 4－24 担い手確保するための市民団体の動き 
内容
第１回ＯＦ
（2012年）
第2回ＯＦ
（2013年）
第３回ＯＦ
（2014年）
チラシを松戸みどりの再発見ツアーの際に参加者に配布。 ■ ■ ■
チラシをみどりと花のフェスティバルで配布。 ■ ■ ■
みどりと花のフェスティバルの時にステージ発表で簡単なＰＲを実施。 ■ ■
来訪者から保全活動への問い合わせがあった場合にチラシを配布。 ■ ■ ■
チラシを樹林地の近隣の小学校，民家等にポスティング。 ■ ■
樹林地に来た来訪者が次に向かう森の地図がほしいと言う要望に対し
て，各地区の案内地図を作成し，来訪者に配布。
■ ■
「ＯＦ」や松戸市のみどり関係のイベント情報等を望んでいる来訪者の連絡
先（記帳者リストに基づく）に広報。
■
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チラシの見直し、みどりに関する情報を望んでいる人への情報の発信等実際の参加の促進
に努めていると言える。これは、「第 1回 OF（2012年）」の活動では、来訪者に意識付けは
できたが、実際に活動の参加へとつながった事例は少なかったことから、解決すべき課題
として、広報の方法が見直されたためであると言える。 
 公開活動を運営する際の他主体との連携について表４－25に示す。 
 まず、行政との連携について、「第 1回 OF（2012年）」から、松戸市みどりと花の課によ
る、公的機関への後援依頼、私有林の土地所有者との連絡調整等が行われていた。続いて
「2 回目 OF」からは、既存の支援を含め、新たにガイドブックやポスターの印刷の担当と
いう後援が行われた。また、松戸市から企業への後援依頼により、新京成電鉄という新規
の後援者が現れ、駅内で公開活動に関するポスター・チラシの掲示など新たな運営の担い
方がみられた。 
 次に、地元団体や隣接地域の団体との連携について、様々な実態がみられた。例えば、「3
回目 OF」の「ツアー」を企画する際に、既存の公開された私有林の近くにある「わんぱく
の森」をツアーに入れたいという意見が挙げられ、「わんぱくの森」で保全活動を行う市民
団体のメンバーがオブザーバーとして実行委員会に参加した。その結果、松戸市にある 2
ヶ所の私有林と「わんばくの森」が連携して「ツアー」が企画された。 
 以上より、行政との連携では、「第 1回 OF（2012年）」から、公的機関への後援依頼、土
表 4－25 他主体との連携 
団体名 後援内容
第１回ＯＦ
（2012年）
第2回ＯＦ
（2013年）
第３回ＯＦ
（2014年）
公的機関への後援依頼 ■ ■ ■
土地所有者との連絡調整 ■ ■ ■
広報・HPへの掲載 ■ ■ ■
会議室の提供 ■ ■ ■
資料のコピー ■ ■ ■
ガイドブック・ポスターの印刷 ■ ■
松戸市教育委員会 小学校へポスターの掲示 ■ ■ ■
テント小屋の使用料免除 ■ ■ ■
協賛金の支援 ■ ■ ■
（公財）松戸みどりと花の基金 協賛金の支援 ■ ■ ■
（工財）埼玉県生態系保護協会 協賛金の支援 ■ ■ ■
宝酒造株式会社松戸工場 協賛金の支援 ■ ■ ■
坂の上カフェスワニー 協賛金の支援 ■ ■ ■
NPO法人コミュニティ・コーディネー
ター・タンク
協賛金の支援 ■ ■ ■
八柱幼稚園 協賛金の支援 ■ ■ ■
生活協同組合コープみらい 協賛金の支援 ■ ■ ■
緑を愛する市民 協賛金の支援 ■ ■ ■
実行委員会参加団体有志 協賛金の支援 ■ ■ ■
北総鉄沿線地域活動化協議会 ポスター・チラシの掲示 ■ ■ ■
（株）新京成電鉄 ポスター・チラシの掲示 ■ ■
ポスター・チラシの掲示 ■ ■
協賛金の支援 ■ ■
Save the Green@Akiyama 公開活動運営協力 ■ ■ ■
市川市わんぱくの森の会 ツアー運営協力 ■
市民
団体
行政
松戸市みどりと花の課
企業・
団体
松戸まちづくり交流室テント小屋
（学）東京聖徳学院聖徳大学
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地所有者との連絡調整等の支援が行われているが、「第 2回 OF（2013年）」からは、ガイド
ブックやポスターの印刷、駅内での掲示等の支援が行われた点が特徴的である。これによ
り、ガイドブックの作成等に係わる費用の支出という実行委員会における問題が改善され
たが、これは行政が「OF」の成果を肯定的に捉えた結果であると考えられる。また、「第 3
回 OF（2014 年）」からは、松戸市のみだけでなく、市川市という隣接した他の市民団体と
の連携により、公開活動の拡充が図られたことが大きな特徴であると言えるが、これは地
理的に近接する両市では、一部の市民団体が交流を持っていることに起因すると考えられ
る。 
 
4.7.3 来訪者およびその認識の変遷 
（1）参加者層 
 「公開」に訪れた来訪者の年齢について尋ねた結果を図４－7に示す。「第 1回 OF（2012
年）」から「第 3 回 OF（2014 年）」において，全体的に 60 代、70代の参加が最も多く、全
体の約 5割以上を占めていた。60代の参加は減っていたが、70代以上の来訪者は徐々に増
加しており、「第 1 回 OF（2012 年）」が 18.7％，「第 2 回 OF（2013 年）」が 24.9％、「第 3
回 OF（2014 年）」が 29.6％となった。次に，同行者について尋ねた結果を図 4－8 に示す。
2.3% 2.0%
11.5%
14.1%
11.8%
37.1%
21.3%
10代 20代 30代
40代 50代 60代
70代以上  
3.4% 2.9%
13.1%
15.1%
11.4%
29.1%
24.9%
10代 20代 30代
40代 50代 60代
70代以上  
6.2%
2.2%
13.6%
9.6%
10.8%28.1%
29.6%
10代 20代 30代
40代 50代 60代
70代以上  
図 4－7 年齢（「第 1回 OF（2012年）」: n:348，「第 2回 OF（2013年）」: n:350，「第 3回 OF（2014 年）」: n:324） 
35.4%
21.1%
14.0%
17.1%
12.3%
一人 夫婦 親子 知人・友人 その他  
30.8%
18.5%21.1%
26.2%
3.4%
一人 夫婦 親子 知人・友人 その他  
24.4%
13.6%
21.9%
34.0%
6.2%
一人 夫婦 親子 知人・友人 その他  
図 4－8 同行者（「第 1回 OF（2012年）」: n:350，「第 2回 OF（2013年）」: n:351，「第 3回 OF（2014年）」: n:324） 
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「第 1 回 OF（2012 年）」から「第 3 回 OF（2014 年）」にかけて，全体的に一人や夫婦での
参加は減っており、一方、親子連れや知人との参加は徐々に増加していた。特に、「第 3回
OF（2014年）」は、知人と参加した来訪者が、一人で訪れた来訪者より多いことが特徴であ
る。 
 参加者の年齢と同行者の傾向をみると（図 4－9）、まず、「第 1 回 OF（2012 年）」では、
「一人で訪れた 60〜70代」が 24.8％，「夫婦で訪れた 50〜60代」が 16.1％、「知人と訪れ
た 60〜70 代」が 10.7％、「親子連れの 30〜40 代」が 11.5％となり、これらの 4 タイプが
主な参加者層であった。 
 また、「第 2回 OF（2013 年）」においても、「一人で訪れた 60〜70代」が 23.4％、「夫婦
で訪れた 50〜60代」が 12.3％、「知人と訪れた 60〜70代」が 18.6％、「親子連れの 30〜40
代」が 16.0％となった。 
 さらに、「第 3 回 OF（2014 年）」では、「一人で訪れた 60〜70代」が 19.4％、「夫婦で訪
れた 50〜60代」が 5.9％、「知人と訪れた 60〜70代」が 22.8％、「親子連れの 30〜40代」
が 15.1％であった。 
 以上より、「第 1回 OF（2012年）」から「第 3回 OF（2014年）」にかけて、親子連れの 30
〜40 代、知人と訪れた 60〜70 代という同行者の割合が増える一方、一人で訪れた 60〜70
代や夫婦で訪れた 50～60代の減少したことが大きな特徴であることが把握できる。親子連
れの 30〜40 代が増加したのは、「第 1 回 OF（2012 年）」以降に、子ども向けた自然を実感
できるプログラムが実施されたからであると考えられる。 
 
（2）「公開」の参加への利点 
 「第 1 回 OF（2012 年）」から「第 3 回 OF（2014 年）」まで、主な参加者層である「一人
で訪れた 60〜70代」、「知人と訪れた 60〜70代」、「夫婦で訪れた 50～60代」、「親子連れの
30〜40代」に着目し、4タイプの来訪者における公開参加への利点を把握した。 
 「第 1 回 OF（2012 年）」から「第 3 回 OF（2014 年）」まで来訪者の属性別公開参加への
利点を表 4－26に示す。 
24.8%
16.1%
10.7%
11.5%
36.9%
一人で訪れた60〜7０代 夫婦で訪れた50〜60代
知人・友人と訪れた60〜70代 親子連れの30〜40代
その他
23.4%
12.3%
18.6%
16.0%
29.7%
一人で訪れた60〜7０代 夫婦で訪れた50〜60代
知人・友人と訪れた60〜70代 親子連れの30〜40代
その他
19.4%
5.9%
22.8%
15.1%
36.7%
一人で訪れた60〜7０代 夫婦で訪れた50〜60代
知人・友人と訪れた60〜70代 親子連れの30〜40代
その他  
図 4－9 来訪者の属性（「第 1回 OF（2012年）」: n:347，「第 2回 OF（2013年）」: n:350，「第 3回 OF（2014年）」: n:324） 
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 まず、「一人で訪れた 60〜70代」は、「第 1回 OF（2012年）」では「ボランティアの活動
を知ることができた」が 71.4％となったが、「第 2 回 OF（2013 年）」では、「松戸の里山の
存在を知ることができた」が 82.7％で最も多かった。また、「第 1回 OF（2012年）」では「リ
フレッシュできた」が 5.4％となったが「第 2回 OF（2013年）」では 42.0％となった。「体
力・健康づくりに役に立った」についても「第 1回 OF（2012年）」では 7.1 ％となったが、
「第 3回 OF（2014年）」では 20.0％に増加していた。 
 次に、「知人と訪れた 60〜70代」は、「第 1回 OF（2012年）」では「リフレッシュできた」
が 18.2％にとどまったが、「第 2回 OF（2013年）」では、45.3％、「第 3回 OF（2014年）」
では、58.1％と徐々に増加していた。また、「体力・健康づくりに役に立った」が「第 1回
OF（2012年）」では 18.2％だったが、「第 2回 OF（2013年）」では 45.3％、「第 3回 OF（2014
年）」では 58.1％と増加していた。 
 「夫婦で訪れた 50〜60 代」は、「第 1 回 OF（2012 年）」では「第 1 回 OF（2012 年）」で
は「リフレッシュできた」が 10.0％にとどまったが、「第 2回 OF（2013年）」では、30.2％、
「第 3回 OF（2014年）」では、63.2％と徐々に増加していた。 
 さらに、「親子連れの 30〜40代」は「第 1回 OF（2012年）」では、「子どもの自然教育・
体験に役に立った」が 54.8％で最多となったが、「第 2 回 OF（2013 年）」では、「リフレッ
シュできた」が 73.2％で最も多かった。「第 3回 OF（2014年）」は「リフレッシュできた」
が 8割近くなった。一方、「ボランティアの活動を知ることができた」は「第 1回 OF（2012
年）」では、48.4％であったものの、「第 2回 OF（2013年）」では 26.8％、「第 3回 OF（2014
年）」では 20.4％として減少傾向がみられた。 
 以上より、「第 2回 OF（2013年）」から市民団体の活動の周知については減少しているが、
全体的に、年々リフレッシュできたという来訪者が増加していた。これは、個々の私有林
でのプログラム数が増加するなかで、散策や癒やし体験等を組み込んだプログラムが実施
されるようになったためである。また、一人で訪れた 60〜70 代、知人と訪れた 60〜70 代
の高齢者の来訪者は、健康づくりに役に立ったとの認識が高くなっている。 
 
表 4－26 属性別公開参加への利点 
第1回OF
（2012年）
第2回OF
（2013年）
第３回OF
（2014年）
第1回OF
（2012年）
第2回OF
（2013年）
第３回OF
（2014年）
第1回OF
（2012年）
第2回OF
（2013年）
第３回OF
（2014年）
第1回OF
（2012年）
第2回OF
（2013年）
第３回OF
（2014年）
30 67 45 14 48 56 34 36 15 14 38 26
53.6% 82.7% 75.0% 63.6% 75.0% 75.7% 85.0% 83.7% 78.9% 45.2% 67.9% 53.1%
40 35 28 16 36 44 29 17 11 15 15 10
71.4% 43.2% 46.7% 72.7% 56.3% 59.5% 72.5% 39.5% 57.9% 48.4% 26.8% 20.4%
2 3 4 2 3 3 0 1 0 17 38 30
3.6% 3.7% 6.7% 9.1% 4.7% 4.1% 0.0% 2.3% 0.0% 54.8% 67.9% 61.2%
3 34 30 4 29 43 4 13 12 10 41 39
5.4% 42.0% 50.0% 18.2% 45.3% 58.1% 10.0% 30.2% 63.2% 32.3% 73.2% 79.6%
4 5 12 0 17 10 0 2 2 0 3 3
7.1% 6.2% 20.0% 0.0% 26.6% 13.5% 0.0% 4.7% 10.5% 0.0% 5.4% 6.1%
56 81 60 22 64 74 40 43 19 31 56 49
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
夫婦で訪れた50～60代
子どもの自然教育・体
験に役に立った
体力・健康づくりに役
に立った
全体
松戸の里山の存在を
知ることができた
リフレッシュできた
項目
一人で訪れた60〜7０代 知人と訪れた60〜70代 親子連れの30〜40代
ボランティアの活動を
知ることができた
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
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（3）「第 3回 OF（2014年）」来訪者における再訪問の認識 
 「第 3回 OF（2014年）」の公開活動を進めて行く際に、「第 1回 OF（2012年）」で訪れた
来訪者が「第 2 回 OF（2013 年）」、「第 3 回 OF（2014 年）」に訪問したかを把握することが
必要である。そこで、「第 3回 OF（2014年）」に訪れた来訪者、4.7.3(1)で論じた主な来訪
者 4タイプに振り分け、再度着目した（表 4－27）。 
 全体では、「初めて」が 70％を超え、「2回目」が 14.1％、「3回目」が 12.2％となった。 
 タイプ別では「初めて」は「知人と訪れた 60〜70 代」が 78.4％で最も多く、「親子連れ
の 30〜40代」が 71.4％、「一人で訪れた 60〜70代」が 68.9％であった。一方、「2 回目」
は「親子連れの 30〜40代」が 24.5％、「3回目」は「一人で訪れた 60〜70代」が 20％を超
えていた。 
 また、他の森への訪問意向を尋ねた結果を表 4－28に示す。 
 全体では、「行く予定」が 40.5％、「行った」が 31.0％であった。 
 タイプ別では、「一人で訪れた 60〜70 代」は「行った」が 41.0％、「知人と訪れた 60〜
70代」も「行った」が 32.4％となった。また、「知人と訪れた 60〜70代」は「行く予定」
が 50％を超えていた。一方、「親子連れの 30〜40代」は「行く予定」が 30.7％であったが、
「行かない」も 49.0％に達した。 
 以上より、「第 3回 OF（2014年）」の場合、初めての来訪者が多かったが、親子連れの来
表 4－27 「第 3回 OF（2014年）」来訪者の再訪問 
一人で訪れ
た60〜70代
知人と訪れ
た60〜70代
夫婦で訪れ
た50〜60代
親子連れの
30〜40代
その他 合計
42 58 12 35 89 236
68.9% 78.4% 63.2% 71.4% 76.1% 73.8%
4 8 5 12 16 45
6.6% 10.8% 26.3% 24.5% 13.7% 14.1%
15 8 2 2 12 39
24.6% 10.8% 10.5% 4.1% 10.3% 12.2%
61 74 19 49 117 320
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
第3回OF(2014年)が初めて
第2回OF(2013年)に参加したこと
がある
第1回OF(2012年)，第2回OF(2013
年)にも参加したことがある
全体
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
表 4－28 「第 3回 OF（2014 年）」来訪者の行く先 
一人で訪れ
た60〜70代
知人と訪れ
た60〜70代
夫婦で訪れ
た50〜60代
親子連れの
30〜40代
その他 合計
25 23 4 9 37 98
41.0% 32.4% 21.1% 18.4% 31.9% 31.0%
22 38 9 16 43 128
36.1% 53.5% 47.4% 32.7% 37.1% 40.5%
14 10 6 24 36 90
23.0% 14.1% 31.6% 49.0% 31.0% 28.5%
61 71 19 49 116 316
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
行った
行く予定
行かない
全体
 
※1/3以上回答したものに網掛けをした 
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訪者や一人で訪れた来訪者の再訪問が 3 割近いことが大きな特徴であると言える。また、
来訪者に行く先に関しても、7割以上の来訪者が、周辺の私有林も含めて訪問する意識を持
っていることが特徴であると言える。これは、公開された私有林毎に異なる公開プログラ
ムが実施されていることや、私有林間の距離が身近く、相互のアクセスが容易な地域があ
るためである。 
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4.8 本章のまとめ  
本章の成果は以下のとおり、整理される。 
第一に、私有林の公開の今日的意義について、まず、3年間のイベントを通じて、毎年約
1,000人の来訪者が公開された私有林に訪れることは大きな成果である。来訪者に私有林の
存在意義や市民団体の活動内容を知らせる機会になった。市内を中心に近隣の市からも来
訪者があり、また、自然観察会等へのイベントの参加経験が少ない層が数多く参加してい
ることから、緑への関心が高い層だけでなく、広く一般市民に私有林の存在や市民団体の
活動に対する理解の向上の面で成果があったと言える。全体の来訪者のうち、2割以上が再
訪問した来訪者であり、一人で訪れた 60〜70 代、親子連れの 30〜40 代は、再訪問が 30％
を占めていた。全体的には周辺の他の私有林にも訪れる意識を持つ来訪者も 7 割以上とな
っており、元々「公開」参加のきっかけはリフレッシュのためが多かったが「公開」参加
の利点としては少なかった。しかし、「第 2回 OF（2013年）」や「第 3回 OF（2014年）」に
なると、リフレッシュできたという人が増加した。 
来訪者の属性ごとの視点では、一人で訪れた 60〜70 代、知人と訪れた 60〜70 代の高齢
者の来訪者には、健康づくりに役に立ったという面で成果があったと言える。「公開」は、
50〜60 代といった世代に対しても、自然や里山に興味があるものの観察会やツアーなどへ
の参加経験が少ない市民の参加を促した効果があったと言える。「親子連れの 30〜40 代」
にとって子どもの遊びや学びの機会として効果があった。また、来訪者に行く先に関して
も、「第 3 回 OF（2014 年）」では、全体の来訪者のうち、7 割以上が周辺の私有林も含めて
訪問する意識を持っており、公開された私有林毎に異なる公開プログラムが実施されてい
ることや、私有林が近接し相互のアクセスが容易な地域が多いことによるものと言える。 
私有林保全の担い手の確保に関し、「第 1回 OF（2012年）」では、近い世代の後継者とし
て想定される 50～60代の層において、保全活動の支援の必要性を感じている参加者も 20％
程度になっており、一部の参加者へは、保全活動の支援の必要性や担い手としての参加へ
の意識付けもできたと考えられる。しかし、来訪者から保全活動への入会の問い合わせは
数件あったが、実際に活動参加まで繋がった団体は少ないことが実状であった。市民団体
は新たな保全活動の担い手を確保するため、「第 2回 OF（2013年）」からは、イベントの際
に、参加意欲があった来訪者を対し、連絡先を記入してもらった。その数は 155 人に達し
た。連絡先をもらった来訪者に対して、みどりに関するイベント情報を発信したが、それ
でも、実際に里やまボランティア入門講座や松戸みどりの再発見ツアーといったみどりに
関するイベントの再参加や担い手の確保までには繋がっていなかったのが実状である。 
第二に、私有林の公開を促進する要因について、市民団体が私有林に訪れた来訪者の要
望に応じ、公開プログラムやツアー内容の改善、チラシ・ガイドブック等広報の見直しな
どを行われたことが分かった。このことが、来訪者の参加や再訪問を促進した理由である
と言える。また、複数の私有林を対象とする「ツアー」が実施されたことにより、ガイド
ツアーの企画・運営等に関するノウハウが、市民団体間に共有できたことが成果である。
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これは、「OF」にすべての市民団体が参加し、実行委員会が連携基盤となったこと、市民団
体間の連携を前提とするイベントであったためである。 
第三に、私有林の公開を阻害する要因について、運営資金の確保やイベント準備での実
行委員会メンバーへの負担、実行委員会の一部のメンバーに準備の負担が集中したことが
挙げられる。そのため、役割分担による負担軽減が必要であると考えられる。また、駅か
ら公開された私有林までのアクセスやプログラムの案内など来訪者への対応が不十分であ
るという問題が生じたのは、想定を多く超える来訪者があったことや、引率するガイド、
スタッフやガイドブックが不足していたことに起因すると考えられる。 
第四に、公開の内容やルール等の設定について、市民団体は子ども向けのプログラムの
強化の必要性を強く認識している。このため、小学校などへの広報の充実などが必要にな
る。しかし、運動会等学校行事や地域行事の日程把握が課題であり、私有林の公開日との
日程調整が望まれる。 
また、来訪者の安全確保に関し、市民団体は、来訪者が事故や怪我などをした場合の安
全確保に関して対応策を改善している。その背景には、重大な事故等が発生した場合、市
民団体や「OF」そのものの存続が危ぶまれるといった市民団体側の危機感があると考えら
れる。このため、市民団体はイベントを準備する際に、通路や遊び場の整備、看板を設置
することで来訪者の安全確保に努めており、事故発生時の連絡先や手順が定められるなど
の対応がなされている。しかし、事故発生時の責任の所在の明確化については検討が必要
であると考えられる。 
一方、「ツアー」の場合、来訪者の多さにスタッフが対応できずに近隣住民から苦情が出
ており、市民団体が、来訪者に対して十分に対応できるよう、来訪者人数や滞在時間を調
整することが必要である。 
 第五に、各主体との役割分担と協働について、従来から、松戸市は、市民団体との協働
関係にある。今回の「OF」でも、金銭的支援はなされていないが、公的機関への後援依頼、
連絡調整、土地所有者との連絡調整、広報・HP への掲載、会議や「式典」の場の確保等、
実行委員会の主体的な活動を支援する役割を果たしており、これに加えて、「OF」の運営資
金として地元事業者からの協賛金を得ている。これは、地元事業者という新たな主体との
連携を生み出したことを示している。「第 2回 OF（2013年）」からは、松戸市がチラシ・パ
ンフレットの印刷といった支援の拡大、地元事業者から継続に協賛金を提供されることな
どにより、主に市民団体の資金確保面での負担を軽減する成果が得られたと言える。また、
他自治体の市民団体との連携により、「OF」がより広域的に展開したことも大きな成果であ
ると考えられる。一方、私有林の土地所有者で構成される「ふるさとの森の会」の実行委
員会の会議への参加が少ないことが課題であった。 
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(1）実行委員会担当者から提供されたデータと実行委員会ホームページを参考に再作成し
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ネットワーク・まつど等市民団体と連携し、樹木・草花や水辺を身近に感じるとともに
「みどりと暮らす豊かさ」に気づくきっかけづくりを目的として企画されたツアーであ
る。 
1）オープンフォレスト in松戸実行委員会：｢オープンフォレスト in松戸｣趣意書：オープ
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委員会ホームページ 
 <http://www1.koalanet.ne.jp/ forest-in-matsudo/>,2012年 8月参照 
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第 5章．総合考察 
 前章までの結果に基づき、私有林の保全から公開型緑地への移行段階について、①私有
林の公開の今日的意義、②私有林の公開を促進する要因および公開を阻害する要因、③公
開の内容やルール等の設定、④各主体の役割分担と協働の４点から整理し、本研究の結論
とする。 
 
5.1 私有林の公開の今日的意義 
 私有林の公開の意義は、①私有林の来訪者にもたらす直接的な意義、②私有林を含む地
域環境の向上に関する意義、③私有林の保全・公開のための担い手確保に関する意義の 3
つの側面から捉えられる。 
 
5.1.1 私有林の来訪者にもたらす直接的な意義 
 私有林の公開により、土地所有者や市民団体のみならず、地域住民等が私有林を訪れる
ことになる。これにより、私有林の存在効果のみならず、利用効果が発揮される。この点
に関し、佐藤ら 1)は、私有林の公開により、地域住民がレクリエーションや自然とのふれあ
いの場として利用できると指摘している。 
 本研究では、公開施策に取り組む自治体や私有林を公開している土地所有者が、自然と
のふれあいの場・機会の提供の面での効果を認識していることが把握されたが、その具体
的な範囲や内容は、計 3回開催された「OF」の成果から詳述できる。 
すなわち、「OF」では、毎年約 1,000人の来訪者が公開された私有林を訪れたが、その範
囲は、市内に居住する地域住民のみならず近隣市に居住する住民、自然観察会等へのイベ
ントの参加経験が少ない層、親子連れの 30～40代から 60～70代に至るまで幅広い。また、
リピーターも、来訪者全体で 20％以上（一人で訪れた 60〜70 代、親子連れの 30〜40 代は
約 30％）になっている。 
 このように、地域に存在する複数の私有林を期間限定で一斉に公開する方式により、特
定の者のみならず、幅広い範囲や層の来訪者に、自然とのふれあいの場や機会を提供でき
ると言えるが、その効果は年齢層により異なる。具体的には、公開活動の内容が多様化す
るなかで、幅広い層の来訪者に「リフレッシュできた」という効果をもたらしたほか、親
子連れの 30〜40代には子どもの遊びや学び、50代以上の来訪者には里山の存在や市民団体
の活動の認知をもたらしたと言える。 
 なお、第 1章で述べたように、「OF」と類似する活動に個人の庭を公開するオープンガー
デンがあり、この活動が来訪者にもたらす効果として、人的交流やコミュニケーションの
向上等が指摘されている 2)。「OF」ではそのような効果は十分には認められなかったが、公
開活動の内容が多様であるため、来訪者層毎には特徴的な効果が得られたと考えられる。 
 
5.1.2 私有林を含む地域環境の向上等に関する意義 
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 私有林の公開は、地域住民との交流やコミュニティ形成のほか、防犯対策や、周辺環境
の改善等にも寄与する。菅原ら 3)が指摘するように、都市生活に散在する私有林は、地域住
民に不用心ということで嫌われているものである。しかし、後述するような市民団体との
連携を前提とした私有林の公開により、市民団体や来訪者など、土地所有者以外の多くの
人の目が行き届き、それによって、周辺環境の改善や、地域のイメージアップに寄与でき
ると考えられる。 
 また、私有林の公開は、私有林の存続に寄与し、結果として緑の量の減少を防ぐことに
つながる。これは私有林の公開による公益的な意義が、実利として土地所有者や地域住民
等にも理解され、それにより保全意識の向上や近隣からの苦情の減少をもたらされるから
である。すなわち、片多ら 4)により、近隣からの苦情が、土地所有者の私有林保全に対する
心理的な負担になっていることが指摘されているが、それが軽減されることは、緑地とし
ての持続性を高める一つのきっかけになる。これらのことから、私有林の公開が緑地とし
ての持続性を高める有効な手立てとなり得る可能性を示唆している。 
さらに、財政面の困難さから都市公園整備を進めにくい現状において、私有林の公開は、
必ずしも土地の買収を要せず、低コストで都市公園の代替となる緑地空間を確保すること
にもつながると言える。 
 なお、オープンガーデンに関しては、地域経済の活性化等の面での効果が指摘されてい
る 5)。本研究における「OF」では、このような効果は実証されておらず、研究上の課題とし
たい。 
 
5.1.3 私有林の保全・公開のための担い手確保に関する意義 
 私有林の保全・公開には、後述するように、市民団体との連携が前提になると考えられ
る。しかしながら、一般に、私有林保全に係わる市民団体では、メンバーの高齢化や資金
調達の困難さ等に起因し、その存続が大きな課題になっている 6)。 
 こうしたなかで、「OF」のような試み、地域に存在する複数の私有林を期間限定で一斉に
公開する方式の公開イベントは、近い世代の後継者として想定される 50～60代の層の一部
に、保全活動の支援の必要性を認知させるなどの成果をもたらす。また、来訪者からの保
全活動への入会の問い合わせ等があるなど、認知から行動へとつながる事例もみられる。
「OF」では、ガイドブックの作成や解説等により、私有林の置かれている状況や市民団体
の活動を紹介しており、これらの方策により、一部の参加者へは保全活動の支援の必要性
や担い手としての参加への意識付けができると考えられる。 
 しかしながら、実際に私有林の保全・公開に係わる市民団体に参加した事例や、ボラン
ティアの育成に係わる講座への参加などの実際の行動につながるケースはごく限られてい
るのが実状であり、私有林への来訪者を、私有林の保全・公開活動の担い手として取り込
む方策の確立が必要になると考えられる。 
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5.2 公開を促進する要因と阻害する要因 
 
5.2.1 公開を促進する要因 
 私有林の公開については、一定規模以上の面積や平坦地の要件を満たす私有林が前提で
ある 7)との指摘があり、本研究における行政担当者のアンケート結果からも、そのことが裏
付けられた。 
 このことを前提条件として、私有林の公開への移行を促進する要因に関して整理すると、
①条例・要項等によってその保全が担保された私有林の確保、②当該私有林における市民
団体による管理活動の実施、③当該私有林の公開の実施体制の確立等の側面があると考え
られる。 
 ①に関しては、行政担当者がその必要性を認識しているが、保全樹林地区指定を受けた
土地所有者の視点からは、その指定等においては、市職員の訪問等のような行政から土地
所有者への働きかけなどのきっかけが必要である。また、公開する私有林の指定において
も、行政から土地所有者への働きかけが必要である。 
 ②について、保全樹林地区指定を受けた土地所有者の多くが私有林の維持管理を市民団
体に任せたいという認識を有している。それは、市民団体への委任により、維持管理の負
担の軽減、私有林の環境の改善、近隣住民からの苦情の減少等に有効であると考えられる
からである。一方、公開施策に取り組んでいる行政担にとっては、私有林の公開に際して
の市民団体の参加は、土地所有者の維持管理負担の軽減の側面のみならず、行政の私有林
の維持管理コストの削減の側面、近隣からの苦情への対応の側面からも、重要になる。こ
のようなことから、保全樹林地区指定を受けた私有林において、市民団体の管理活動への
参加を促し、公開へとつなげていく方策の検討が必要である。その際、行政担当者自身も
認識しているように、行政が土地所有者と市民団体との間を仲介・調整することが必要で
あり、このことが、土地所有者の市民団体に対する信頼関係の醸成や懸念の軽減につなが
る。 
 ③については、「OF」の実績から、地域に存在する複数の私有林を期間限定で一斉に公開
する方式において多主体による実行委員会を組織すること、市民団体が私有林に訪れた来
訪者の要望に応じ、公開プログラムやツアー内容の改善、チラシ・ガイドブック等広報の
見直しを行うこと、複数の私有林を対象とする「ツアー」を実施すること、ガイドツアー
の企画・運営等に関するノウハウを市民団体間で共有すること等が一定数の来訪者の確保
につながって要因であると言える。 
 
5.2.2 公開を阻害する要因 
 公開を阻害する要因に関しては、①土地所有者のメリットの不足、②保全・公開活動を
担う市民団体の不足、③公開に際しての管理運営ルール、④公開のための運営方法等の側
面から整理される。 
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 ①に関しては、公開施策を導入していない自治体からの指摘が主であり、土地所有者の
維持管理や金銭上のメリットが少ないこと等が挙げられている。従来から、私有林の保全
に対して土地所有者にメリットを付与する必要があることが指摘されており 8)、現状でもそ
のことは変わらないと言える。 
具体的には、既に公開を実施している私有林の土地所有者と、公開は実施していないが
それに賛成する土地所有者のいずれもが、各種地方税や国税の減免・優遇の拡大、相続税
の納税猶予の適用等の税金対策での支援を望んでいることへの対応を検討する必要がある。 
また、既に公開を実施している私有林の土地所有者は、自分自身や市民団体等では対応
が不可能で、かつ費用がかかる樹木の伐採等への支援を望む一方、「公開賛成グループ」は、
単に市民団体や行政による私有林の維持管理を望んでいる。これらの維持管理に係わる主
体や役割分担のあり方を整理し、公開に際しての土地所有者のメリットを明示するととも
に、その理解を得る必要がある。 
 ②に関しては、既に公開施策に取り組んでいる自治体からの指摘が主であり、維持管理
できる市民団体の不足に加え、市民団体の育成や維持管理面での協働に係わる課題が挙げ
られる。市民団体による私有林の管理は、公開を促進する要因にも挙げられており、その
育成の必要性があると考えられる。しかし、実際には、公開を促進しようにも、市民団体
の育成が必ずしも十分ではなく、それが実現できないことを示している。 
 ③に関しては、私有林を公開している土地所有者では、維持管理上の負担、動植物の採
取、不審者の出没等を、公開していない土地所有者は、公開に対する賛否に関わらず、利
用者の事故等の安全管理、ゴミの投棄や利用マナー、それらの問題に起因する周辺住民か
らの苦情等を懸念している。私有林の公開による土地所有者としての管理責任の不明確さ
や、周辺住民への悪影響を懸念していることが指摘できる。これらに対処するためには、
利用ルールや管理責任に対する考え方の検討はもとより、市民団体の育成等が必要になる
と考えられる。 
 ④に関しては、運営資金の確保、準備段階における実行委員会の一部メンバーへの負担
の集中、私有林までのアクセスやプログラムの案内など来訪者への対応の不十分さ、想定
を多く超える来訪者に対するガイド、スタッフやガイドブックの不足等が指摘できる。こ
のような公開に係わる運営方法（資金・人手・事業内容等）のあり方によっては、市民団
体への負担が過大になり、公開に対して否定的な認識をもたらすことも想定される。これ
に対しては、「OF」でもみられるように、実行委員会や市民団体のメンバーの負担を軽減す
るための事業内容の変更など、見直しができるしくみを構築する必要がある。 
 
5.2.3 私有林の保全から公開型緑地に至るまでの状況  
 上記を踏まえ、私有林の公開型緑地への移行プロセスを図 5－1に示す。 
 １章で述べたように、私有林の保全から公開までの段階性は「管理放棄」、「保全段階」、
「移行段階」、「常時公開段階」の４つに区分できる。 
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 各段階において、土地所有者、行政、市民団体、他分野の市民団体、企業、来訪者のい
ずれかの主体が係わり、公開型緑地まで展開されている。 
 本プロセスでは、前節で述べたように、管理放棄された私有林は、行政が保護樹林や特
別緑地保全地区の指定を行い、それに伴って土地所有者への各種支援の実施し、あわせて
市民団体による保全活動の実施することにより、保全段階への展開が可能になる。 
次に、移行段階では、引き続き保全樹林地区や特別領地保全地区の指定および土地所有
者への支援等を継続しつつ、保全活動を実施している市民団体が公開イベントを企画・実
施できるようにすることが必要である。それには、他分野の市民団体によるプログラムの
提供・運営協力や、企業等からの資金等の支援、行政からの市民団体支援等が必要である。
一方、この段階から、来訪者が私有林に立ち入ることになるので、行政等を中心に公開型
緑地としての利用ルール等を検討する必要がある。これらの方策により、私有林の保全か
ら常時公開に至る移行段階を設定できると考える。 
 なお、各主体間の具体的な役割分担については、5.4で記述する。
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5.3 公開の内容やルール等の設定 
 すでに述べたように、私有林の公開のために必要な私有林の管理・運営手法に関連して、
市民団体の参画が不可欠であると言え、以下、このことを前提に、①公開日の設定と内容、
②公開に当たっての管理運営ルールについて述べる。 
 ①のうち、公開日の設定に関しては、期間限定公開に対する土地所有者の賛意も多い。
既に私有林を公開している土地所有者は、年間を通じて相当日数を公開することへの抵抗
感が比較的少ないが、現在は非公開であるが公開に賛成する土地所有者は、特定の数日を
公開したいとする割合も多い。これは公開の経験がないため、前述したような、公開に係
わる諸問題への懸念があるものと考えられる。 
また、公開の内容については、土地所有者はいずれも、自然を楽しむ内容や子どもの遊
びを含めた利用を望んでいる。また、「OF」においても、実行委員会は子どもの参加を望ん
でおり、子ども向けのプログラムの強化が必要になる。なお、「OF」では、地域行事の把握
や日程調整が問題となっており、今後、小学校の運動会等の地域行事と公開日の日程調整
の検討が必要であると考えられる。 
 さらに、「OF」の公開イベントのうち、「ツアー」の場合、来訪者の多さにスタッフが対
応できずに近隣住民から苦情が出たことから、市民団体がイベント参加者に十分に対応で
きるよう、参加者の人数や滞在期間の調整が必要とされる。 
 ②の公開に当たっての管理運営ルール等の設定に関し、私有林を公開している土地所有
者、非公開であるが公開に賛成する土地所有者のいずれもが、利用する際のマナーやルー
ルの徹底、利用者の事故等に関する責任の明確化の必要性を共通に認識している。なお、
私有林を公開している土地所有者は利用する際の土地所有者への連絡、非公開であるが公
開に賛成する土地所有者は利用を指導する責任者の決定も重要視していると言える。 
一方、曾根ら 9)は、市民団体の立場から、市民緑地の管理運営において、市民団体と行政
との間で利用管理、管理責任の所在等に関するルールを設定する必要性を指摘している。
私有林の管理運営を進める上でのルールの必要性は、土地所有者のみならず市民団体も認
識している。明確なルールを定めることで、土地所有者や市民団体の持つ懸念が払拭され
るため、そのあり方を検討することは公開を考える上で重要である。 
なお、「第 1回 OF（2012年）」では来訪者が事故や怪我などをした場合に安全保障に関し
て十分にルール化されていなかったが、「第 2回 OF（2013年）」からは、事故発生時の連絡
先や手順が定められて運営されていた。特に、事故発生時の対応については、公開活動の
直接の主体となる市民団体の間で明確にしておく必要がある。 
 
131 
 
5.4 各主体との役割分担と協働 
 前節まで述べてきたように、私有林の公開においては、市民団体の活動が重要である。
そこで、市民団体を基点に、土地所有者、行政、企業、他の市民団体等の役割分担と協働
について、①私有林の維持管理、②私有林の公開やイベントの管理運営の 2 つの観点から
述べる。 
 ①に関しては、多くの土地所有者が自分自身や家族が私有林の維持管理を行う中で、半
数以上が市民団体への維持管理の委任に賛意を示しているが、これに対して、市民団体は、
林床管理や樹木管理を中心に活動を行っている。これは、従来の土地所有者の維持管理の
役割の一部を、市民団体が担っていることを示している。一方で市民緑地等にみられるよ
うに、行政が私有林の維持管理の主体となる場合もある。その際、市民団体の参加が得ら
れれば、行政が担う役割の一部を市民団体が担うことになる。  
 ただし、既に公開を実施している私有林の土地所有者は、自分自身や市民団体等では対
応が不可能で、かつ費用がかかる樹木の伐採等への支援を望んでおり、行政が担うべき部
分はある。 
②に関しては、特定の者ではない一般の来訪者が立ち入ることに対して、それぞれに主
体がどのような役割を担うかが課題になる。その前提には、記述のような、来訪者等の利
用ルールや管理責任に対する考え方の明確化が必要であり、土地所有者、市民団体、行政
の三者の間で合意形成を図る必要がある。その上で、公開の意義や効果を高めるためのイ
ベントの運営等が求められるが、千葉市における市民緑地での事例 9)や、本研究の松戸市の
事例からも明らかなように、市民団体の参加のもとで公開された私有林では、その主たる
役割は市民団体が担うものと考えられる。 
 一方、土地所有者や市民団体は来訪者の事故や怪我等の責任の不明確を懸念しており、
これを払拭するため、禁止行為等の利用ルールや方針の設定は、行政が中心的にそれを担
う必要がある。 
 また、保全活動や公開時に私有林を利用する際には、土地所有者への連絡・届け出を行
うことが必要である。 
 さらに、行政や土地所有者との連絡調整や、来訪者の利用を指導する立場の人材を、市
民団体内に育成・確保することが必要である。これにより、公開された私有林に、私有林
において市民団体が公開イベントの運営が円滑に行われ、来訪者の安全面の確保、プログ
ラム内容の充実が可能になると考える。 
また、市民団体は自らの知識や技術を向上させる機会を持つ必要がある。例えば、松戸
市の「OF」における私有林の公開では、子ども向けのプログラムの強化の必要性が指摘さ
れているように、市民団体はそのための知識や技術を蓄積しなければならない。 
一方、こうした市民団体を支援するためには、行政のみならず企業や他の関連団体の支
援を含めた多主体の連携と協働が必要である。 
行政からの支援に関し、石浦 10)らは、市民団体によりイベント時に運営費や通信費、道
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具費を行政が負担し、財政面での援助をすることで市民団体の運営上の負担を軽減するこ
とが望ましいと指摘している。しかし、本研究の「OF」の場合、行政からの金銭的支援は
限られているものの、公的機関への後援依頼、連絡調整、土地所有者との連絡調整、広報・
HP への掲載、会議や「式典」の場の確保等、実行委員会の主体的な活動を支援する役割を
果たしており、それらも有効に働くと考えられる。 
一方、金銭的な支援に関しては、「OF」の運営資金として地元事業者からの協賛金等を得
ることができ、行政ではなく、企業という新たな主体との連携の可能性を示唆している。
加を生み出したことを示しており、市民団体の金銭面での負担の軽減につながっている。
ただし、企業の協賛を得るための業務が、市民団体の新たな負担となる可能性もあり、今
後の検討が必要である。 
なお、「第 3回 OF（2014年）」からは、他市（市川市）の市民団体との連携により、「OF」
のツアーが市境界を越えて実施されたが、このような広域的な活動の展開も期待される。 
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摘要 
 
 本研究では、首都圏近郊整備地帯の私有林を対象に、その保全から公開への移行段階を、
行政、土地所有者、市民団体、来訪者等の観点から捉え、私有林の公開の意義、公開を促進
する要因、公開を阻害する要因等を明らかにすることによって、私有林の公開型緑地への移
行に係わる方策を考察することを目的とした。 
 研究では、①私有林の公開に関する行政施策の実態と担当者の認識の分析、②保全樹林地
区指定を受けた私有林の土地所有者の認識の分析、③市民団体・行政等の協働により実施さ
れた私有林の公開イベントの運営実態および関係者（市民団体、行政、来訪者等）の認識の
分析等を実施した。 
その結果、私有林の公開が、来訪者、私有林周辺の地域環境の向上、市民活動の担い手確
保にもたらす諸効果が把握された。また、私有林の公開を促進する要因には、条例や要綱等
により担保された私有林の存在、当該私有林における市民団体による保全活動の実績、公開
のための運営体制の確立が挙げられた。一方、公開を阻害する要因には、私有林の土地所有
者への利点や保全・公開活動を担う市民団体の不足、私有林の利用ルールや管理責任の不明
確さ等が挙げられた。さらに、私有林の公開内容、市民団体や行政等の役割分担や協働の実
態や問題点を論じつつ、私有林の公開型緑地への移行における課題等を明らかにし、今後の
方策を考察した。 
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「民有樹林地の保全・公開するための施策方向」 
に関するアンケートのお願い 
 
 
拝啓 陽春の候，ますます御健勝のこととお慶び申し上げます。 
さて，千葉大学大学院園芸学研究科・園芸学部の緑地環境管理学研究室(柳井重人ゼミ)では，従来より，民有樹林
地の保全，公開やそのための管理運営手法に関する研究を行っています。このたび，首都圏の各自治体が実施してい
る民有樹林地の保全，公開に関する施策を把握し，今後の民有樹林地の管理運営手法の在り方について検討すること
を目的に，下記のとおり，アンケートを実施することに致しました。 
つきましては，業務ご多忙の折，誠に恐縮ではございますが，本アンケートにご協力のほどをお願い申し上げます。 
 
敬具 
 
記 
 
 
１．アンケート回答方法及び期限 
同封した返信用封筒に回答済みのアンケートを封入し，2013年 8月 16日（金）までにポストに投かんしていただ
ければ幸いです。 
 
２．アンケート回答者 
都市緑地の保全や管理などを担当する部/課職員の方に，このアンケートにご回答いただきたく存じます。 
 
３．回答結果の取り扱い 
本調査で得られた各種情報につきましては，当研究室にて厳重に管理し，研究以外の目的では一切使用いたしませ
ん。アンケートの回答結果は集計し報告書としてまとめ，後日，皆様のもとに送付させていただきます。学術論文と
して公表した場合も同様にさせていただきます。 
 
４．実施者及びお問い合わせ先 
〒271－8510  
千葉県松戸市松戸 648 千葉大学大学院園芸学研究科 緑地環境管理学研究室 
・調査員：尹 紋榮（ユン ムンヨン，博士課程 3年） 
連絡先：080－3531－9702 
メールアドレス：aapa3079@chiba-u.jp 
・指導教員：柳井 重人 
連絡先：047－308－8897 
メールアドレス：yanai@faculty.chiba-u.jp 
ファクス：047－308－8897 
 Ⅰ．貴自治体の民有樹林地の保全や公開に関する施策の基本的な事項についてお尋ねします。 
 
問Ⅰ-１.貴自治体の区域内には，どのような種類の民有樹林地がありますか。特徴的なものをお答え下さい。（当ては
まる番号３つまでに○印） 
 
①屋敷林 ②社寺林 
③水辺林 ④斜面林・崖地林 
⑤雑木林 ⑥農林業が営まれている樹林地 
⑦企業の所有する樹林地 ⑧その他（                    ） 
 
問Ⅰ-２．民有樹林地には多面的な役割がありますが，貴自治体では，特にどのような役割を期待されていますか。（当
てはまる番号３つまでに〇印） 
 
①生活環境の保全 ②都市形態の規制 ③水源のかん養 
④史跡・文化財の保全 ⑤生物多様性の確保 ⑥レクリエーションの場の提供 
⑦コミュニティ形成の場の提供 ⑧災害の防止 ⑨避難場所の確保 
⑩良好な景観の形成 ⑪CO2の吸収又は固定 ⑫自然とのふれあいの場の確保 
⑬木材や農産物の生産 ⑭その他（                             ） 
 
問Ⅰ-３．貴自治体では，現在，民有樹林地の保全や公開に取り組んでいますか。（当てはまるもの１つに○印） 
※なお，ここでいう「公開」とは，特定の者や団体のみならず地域住民の利用に供することを言い，常時
公開する場合の他に，イベントなど期間を定め公開する場合も含みます。 
 
①保全・公開の両方に取り組んでいる   
②保全には取り組んでいるが公開には取り組んでいない  
③その他（                    ）   
 
問Ⅰ-４．貴自治体では，民有樹林地の保全あるいは公開について，どのような基本的な計画に位置付けられています
か。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①自治体の総合計画 ②緑の基本計画 ③環境基本計画 
④都市計画マスタープラン ⑤景観基本計画 ⑥生物多様性地域戦略 
⑦特になし ⑧その他（           ）  
 
問Ⅰ-５．貴自治体では民有樹林地を保全あるいは公開するために，どのような制度を活用されていますか。（当ては
まる番号すべてに〇印） 
 
①都市緑地法による特別緑地保全地区 ②都市緑地法による市民緑地 
③首都圏近郊緑地保全法による近郊緑地保全区域 ④樹木保存法による保存樹林 
⑤自然環境保全法による自然環境保全地域 ⑥古都保存法による歴史的風土保存地区 
⑦森林法による保安林 ⑧都市計画法による風致地区 
⑨条例・要綱等で指定・保全される保存樹林など ⑩条例・要綱等で指定・公開される市民の森など 
⑪特になし ⑫その他（                    ） 
 
 問Ⅰ-６．貴自治体において，民有樹林地の保全あるいは公開に関する条例・要綱，それ以外の施策や取り組みがある
場合，その名称や内容などについて，下記にご記入下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ．ここからは，民有樹林地の「公開」を推進されている自治体の皆さんに，その取り組みの実態につ
いてお尋ねします。（→民有樹林地の「公開」を特に進めておられない自治体の方は４ページの問
Ⅲ-１から，ご回答下さい。） 
 
問Ⅱ-１．貴自治体が，民有樹林地の公開を推進されている目的は何ですか。（当てはまる番号３つまでに○印） 
 
①自然的環境の保全や生物多様性の確保 ②自然とのふれあいの場の確保・機会の提供 
③避難場所の確保 ④地域コミュニティの形成の場の確保・機会の提供 
⑤健康づくりの場の確保・機会の提供 ⑥環境学習の場の確保・機会の提供 
⑦子どもたちの遊び場の確保・機会の提供 ⑧史跡・文化財の保全・継承 
⑨景観の保全 ⑩その他（                    ） 
 
問Ⅱ-２．貴自治体では，主にどのような民有樹林地を公開の対象にされていますか。（当てはまる番号 3 つまでに○
印） 
 
①市街地からのアクセスが良い樹林地 ②都市公園が少ない地域の樹林地 
③都市公園などの緑地に隣接した樹林地 ④緑のネットワークを強化できる樹林地 
⑤土地所有者から売却の要望があった樹林地 ⑥市民団体などが保全活動を行っている樹林地 
⑦周辺住民から公開の要望があった樹林地 ⑧地形が平坦で利用がしやすい樹林地 
⑨自然的環境の質が高い樹林地 ⑩条例・要綱によりその保全が担保されている樹林地 
⑪国の法律によりその保全が担保されている樹林地 ⑫まとまった面積の樹林地 
⑬区画道路と隣接した樹林地 ⑭その他（                    ） 
 
問Ⅱ-３．民有樹林地の公開は，どのような経緯で始まりますか。（当てはまる番号すべてに○印） 
 
①土地所有者から行政への申し出 ②行政からの土地所有者へのはたらきかけ 
③地域住民から行政への要望 ④管理団体から行政への要望 
⑤その他（                    ）  
 
問Ⅱ-４．公開されている民有樹林地の公開期間・時間には，どのようなタイプのものがありますか。（当てはまる番
号すべてに〇印） 
 
①常時公開（365日・24時間） ②1日のうち特定時間帯に公開（365日・特定時間帯） 
③1年のうち特定期間に公開（特定期間・24時間） ④特定期間の特定時間帯に公開 
⑤イベント等にて一時的に公開 ⑥その他（                    ） 
 問Ⅱ-５．公開された樹林地の利用者のために，貴自治体ではどのような施設の整備を進めていますか。（当てはまる
番号すべてに〇印） 
 
①散策路及び広場 ②柵，標識等の管理施設 
③ベンチ・野外卓等の休養施設 ④植物見本園・野鳥園等の教育施設 
⑤便所・水飲等の便益施設 ⑥植栽・芝生・花壇等の修景施設 
⑦キャンプ場等のレクリエーション施設 ⑧ビジターセンター等の建築物の設置 
⑨その他（                    ）  
 
問Ⅱ-６．貴自治体では，民有樹林地の公開を進めていく上で，土地所有者に対して，どのような支援をされています
か。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①保全や公開に係わる助成金の交付 ②樹林地の維持管理に対する指導・助言 
③立地調査など樹林地の定期的なモニタリングの実施 ④公開に関する制度・仕組みに関する説明会の実施 
⑤樹林地の維持管理の実施 ⑥樹林地の維持管理に係わる市民団体の紹介 
⑦土地所有者に対する表彰 ⑧特にない 
⑨その他（                    ）  
 
問Ⅱ-７．貴自治体では，民有樹林地の公開に関する活動に，市民団体が参加してますか。（当てはまる番号すべてに
○印） 
 
①市民団体は参加していない。 （→問Ⅱ-９から回答を続けて下さい。） 
②市民団体が林床管理や樹木管理に参加している。 
③市民団体が樹林地でのイベントの運営に参加している。 
④市民団体が施設物の設置・整備運営に参加している。 
⑤市民団体が樹林地の利用者・団体の利用調整を実施している。 
⑥市民団体が樹木や草花の植栽活動に参加している。 
⑦その他（                                            ） 
 
問Ⅱ-８. 問Ⅱ－７で，市民団体が参加していると回答された自治体の方（選択肢②～⑦に○印をつけた自治体の方）
にお尋ねします。貴自治体では，活動に参加している市民団体に対して，どのような取り組みを行っていま
すか。（当てはまる番号すべてに○印） 
 
①市民団体の活動内容などの広報 ②市民団体への金銭的な支援 
③樹林地の維持管理の係わる講習会の開催 ④市民団体のリーダーの育成講座等の実施 
⑤樹林地の活用や運営に係わる講習会の開催 ⑥市民団体間の交流の場と機会の提供 
⑦地域住民との交流の場と機会の提供 ⑧土地所有者との交流の場と機会の提供 
⑨先進事例の視察に対するサポート ⑩樹林地の管理運営の専門家との交流の場や機会の提供 
⑪市民団体そのものの運営に関する講習会の開催 ⑫協働による維持管理作業の実施 
⑬協働によるイベントの実施 ⑭市民団体の表彰 
⑮特にない ⑯その他（                    ） 
 
問Ⅱ-９．貴自治体では，民有樹林地の重要性や公開の意義を広く市民に普及し，次の世代の保全活動の担い手を確保
するために，どのような取り組みを行っていますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①樹林地保全活動に関する広報 ②一般市民向けの講演会の開催 
③樹林地の維持管理に関するイベントの実施 ④樹林地保全活動の担い手を育成するための講座の開設 
⑤樹林地の管理のための募金活動の実施 ⑥市民参加による樹林地の調査やワークショップの実施 
⑦特にない ⑧その他（                    ） 
 問Ⅱ-10．民有樹林地の公開に関連して，貴自治体や担当課で明確化されている方針やルールには，どのようなものが
ありますか。（当てはまる番号すべてに○印） 
 
①公開する民有樹林地の数などの目標を定めている ②公開に関する制度の広報の手順や方法を定めている 
③土地所有者への支援措置の内容を定めている ④市民団体への支援措置の内容等を定めている 
⑤植物の保全や管理水準に関する方針を定めている ⑥ゴミの収集・処理に手順や方法は定めている 
⑦樹林地の土地利用の方針(ゾーニング)を定めている ⑧施設の設置や整備水準に関する方針を定めている 
⑨非常時の連絡方法や手順を定めている ⑩事故発生の際の連絡方法や責任の範囲を定めている 
⑪利用時間や禁止行為等の利用ルールを定めている ⑫所有者・管理団体との役割分担を定めている 
⑬特にない ⑭その他（                    ） 
 
Ⅲ．民有樹林地の公開の効果と問題点に対する認識をお尋ねします。ここからは，すべての行政の担当
者の方にご回答をお願いいたします。 
 
問Ⅲ-１．民有樹林地を公開するメリットには何がありますか。または，メリットがあるとお考えですか。（当てはま
る番号すべてに〇印） 
 
①買い取りをせずに低コストで緑地空間を担保できる ②行政が計画した緑地の目標量を達成できる 
③緑地の価値を広く住民に伝えることができる ④身近なレクリエーションの場を住民に提供できる 
⑤市民団体等との協働を実践できる ⑥行政のアピール，イメージアップに寄与する 
⑦公園等よりも柔軟な利用が可能になる ⑧樹林地の買取りまでの時間的余裕ができる 
⑨土地所有者の樹林地保全の要望に応えることができる ⑩良好な自然環境を保全ができる 
⑪地域コミュニティの活性化に寄与できる ⑫緑の量の減少を防ぐことができる 
⑬その他（                       ）  
 
問Ⅲ-２．貴自治体では，公開する民有樹林地を確保するにあたり，何が問題になっていますか。または，問題になる
ると思われますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①公開や利用に適した条件の樹林地が少ない 
②長期契約よる土地の処分の困難さに対する土地所有者の懸念がある 
③土地所有者の樹林地の管理面でのメリットが少ない 
④土地所有者の金銭面でのメリットが十分でない 
⑤土地所有者が公開による樹林地の環境悪化を懸念している 
⑥他者が樹林地を利用することへの土地所有者の懸念がある 
⑦公開に関する行政の施策に対して土地所有者の認知度が低い 
⑧まとまった面積の樹林地を確保する場合，複数の土地所有者との意見調整が難しい 
⑨公開によるプライバシー侵害等を周辺住民が懸念している 
⑩民有樹林地を維持管理できる市民団体等が不足している 
⑪特に問題点はない 
⑫その他（                                              ） 
 
 問Ⅲ-３．貴自治体では公開される民有樹林地を管理運営するにあたり，何が問題になっていますか。あるいはなると
思われますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①防犯面での懸念がある ②利用者のマナーが悪い 
③禁止行為等の利用のルールが明確でない ④ゴミが投棄されて利用環境が悪化する  
⑤イベント運営等の利用活性化が図られていない ⑥周辺住民からの苦情への対応が困難である 
⑦事故発生時の対応ルールや責任の所在が明確ではない  
⑧維持管理で発生する廃棄物の処理の手間と費用が大きい 
⑨土地所有者の維持管理上の負担が大きい 
⑩維持管理や運営に協力してくれる住民や市民団体が少ない 
⑪協働による維持管理の場合に市民団体等との意見調整が難しい 
⑫特に問題点はない 
⑬その他（                                              ） 
 
問Ⅲ-４．貴自治体では，今後，民有樹林地の保全・公開に取り組んでいく方針ですか。（当てはまるもの１つに○印） 
  
①今後も民有樹林地の保全と公開の両方を進める。 
②現在は民有樹林地の保全を進めているが，今後は公開も進める予定（検討中も含む）である 
③現在は民有樹林地の保全を進めており，今後も同様の取り組みを進める（公開は進めていく予定はない） 
④民有樹林地の保全・公開ともに進めて行く予定はない  
⑤その他（                                              ） 
 
問Ⅲ-５．問Ⅲ-４で①もしくは②に○印を付けた自治体の方にお尋ねします。どのような方針で樹林地の公開を実施
していく予定ですか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①都市緑地法による市民緑地制度をもとに樹林地の公開を実施する予定である 
②既存の条例・要綱をもとに樹林地の公開を実施する予定である 
③新しく条例・要綱をつくり，それをもとに樹林地の公開を実施する予定である 
④その他（                                              ） 
 
問Ⅲ-６．以下は，民有樹林地を公開し管理運営して行く上での取り組みの提案の例です。貴自治体で，重要であると
思われる項目を 3つまで挙げ，○印を付けて下さい。 
 
①土地所有者への補助金や維持管理費用の増額 ②公開に関する制度の広報の充実 
③契約満了後の民有樹林地の買取り ④行政・管理団体・土地所有者の三者の交流会 
⑤樹林地の自然環境状況の把握 ⑥住民との協働に関するノウハウ蓄積 
⑦樹林地の維持管理における市民団体等との協働 ⑧樹林地保全の市民団体などの担い手を確保 
⑨公開された樹林地の利用状況の把握 ⑩樹林地保全市民団体や利用者の安全を確保 
⑪地域住民に樹林地の魅力や樹林地保全活動の啓発の推進 
⑫地域住民の意見を収集し，樹林地の管理運営施策に反映 
⑬管理や運営に対する土地所有者や管理団体への指導への助言 
⑭樹林地の管理水準や利用・運営ルールの明確化 
⑮市民団体間のネットワークづくりによる管理運営のノウハウの共有 
⑯特になし 
⑰その他（                                           ） 
 
   
問Ⅲ-７．民有樹林地の保全・公開に関する課題，今後の取り組みの方向性，現在検討されていることなどを，ご自由
にお書きください。 
 
回答記入欄 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ご回答いただく方についてお答えください。 
自治体名  
 
部署名  
 
回答者名  
 
ご連絡先 電話 
FAX； 
E-mail 
 
 
※ご返送いただいたアンケートについて，ご不明な点等があった場合はご質問させていただくことがご
ざいます。また，アンケート結果に関する報告書等は，ご回答いただいた方に宛てて送付させていた
だきます。 
 
アンケートは以上です。お忙しい中，ご協力をいただき，ありがとうございました。 
参考資料２ 松戸市緑の条例により保全樹林地区指定を受けた土地所有者へのアンケート
調査票（3章） 
 
平成 25年 12月 16日 
保全樹林地区・特別保全樹林地区 
の土地所有者等の皆様 
千葉大学大学院園芸学研究科 
准教授 柳 井 重 人 
 
アンケート調査のお願い 
 
拝啓 師走の候，皆様方におかれましては，ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
さて，千葉大学園芸学部緑地環境管理学研究室(柳井重人ゼミ)では，従来から，都市にお
ける緑地保全・緑化推進のための施策，住民や企業参加の緑のまちづくり，都市公園等の管
理運営方策に関する研究等を行っています。このたび，その一環として，民有樹林地の保全・
公開や管理運営手法のあり方について検討することを目的に，下記のとおり，アンケート調
査を実施することにいたしました。 
なお，この調査は，松戸市みどりと花の課のご協力を得て実施し，学術研究のみならず松
戸市の緑施策の推進にも寄与するものです。 
つきましては，年末を控えてご多忙のところ恐縮に存じますが，本アンケートにご協力の
ほどをお願い申し上げます。                          敬具 
記 
 
１．アンケート調査の対象者 
アンケート調査は，松戸市緑の条例に基づいて指定されている「保全樹林地区」および「特
別保全樹林地区」の土地所有者の方々を対象にしています。 
２．アンケート記入上の注意 
アンケートの質問をよくお読みいただき，ご回答いただければ幸いです。また，アンケー
ト票や返信用封筒には，住所・氏名など，回答者が特定できるような情報をご記入いただ
く必要はございません。 
３．アンケートの提出 
ご記入いただいたアンケート票（水色の A3 用紙）は，同封の返信用封筒（千葉大学の名
前が入った水色の封筒）に封入していただき，平成 26年 1月末日（金）までに，ポスト
へご投函下さい（切手は不要です）。 
４．回答結果の取扱い 
 ご提出いただいたアンケート票は，当研究室にて厳重に管理します。また，アンケートの
回答は，全体で集計処理するため，個々の回答が公表されることは一切ありません。分
析結果は，学術研究および松戸市の緑施策の推進のために利用いたします。 
５．実施者等 
調査員：千葉大学大学院園芸学研究科緑地環境管理学研究室 
尹 紋榮(ユンムンヨン，博士課程３年) 
TEL：080－3531－9702 E-Mail：aapa3079@chiba-u.jp 
※指導教員：柳井 重人（047-308-8897 yanai@faculty.chiba-u.jp） 
調査協力：松戸市街づくり部みどりと花の課保全班 TEL：047-366-7378 
以 上 
 Ⅰ．あなた自身のことについて，お尋ねします。 
 
問 1．あなたの性別を教えて下さい。（当てはまる番号１つに○印） 
1．男性 2．女性 
 
問 2．あなたの年齢を教えて下さい。（当てはまる番号１つに○印） 
1．10代 2．20代 3．30代 4．40代 
5．50代 6．60代 7．70代 8．80代以上 
 
問 3．あなたのご職業を教えて下さい。（当てはまる番号１つに○印） 
1．自営業・家族従事業 2．会社員 3．公務員・団体職員 4．専業主婦・主夫 
5．大学・短大・専門学校生 6．農業 7．パート・アルバイト 8．無職 
9．その他（       ）    
 
問 4．あなたのお住まいの地域を教えて下さい。（当てはまる番号１つに○印） 
1．松戸市 2．千葉県内（松戸市を除く） 3．千葉県外 
 
Ⅱ．樹林地の所有実態についてお尋ねします。 
 
問 5．あなたが所有している樹林地のうち，保全樹林地区や特別保全樹林地区の指定を受けた樹林地は，
市街化区域の内外のどちらにありますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．市街化区域 2．市街化調整区域 3．わからない 
 
問 6．あなたが樹林地を所有しているのはなぜですか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．先祖から受け継いだ資産のため 2．木材及び林産物の生産のため 
3．地価上昇による財産増大のため 4．自然を将来の世代に残すため 
5．宅地などの開発をするため 6．その他（              ） 
 
問 7．あなたが所有されている樹林地が，初めて保全樹林地区や特別保全樹林地区に指定されてから，
どのぐらいの期間が経過していますか。（当てはまる番号１つに○印） 
1．3年未満 2．3年～10年未満 3．10年～20年未満 4．20年以上 
 
問 8．あなたはどのようなきっかけで，保全樹林地区や特別保全樹林地区の指定を受けましたか。（当て
はまる番号すべてに〇印） 
1．松戸市職員の訪問・電話 2．松戸市ホームページ・広報 3．テレビ・ラジオ・新聞 
4．友人・知人 5．その他（       ）  
 
問 9．あなたはどのような理由で，保全樹林地区や特別保全樹林地区の指定を受けましたか。（当てはま
る番号すべてに〇印） 
1．次の世代に樹林地の価値を伝えたかったため 2．市からの助成金等があるため 
3．樹林地が地域の自然環境として重要であるため 4．樹林地が地域の景観形成に重要であるため 
5．樹林地が防災上，重要であるため 6．特にない 
7．その他（                 ）  
 
問 10．今後も保全樹林地区や特別保全樹林地区の指定を受けますか。（当てはまる番号１つに○印） 
1．継続したい 2．検討中である 3．解約する予定である 
4．わからない 5．その他（        ）  
 Ⅲ．保全樹林地区や特別保全樹林地区の指定を受けた樹林地の維持管理等についてお尋ねします。 
 
問 11．指定を受けた樹林地では，どのような内容の維持管理作業を行っていますか。（当てはまる番号
すべてに〇印） 
1．除草，つる切り 2．枝打ち，伐採 3．補植 
4．外柵作り，土砂崩れ対策 5．風倒木，腐木の処理 6．病害虫防除 
7．投棄ゴミの処理 8．見回り，パトロール 9．落ち葉かき 
10．下草刈り  11．特にない 12．その他（        ） 
 
問 12．指定を受けた樹林地の維持管理は誰が行っていますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．自分又は家族 2．業者 3．市民団体 4．その他（         ） 
 
問 13．指定を受けた樹林地の維持管理には，どのような問題点がありますか。（当てはまる番号すべて
に〇印） 
1．ゴミの投棄 2．固定資産税・相続税などの税の負担 
3．維持管理のための人手や時間 4．維持管理にかかる費用負担 
5．維持管理の知識や技術の不足 6．不審者の出没，事件の発生 
7．近隣住民からの苦情 8．落ち葉の散乱 
9．日照の阻害 10．その他（                ） 
 
問 14．指定を受けた樹林地の維持管理作業の一部を，無償で市民団体に担当してもらうことについて，
どのようにお考えですか。（当てはまる番号１つに〇印） 
1．すでに任せている 2．積極的に任せたい 3．機会があれば任せたい 
4．どちらとも言えない 5．任せたくない 6．その他（          ） 
 
問 15．指定を受けた樹林地の維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，どのような利点が
あると思われますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．樹林地の環境の改善 2．維持管理の負担の軽減 
3．維持管理作業の知識や技術の共有 4．樹林地内で問題が発生した際の迅速な対応 
5．保全に関する施策情報の共有 6．市民団体との交流の増大 
7．地域住民の関心や理解の向上 8．近隣住民からの苦情の減少 
9．特にない 10．その他（                ） 
 
問 16．指定を受けた樹林地の維持管理作業の一部を，無償で市民団体に任せた場合，どのような問題が
あると思いますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．市民団体の継続性の不安 2．維持管理作業中の事故や怪我の発生 
3．市民団体との意見調整の不安 4．近隣住民とのトラブルの発生 
5．樹林地の維持管理の質の低下 6．樹林地の売却，開発ができなくなること 
7．特にない 8．その他（                ） 
 
問 17．指定を受けた樹林地の維持管理作業を，市民団体に任せるためには，どのような方策が必要であ
るとお考えですか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．維持管理の役割分担やルールの明確化 2．行政による市民団体の紹介や意見調整 
3．維持管理作業中の事故等の対応の明確化 4．行政から市民団体への金銭的支援の充実 
5．市民団体の維持管理技術の向上 6．その他（                ） 
 
 Ⅳ．保全樹林地区・特別保全樹林地区の指定を受けた樹林地を，地域住民等の来訪者が利用することに
ついてお尋ねします。「来訪者等の利用」とは，来訪者が樹林地に立ち入り，散策，自然遊びや自然
観察等のレクリエーションを行うことを示しています。 
 
問 18．あなたは，樹林地の利用に関する施策や団体等をご存じですか。①～④のおのおのについて，当
てはまる欄に○印を付けてください。 
 項目 参加 
している 
内容を 
知っている 
聞いた 
ことはある 
知らない 
① 都市緑地法の「市民緑地制度」 －    
② 「オープンフォレスト in松戸」     
③ 「松戸ふるさと森の会」     
④ 「松戸里やま応援団」     
 
問 19．あなたが所有し，保全樹林地区・特別保全樹林地区の指定を受けている樹林地は，地域住民等に
利用されていますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．年間を通じて来訪者に開放されている 2．オープンフォレストで来訪者が利用している 
3．所有者の了解を得た団体等が利用している 4．維持管理を任せた市民団体等のイベントで利用
している 
5．近隣住民の通り道になっている 6．利用はほとんどされていない 
7．わからない 8．その他（                ） 
 
問 20．指定を受けた樹林地を，地域住民等に利用してもらうことには，どのような利点があると思われ
ますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．防犯対策になる 2．散策や自然観察の場などに活用できる 
3．樹林地の価値を広く住民に伝えることができる 4．地域のイメージアップに寄与できる 
5．樹林地および周辺環境が改善できる 6．良好な自然環境を保全できる 
7．緑の量の減少を防ぐことができる 8．地域住民と交流することができる 
9．地域コミュニティの活性化に寄与できる 10．特にない 
11．その他（                   ）  
 
問 21．指定を受けた樹林地を，地域住民等に利用してもらうことには，どのような問題がありますか。
（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．維持管理上の負担が大きい 2．金銭的なメリットが少ない 
3．不審者や事件が発生する 4．利用の手続きや交渉等の負担が大きくなる 
5．利用者の事故や怪我が発生する 6．利用者のマナーの悪さから近隣から苦情が出る 
7．利用者の声など騒音が発生する 8．貴重な動植物が採取される 
9．ゴミが投棄される 10．特にない 
11．その他（               ）  
 
問 22．指定を受けた樹林地を，今後，地域住民等に利用してもらう取り組みについて，どのようにお考
えになりますか。（当てはまる番号１つに○印） 
1．賛成である（→問 23へ） 2．内容等によっては検討してもよい（→問 23へ） 
3．わからない（→問 24へ） 4．賛成できない（→問 24へ） 
 
  
問 23．問 22 で「1．賛成である」もしくは「2．内容等によっては検討してもよい」に○印を付けた方
にお尋ねします。どのような条件であれば，地域住民等の利用を進めることができると思います
か。以下のそれぞれについてお答え下さい。（問 23-1から問 23-4まで） 
 
問 23-1 利用の期間は，どの程度であれば良いと思われますか。（当てはまる番号１つに○印） 
1．通年 2．季節ごとに 1週間程度 
3．特定の期間（1年に１週間程度） 4．特定の日（1年に数日程度） 
5．わからない 6．その他（              ） 
 
問 23-2 利用内容は，どのようなものであれば良いと思いますか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．自然散策や自然観察 2．子どもの自然遊び・冒険遊び 
3．竹細工や木工などクラフト 4．軽運動・スポーツ 
5．バーベキューや野外料理 6．タケノコ掘りや山菜採り 
7．わからない 8．その他（              ） 
 
問 23-3 樹林地を地域住民等が実際に利用する場面では，どのような仕組みがあれば良いと思いま
すか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．利用にあたってのマナー・ルールの徹底 2．利用者の事故やけが等の責任の明確化 
3．利用を指導する責任者の決定 4．利用する際の土地所有者への連絡・届け出 
5．利用後の土地所有者への報告 6．わからない 
7．その他（               ）  
 
問 23-4 土地所有者に対して，どのような支援があれば，樹林地の利用が進められると思いますか。
（当てはまる番号すべてに〇印） 
1．各種地方税や国税の減免・優遇の拡大 2．相続時の納税猶予の適用 
3．利用促進のための助成金等の交付 4．契約満了後の市による樹林地の買取りの実施 
5．「市民緑地」（都市緑地法）への移行 6．市民団体や行政による樹林地の維持管理 
7．市民団体や行政による樹林地の利用 8．行政による樹木伐採業者の無償派遣 
9．標識への樹林地所有者の名前の掲示 10．利用方法や市内の事例に関する情報の提供 
11．特になし 12．その他（               ） 
 
問 24．樹林地の保全や地域住民等の利用について，行政にご意見・ご希望がありましたら，ご自由にそ
の内容をご記入して下さい。 
回答記入欄 
 
 
 
 
 
 
※以上で，アンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。ご返送いただいたアンケートにつ
いて，ご不明な点等があった場合は恐れ入りますが“アンケート調査のお願い”に記載の連絡先までお
問い合わせください。アンケート票を同封の返信用封筒（水色）に封入の上，ポストへ投かんしてくだ
さい。※切手は不要です。 
参考資料３ オープンフォレスト in松戸の来訪者へのアンケート調査票（4章） 
 
 
「オープンフォレスト in松戸」のご感想をお願いします 
このアンケートは，今後の「オープンフォレスト in松戸」のために実施するものです。ご協力
をお願いいたします。 
問1. オープンフォレストをどこでお知りになりましたか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①松戸市の広報   ②ホームページ  ③新聞  ④チラシ・ポスター 
⑤知人・友人   ⑥その他(                             ) 
 
問2. 本日はどなたと一緒にいらっしゃいましたか。（当てはまる番号１つに○印） 
 
①一人 ②夫婦 ③親子 ④家族 ⑤知人・友人 ⑥その他（         ) 
      
問3. ご自宅から，この森に来るまで何を利用されましたか。（当てはまる番号すべてに〇
印。電車を利用された方は，駅名をご記入下さい。） 
 
①電車（        駅～         駅）  
②徒歩・自転車 ③自動車 ④バス ⑤その他（            ） 
 
問4． 今回，この森を訪れたきっかけは何ですか。（当てはまる番号すべてに〇印） 
 
①自然や里山に興味があったから   ②健康づくり・ウォーキングのため 
③お金をかけずに気軽に楽しめるから ④知人・友人に誘われたから 
⑤知らない場所をみたかったから ⑥身近なところで開催されるから 
⑦子どもを連れていくのに良いから  ⑧森林浴や憩い・リフレッシュのため 
⑨その他（                  ）  
 
問5. 今回，この森を訪れて，どのような点が良かったですか。（当てはまる番号３つまで
○印） 
 
①ボランティアの活動を知ることができた ②緑に関する知識・経験が得られた 
③松戸の里山の存在を知ることができた ④他の参加者と交流できた 
⑤家族・友人との親睦が深まった ⑥子供の自然教育・体験に役に立った 
⑦都市の森の大切さを実感できた ⑧里山保全を支援したいと感じた 
⑨体力・健康づくりに役に立った ⑩リフレッシュできた 
⑪美しい風景を見ることができた ⑫その他(                   ) 
                          
 問6. オープンフォレストと同じようなイベントに，今後参加したいと思いますか。（当てはま
る番号１つに〇印） 
 
①ぜひ参加したい ②機会があれば参加したい ③内容によっては参加したい 
④あまり参加したくない ⑤わからない  
 
問7. オープンフォレストに対する要望には何がありますか。（当てはまる番号３つまで〇
印） 
 
①春以外も森巡りツアーをやってほしい ②森の公開日を増やして欲しい 
③周辺の公園・庭なども見て回りたい   ④周辺のお店なども見て回りたい 
⑤子どもが楽しめる内容を増やして欲しい ⑥自転車で回れるようにして欲しい 
⑦関連イベント・活動情報を提供して欲しい ⑧トイレや休憩場所を設けて欲しい 
⑨解説員や案内人を増やして欲しい    ⑩その他(                  ) 
 
問8.  あなたはみどりや花に関するボランティア活動についてどう思いますか。（当てはま
る番号１つに〇印） 
 
①興味があり参加したい  ②過去に参加したことはある 
③あまり興味がない ④興味があるが参加したことはない  
⑤現在活動している（例：公園での花壇づくり）（具体例：                 ） 
                              
問9. 最後にあなた自身のことについておたずねします。それぞれについてお答え下さい 
1.性別 ： ①男性 ②女性 
2.年齢 ： ①10代 ②20代 ③30代 ④40代 ⑤50代 ⑥60代 ⑦70代 ⑧80代以上 
3.お住まい ：→市内の方：松戸市                     （町名をご記入ください） 
→市外の方：               区市町村（区市町村名をご記入ください） 
4.自然観察会や自然体験ツアーなどへの参加経験： 
①今回が初めて    ②2～4回    ③5～9回    ④10回以上 
 
オープンフォレストに関して，ご意見・ご感想等がありましたらご自由にお書きください 
 
 
 
 
 
アンケートは以上です。お答えいただきありがとうございました。 
